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資 料 編 

 

資料－１ 

機構内に設置した外部有識者から構成される委員会一覧 

 

 

＜外部委員により構成する委員会＞                        （敬称略） 

名称・開催状況 委員会の役割 委員構成 

機構業務点検・

助言委員会 

（年２回：６月

18 日、21 年１

月 21 日） 

 

 

(注)本委員会は

21 年３月で廃止 

 

 

機構が担う個々の業務

運営の向上に資するため

に設置している個別業務

委員会の委員長、委員と

経営の専門家で構成し、

各分野の業務に精通し、

かつ専門的、客観的立場

からの業務の質の改善に

つながる助言・提言等を

いただき、これら提言等

を業務運営に反映させる

ことを目的としている。

個別業務の運営のための委員会等の委員長、委

員及び経営の専門家 

構成：５名 

委員長 宮本 昭正 東京大学名誉教授 

委 員 北川 正人 千代田化工建設(株)元社長 

委 員 猿田 勝美  神奈川大学名誉教授 

委 員 浜中 裕徳 慶應義塾大学環境情報学部教

授 
委 員 松下 和夫 京都大学大学院地球環境学堂

教授 

 

任期：２年 

公害健康被害補

償予防業務評議

員会 

（年１回：７月

１日） 

公害健康被害補償業

務及び公害健康被害予

防事業について、実施

状況の報告を受け、公

害健康被害補償予防業

務に関する重要事項を

審議することにより、

本制度の円滑な運営に

資することを目的とし

ている。 

ばい煙発生施設等設置者、特定施設等設置者の加

入している団体、連合会の役員及び業務の適正な運営

に必要な学識を有する者 

構成：それぞれ 10 人以内 

議 長 渡辺 修 （財）日本環境協会理事長 

委 員 伊藤 範久 電気事業連合会専務理事 

委 員 梅本 吉彦 専修大学法学部教授 

委 員 浦田 隆 (社)日本自動車工業会環境委員

会副委員長 

委 員 増田 英男 全国人権擁護委員連合会 総

務委員会副委員長 

委 員 大田 哲哉 日本商工会議所環境・エネル

ギー委員会委員長 

委 員 孝橋 純一 石油連盟環境安全委員会副委

員長 

委 員 後藤 卓雄 (社)日本化学工業協会環境安

全委員会委員長 

委 員 関澤 秀哲 (社)日本鉄鋼連盟環境政策委

員会委員長 

委 員 坂根 正弘 (社)日本経済団体連合会環境

安全委員会委員長 

委 員 浜中 裕徳 慶應義塾大学環境情報学部教  

          授 

委 員 市川 吉則 四日市市環境部環境保全課長 

委 員 横山 裕道 淑徳大学国際コミュニケーシ

ョン学部教授 

委 員 野村 瞭  財団法人復光会専務理事 

 

任期：２年 

1-1
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資料－１ 

 
名称・開催状況 委員会の役割 委員構成 

公害健康被害予

防事業調査研究

評価委員会 

 

環境保健分野：

評価委員会(年

１回：21 年３月

１日) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境改善分野：

評価委員会(年

１回：６月 24

日) 

 

 

 

 

公害健康被害予防事業

で実施する環境保健分

野、大気環境の改善分

野のそれぞれの調査研

究について、専門分野

の学識経験者からなる

評価委員会において評

価を行うことを目的とし

ている。 

なお、評価結果は、調

査研究の構成、研究計画

の見直し及び調査研究費

の配分の見直しなどに反

映させる。 

 

環境保健分野、大気環境の改善分野それぞれの

専門分野の学識経験者 

構成：それぞれ７名以内 

 

（環境保健調査研究評価委員） 

区分 氏 名 所属等 専門分野 

委員

長 

宮本 昭正 東京大学名誉教授 臨床医学（物

理療法内科）

委 

員 

内山 巌雄 京都大学大学院工

学研究科教授 

公衆衛生学 

同 鳥居 新平 名古屋大学名誉教

授 

臨床医学（小

児科） 

同 野村 瞭 (財)復光会専務理

事 

公衆衛生学 

同 福地義之助 順天堂大学医学部

教授 

臨床医学（呼

吸器内科） 

同 古庄 巻史 こくらアレルギ

ークリニック院

長 

臨床医学

（小児科） 

同 眞野 健次 帝京医学技術専

門学校副校長 

臨床医学

（呼吸器内

科） 

 

任期：３年 

 

（環境改善調査研究評価委員） 

区分 氏 名 所属等 専門分野 

委員

長 

猿田 勝美 神奈川大学名誉教授 衛生工学 

(環境工学)

委 

員 

太田 勝敏 東洋大学国際地域学

部教授 

都市工学 

同 鹿島 茂 中央大学理工学部教

授 

都市工学 

(交通計画)

同 大聖 泰弘 早稲田大学大学院教

授 

機械工学(自

動車対策) 

同 若松 伸司 愛媛大学農学部教授 衛生工学 

 

任期：３年 
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資料－１ 

名称・開催状況 委員会の役割 委員構成 

地球環境基金

運営委員会 

（年１回：４

月 14 日） 

 

地球環境基

金運営委員会

のもと下表の

専門委員会を

設置 

 

民間環境保全活動の助

成の実施に関する重要事

項、民間環境保全活動の

振興のための調査研究等

の実施に関する重要事項

及びその他地球環境基金

に係る業務運営に関する

重要事項を調査審議し、

本事業の円滑な運営を図

ることを目的としてい

る。 

外部有識者 

構成：20 人以内 

委員長 森嶌 昭夫 (特定)日本気候政策センタ

ー理事長 

委 員 石井 直子 (社)ガールスカウト日本連

盟会長 

委 員 今井 通子 地球環境・女性連絡会代表

委 員 内海 孚  (株)日本格付研究所代表

取締役社長 

委 員 徳川 恒孝 (財)世界自然保護基金ジ

ャパン会長 

委 員 大久保尚武 日本経団連自然保護協議

会会長 

委 員 長辻 象平 産経新聞社論説委員 

委 員 小澤紀美子 東京学芸大学名誉教授 

委 員 數土 文夫 経済同友会地球環境・エネ

ルギー委員会委員長 

委 員 桝井 成夫 (元)読売新聞本社論説委

員 

委 員 廣野 良吉 成蹊大学名誉教授 

委 員 福川 伸次 (財)機械産業記念事業財団

会長 

委 員 市野 紀生 東京商工会議所環境委員

会委員長 

委 員 大橋 正明 （特定）国際協力ＮＧＯ

センター理事長 

任期：２年 
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資料－１ 

 
名称・開催状況 委員会の役割 委員構成 

地球環境基金

助成専門委員

会 

（年３回：11

月 18 日、３月

10 日、３月 26

日） 

民間環境保全活動の助

成対象について、専門的

立場から調査審議する。

構成：15 名以内 

主 査 廣野 良吉 成蹊大学名誉教授 

委 員 池田 龍彦 横浜国立大学国際社会科学

研究科教授 

委 員 伊藤 隆一 （財）新エネルギー財団副

会長兼専務理事 

委 員 大久保規子 大阪大学大学院法学研究科

教授 

委 員 大森 昭彦 （社）全国農業改良普及支

援協会会長 

委 員 小堀 洋美 武蔵工業大学大学院環境情

報学部教授  

委 員 坂本 弘道 （社）日本水道工業団体連

合会専務理事 

委 員 進士五十八 東京農業大学地域環境科

学部教授 

委 員 萩原 喜之 （特定）中部リサイクル運

動市民の会理事 

委 員 原   剛 早稲田大学大学院アジア太

平洋研究科教授 

委 員 藤井 絢子 滋賀県環境生活協同組合理

事長 

委 員 椋田 哲史 （社）日本経済団体連合会

常務理事 

委 員 和里田義雄 （財）経済調査会理事長 

 

任期：２年 

地球環境基金
評価専門委員
会 
（年１回：９
月８日） 

民間環境保全活動の助
成対象活動の評価につい
て、専門的立場から調査
審議する。 

構成：15 名以内 
主 査 松下 和夫 京都大学大学院地球環境学

堂教授 
委 員 石田 健一 東京大学海洋研究所助教 
委 員 加藤 哲夫 (特定)せんだい・みやぎＮ

ＰＯセンター代表理事 
委 員 西出 優子 東北大学大学院経済学研

究科准教授 
委 員 平原 隆史 千葉商科大学政策情報学

部准教授 
委 員 浜本由里子 (特定)市民社会創造ファ

ンドプログラムオフィサー
委 員 山崎 唯司 （独）国際協力機構広尾セ

ンター市民参加協力アドバ
イザー 

委 員 若林千賀子 若林環境教育事務所代表 
 
任期：２年 

 
(特定):特定非営利活動法人 
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資料－１ 

＜機構内部（役職員）により構成する委員会＞ 

名称 委員会の役割 

理事会 機構の業務運営の基本となる規程等の制定・改廃、中期計画、年度

計画その他重要事項を審議する。 

部課長会議 各部の所管に係る業務の重要事項に関する審議及び各部相互間の連

絡調整を行う。 

資金管理委員会 資金の管理及び運用について、関係各部との意見交換等情報の共有

化を図り、資金の安全かつ効率的な運営に資する。 

衛生委員会 

（労働安全衛生法） 

機構における衛生管理に関し、①職員の健康障害の防止、②職員の

健康の保持増進、③労働災害の原因及び再発防止対策等に関する事項

について調査審議する。 

情報セキュリティ委員

会 

機構の情報セキュリティに対する基本方針を明らかにするととも

に、情報セキュリティ対策の基準を定め、情報セキュリティの確保を

図ることを目的に、情報システムの整備及び運用方針の決定並びに重

大な問題が生じた場合における対応方針を決定するとともに、情報資

産の適正な管理を行う。 

債権管理委員会 債権の管理及び回収の適正な執行を図るため、債権の管理及び回収

に係る基本方針の策定、未収債権及び償還猶予の処理方針の策定等を

行う。 

環境委員会 機構の業務運営における環境配慮に関する事項について調査審議す

る。 
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資料－２ 

 
 

随意契約見直し計画 
 

平成 19 年 12 月 
独立行政法人環境再生保全機構 

 
 
 
１．随意契約の見直し計画 
 
（１）平成１８年度に締結した随意契約について、点検・見直しを行

い、以下のとおり、随意契約によることが真にやむを得ないもの

を除き、原則として競争(企画競争・公募を含む)に付すこととした。 
 
 
【全体】 

平成１８年度実績 見直し後 
  

件数 金額（百万円） 件数 金額（百万円） 

（30.6％） （41.2％）事務・事業を取り止めたもの 

（１８年度限りのものを含む。） 34 300

（9.0％） （7.7％）
競争入札 

10 56

（36.0％） （33.0％）

一
般
競
争
入
札
等 

企画競争 
（29.7％）

33

（36.3％）

265 40 241

（70.3％） （63.7％） （24.3％） （18.1％）
随意契約 

78 465 27 132

（100％） （100％） （100％） （100％）
合   計 

 111  729  111  729

（注１）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある 
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資料－２ 

【同一所管法人等】 
平成１８年度実績 見直し後 

  
件数 金額（百万円） 件数 金額（百万円） 

（0.0％） （0.0％）事務・事業を取り止めたもの 

（１８年度限りのものを含む。） 0 0

（0.0％） （0.0％）
競争入札 

0 0

（75.0％） （60.9％）

一
般
競
争
入
札
等 

企画競争 
（25.0％）

1

（36.2％）

5 3 8

（75.0％） （63.8％） （25.0％） （39.1％）
随意契約 

3 9 1 5

（100％） （100％） （100％） （100％）
合   計 

 4  14  4  14

（注１）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある 

 

【同一所管法人等以外の者】 
平成１８年度実績 見直し後 

  
件数 金額（百万円） 件数 金額（百万円） 

（31.8％） （41.9％）事務・事業を取り止めたもの 

（１８年度限りのものを含む。） 34 300

（9.3％） （7.9％）
競争入札 

10 56

（34.6％） （32.4％）

一
般
競
争
入
札
等 

企画競争 
（29.9％）

32

（36.3％）

260 37 232

（70.1％） （63.7％） （24.3％） （17.7％）
随意契約 

75 456 26 127

（100％） （100％） （100％） （100％）
合   計 

 107  716  107  716

（注１）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある 
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資料－２ 

２．随意契約見直し計画達成へ向けた具体的取り組み及び移行時期 
 
（１）上記の見直しで、競争入札又は企画競争・公募に移行するとし

たものについては、速やかな移行を図ることとする。 
 
（２）上記見直しと併せて、以下についても検討を行う。 
 
  ① 複数年度契約の拡大 

システム関連等の複数年度にわたる契約については、一般競

争入札等による複数年度契約の拡大を検討する。 
 

② 総合評価方式の導入 
システム開発等に係る契約については、総合評価方式による

一般競争入札の導入を検討する。 
 

③ 入札手続きの効率化 
一般競争入札の拡大に伴う業務量を勘案し、電子入札の導入

を検討する。 
 
（３）随意契約によることとした理由等について契約担当部以外の者

の審査・決裁を経ることにより、随意契約の適正化に努める。  
 

 （注）個別契約の移行時期及び手順については、「平成１８年度に締

結した随意契約の点検・見直しの状況」に記載。 
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資料－３ 
 

平
成
２
０
年
度
に
お
け
る
随
意
契
約
見
直
し
計
画
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
 

平
成
２
１
年
６
月

 
独
立
行
政
法
人
環
境
再
生
保
全
機
構

 
1
.
 随

意
契
約
見
直
し
計
画
と
平
成
２
０
年
度
に
締
結
し
た
契
約
の
状
況
 

（
単
位
：
件
、
百
万
円
）

 
平
成

19
年
度

 
平
成

20
年
度

 
比
較
増
△
減

 
見
直
し
計
画

 
件
数

 
金
額

 
件
数

 
金
額

 
件
数

 
金
額

 
件
数

 
金
額

 

競
争
入
札
等

（
46

.8
％
）

 
66

 
（

40
.7
％
） 40
3

（
52

.9
％
） 81

（
69

.7
％
）

1,
33

1
（

22
.7
％
） 15

（
22

9.
9％

） 92
7

（
57

.3
％
） 90

（
64

.6
％
）

 
68

1 

企
画
競
争
・
公
募

（
23

.4
％
）

 
33

 
（

26
.3
％
） 26
1

（
30

.8
％
） 47

（
21

.1
％
） 40
2

（
42

.4
％
） 14

（
54

.1
％
） 14
1

（
25

.5
％
） 40

（
22

.9
％
）

 
24

1 
競
争
性
の
あ
る
契

約
（
小
計
）

 

（
70

.2
％
）

 
99

 
（

67
.0
％
） 66
4

（
83

.7
％
） 12
8

（
90

.8
％
）

1,
73

3
（

29
.3
％
） 29

（
16

0.
8％

）

1,
06

8
（

82
.8
％
） 13
0

（
87

.5
％
）

 
92

2 
競

争
性

の
な

い

随
意
契
約

 
（

29
.8
％
）

 
42

 
（

33
.0
％
） 32
8

（
16

.3
％
） 25

（
9.

2％
） 17
5

（
△

40
.5
％

）

△
17

（
△

46
.4
％
）

△
15

2
（

17
.2
％
） 27

（
12

.5
％
）

 
13

2 

合
 
計

 
（

10
0％

）
 

14
1 

（
10

0％
） 99
2

（
10

0％
） 15
3

（
10

0％
）

1,
90

8
（

8.
5％

） 12
（

92
.4
％
） 91
6

（
10

0％
） 15
7

（
10

0％
）

 
1,

05
4 

（
注

1）
 
計
数
は
、
そ
れ
ぞ
れ
四
捨
五
入
し
て
い
る
た
め
、
合
計
に
お
い
て
一
致
し
な
い
場
合
が
あ
る
。

 
（
注

2）
 
比
較
増
△
減
の
（
 
）
書
き
は
、
平
成

19
年
度
の
対
前
年
度
伸
率
で
あ
る
。
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【
19

実
績

】
  

一
般
競
争
入
札
・
指
名
競
争
入
札
等

 

40
3
百
万
円

 
（

66
件
）

 
     

企
画
競
争
・
公
募

 
26

1
百
万
円

 
（

33
件
）

 
   

競
争
性
の
な
い
随
意
契
約

 
金
額
 

32
8
百
万
円
（

33
.0
％
）

 
件
数
 

42
件
 
（

29
.8
％

）
 

  

【
20

実
績

】
  

一
般
競
争
入
札
・
指
名
競
争
入
札
等

1,
33

1
百
万
円

 
（

81
件
）

 
     

企
画
競
争
・
公
募

 
40

2
百
万
円

 
（

47
件
）

 
     

競
争
性
の
な
い
随
意
契

約
 

金
額
 

17
5
百
万
円
（

9.
2％

）

件
数
 

25
件
 
（

16
.3
％

）
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資料－３
（
参
考
）
図
表
 
随
意
契
約
見
直
し
計
画
と
平
成

20
年
度
に
締
結
し
た
契
約
の
状
況

 
 

                    
  （
注
）
「
一
般
競
争
入
札
・
指
名
競
争
入
札
等
」
に
は
、
不
落
・
不
調
の
随
意
契
約
を
含
む
。

 

【
見

直
し

計
画

】
※

見
直

し
結

果
を

18
年

度
実

績
に
当

て
は
め

た
も
の

  

 

一
般
競
争
入
札
・
指
名
競
争
入
札
等

68
1
百
万
円

 
（

90
件
）

 
      

企
画
競
争
・
公
募

 
24

1
百
万
円

 
（

40
件
）

 
  

競
争
性
の
な
い
随
意
契
約

 
金
額
 

13
2
百

万
円
（

12
.5
％

）

件
数
 

27
件
 
（

17
.2
％

）
 

 

契
約

全
体

に
占

め
る

「
競

争
性

の
あ

る
契

約
方

式
」

の
割

合
の

対
19

年
度

実
績

比

増
▲
減

 
 金

額
  

＋
16

0.
8
ポ
イ
ン

ト
 

（
1,

06
8
百
万

円
増

）
 

件
数

  
＋

29
.3

ポ
イ
ン

ト
 

（
29

件
増
）

 
 

競
争

性
の

あ
る
契

約
方
式

合
計

 

金
額
 

66
4
百

万
円
（

67
.0
％
）

 

件
数
 

99
件
 

（
70

.2
％
）

 

競
争

性
の

あ
る
契

約
方
式

合
計

 

金
額

 1
,7

33
百

万
円
（

90
.8
％
）

件
数
 

12
8
件

 
（

83
.7
％
）

 
競

争
性
の

あ
る
契

約
方
式

合
計

 

金
額
 

92
2
百

万
円
（

87
.5
％
）

件
数
 

13
0
件

 
（

82
.8
％
）
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資料－３
2
.
 平

成
2
0
年
度
に
お
い
て
、
随
意
契
約
か
ら
一
般
競
争
入
札
等
、
企
画
競
争
、
公
募
に
移
行
し
た
主
な
契
約
 

①
 一

般
競
争
入
札
へ
移
行

 
地
球
環
境
基
金
部
経
理
業
務
支
援
に
関
す
る
業
務
 
４
百
万
円

 
 

②
 指

名
競
争
入
札
へ
移
行

 
該
当
な
し

 
 

③
 企

画
競
争
へ
移
行

 
平
成

20
年
度
地
球
環
境
市
民
大
学
校
研
修
業
務
中
国
・
四
国
ブ
ロ
ッ
ク
「
環
境
Ｎ
Ｇ
Ｏ
と
市
民
の
集
い
」
の
業
務
委
託
 
２
百
万
円

 
 

 
 
 

 ④
 公

募
へ
移
行

 
該
当
な
し

 
 

3
.
 （

参
考
）
契
約
形
態
別
応
札
者
数
（
平
成

2
0
年
度
）
 

 

契
約

形
態

応
札

者
数

件
数

割
合

件
数

割
合

件
数

割
合

件
数

割
合

6
8

8
4
%

0
0
%

3
0

6
8
%

2
6
7
%

1
3

1
6
%

0
0
%

1
4

3
2
%

1
3
3
%

8
1

1
0
0
%

0
0
%

4
4

1
0
0
%

3
1
0
0
%

公
募

２
者

以
上

１
者

以
下

合
　

計

一
般

競
争

入
札

指
名

競
争

入
札

企
画

競
争
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平
成

２
０

年
４

月
分

物
品

等
又
は

役
務

の
名

称
及

び
数

量
契

約
担

当
職

の
氏

名
及

び
所

在
地

契
約

を
締

結
し

た
日

契
約

の
相

手
方

の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

一
般

競
争

入
札

・
指

名
競

争
入

札
の

別
（

総
合

評
価

の
実

施
）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

備
　

　
考

地
方

公
共
団

体
が

実
施

す
る

環
境

保
健
事

業
に

係
る

広
報

支
援
（

チ
ラ

シ
印

刷
）

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

4
月

2
3
日

ミ
ナ

ト
メ
イ

ワ
印

刷
株

式
会

社
代

表
取

締
役

森
山

忠
雄

兵
庫

県
神
戸

市
兵

庫
区

入
江

通
1
-
1
-
2
8

一
般

競
争

入
札

ー
7
2
5
,
9
0
0

ー

地
球

環
境
基

金
部

経
理

業
務

支
援

に
関

す
る

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

4
月

1
日

Ａ
Ｐ

ア
ウ
ト

ソ
ー

シ
ン

グ
株

式
会

社
代

表
取

締
役

公
認

会
計

士 千
葉

和
彦

東
京

都
新
宿

区
揚

場
町

1
-
1
8
飯

田
橋

ビ
ル

一
般

競
争

入
札

ー
3
,
6
6
0
,
0
0
0

ー

地
球

環
境
基

金
部

募
金

活
動

等
業

務
補

助
者

の
確

保

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

4
月

1
日

株
式

会
社
ス

タ
ッ

フ
ジ

ャ
パ

ン
代

表
取

締
役

社
長

小
林

昇
東

京
都

中
央

区
銀

座
1
丁

目
1
6
番

7
号

一
般

競
争

入
札

ー
1
,
6
8
0

ー
単

価
契

約

地
球

環
境
基

金
部

広
報

活
動

等
業

務
補

助
者

の
確

保

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

4
月

1
日

マ
ン

パ
ワ
ー

・
ジ

ャ
パ

ン
株

式
会

社
川

崎
支

店
長

瀬
住

裕
之

神
奈

川
県
川

崎
市

川
崎

区
駅

前
本
町
1
2
番

1

一
般

競
争

入
札

ー
2
,
5
0
0

ー
単

価
契

約

病
理

組
織
学

的
検

査
委

託
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

4
月

1
日

株
式

会
社
エ

ス
ア

ー
ル

エ
ル

代
表

取
締
役

田
澤

裕
光

東
京

都
立
川

市
曙

町
2
-

4
1
-
1
9

一
般

競
争

入
札

ー
2
9
4
,
2
0
0

ー
 

単
価

契
約

独
立

行
政
法

人
環

境
再

生
保

全
機

構
石

綿
健

康
被

害
救

済
部

給
付

課
業

務
補

助
等

派
遣

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

4
月

1
日

株
式

会
社
ジ

ャ
パ

ン
ク

リ
エ

イ
ト

代
表

取
締
役

五
十

嵐
庸
公

大
阪

府
大
阪

市
淀

川
区

東
三

国
4
-
3
-
1

一
般

競
争

入
札

ー
1
,
5
2
0

ー
 

単
価

契
約

競
争
入
札
に
係
る
情
報
の
公
表
（
物
品
役
務
等
）
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石
綿

健
康
被

害
救

済
部

拠
出

金
申

告
書

類
等

入
力

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
理

事
　

諏
 
訪

　
 
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

4
月

1
日

ヒ
ュ

ー
マ
ン

リ
ソ

シ
ア

株
式

会
社

代
表

取
締
役

桑
原

加
鶴
子

東
京

都
新
宿

区
西

新
宿

6
-
6
-
2

一
般

競
争

入
札

ー
1
,
4
8
2

ー
 

単
価

契
約

独
立

行
政
法

人
環

境
再

生
保

全
機

構
石

綿
健

康
被

害
救

済
部

資
金

管
理

課
業

務
補

助
等

派
遣

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

4
月

1
日

株
式

会
社
ア

ビ
リ

テ
ィ

ー
ニ
ッ

ケ
ン

代
表

取
締
役

高
橋

渉
神

奈
川

県
川

崎
市

砂
子

2
-
1
1
-
2
9

一
般

競
争

入
札

ー
1
,
5
7
0

ー
 

単
価

契
約

石
綿

健
康
被

害
救

済
部

申
請

書
類

、
特

別
遺

族
弔

慰
金

等
請

求
書

類
等

入
力

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

4
月

1
日

株
式

会
社
ア

ビ
リ

テ
ィ

ー
ニ
ッ

ケ
ン

代
表

取
締
役

高
橋

渉
神

奈
川

県
川

崎
市

砂
子

2
-
1
1
-
2
9

一
般

競
争

入
札

ー
1
,
8
0
0

ー
 

単
価

契
約

独
立

行
政
法

人
環

境
再

生
保

全
機

構
石

綿
健

康
被

害
救

済
業

務
に

係
る

業
務

補
助

等
の

派
遣
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

4
月

7
日

株
式

会
社
レ

モ
ン

代
表

取
締
役

鈴
木

哲
夫

東
京

都
新
宿

区
荒

木
町

１
４

番
地

一
般

競
争

入
札

ー
1
,
6
9
0

ー
 

単
価

契
約

(
注

１
）
　

公
表

対
象

契
約

が
単

価
契

約
で

あ
る

場
合

に
は

、
契

約
金

額
欄

に
契

約
単
価

ま
た

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

と
と

も
に

、
備

考
欄

に
単

価
契

約
で
あ
る

旨
及

び
契

約
金

額
欄

に
単
価

を
記

載
し

た
場

合
に

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

。

(
注

２
）
　

必
要

が
あ

る
と

き
は

、
各

欄
の

配
置

を
著

し
く

変
更

す
る

こ
と

な
く

所
要

の
変

更
を

加
え

る
こ

と
そ

の
他

所
要

の
調

整
を

加
え

る
こ

と
が

で
き

る
。
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平
成

２
０

年
５

月
分

物
品

等
又
は

役
務

の
名

称
及

び
数

量
契

約
担

当
職

の
氏

名
及

び
所

在
地

契
約

を
締

結
し

た
日

契
約

の
相

手
方

の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

一
般

競
争

入
札

・
指

名
競

争
入

札
の

別
（

総
合

評
価

の
実

施
）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

備
　

　
考

平
成

2
0
年

度
汚

染
負

荷
量

賦
課

金
申
告

関
係

書
類

入
力

作
業

の
補

助
者

の
確

保
に

関
す

る
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

5
月

1
9
日

株
式

会
社
ア

ビ
リ

テ
ィ

ー
ニ
ッ

ケ
ン

代
表

取
締
役

高
橋

渉
神

奈
川

県
川

崎
市

川
崎

区
砂

子
2
-
1
1
-
2
9
平

松
川

崎
ビ

ル
4
Ｆ

一
般

競
争

入
札

ー
1
,
3
1
0

ー
単

価
契

約

「
ぜ

ん
息
・

ピ
ー

ク
フ

ロ
日

誌
」

の
増

刷
1
0
,
0
0
0
部

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

5
月

8
日

株
式

会
社
ア

イ
ワ

ー
ド

代
表

取
締
役

木
野

口
功

北
海

道
札
幌

市
中

央
区

北
３

条
東
5
-
5
-
9
1

一
般

競
争

入
札

ー
9
3
0
,
0
0
0

ー

「
平

成
2
0
年

度
公

害
健

康
被

害
予

防
事

業
研

修
」

の
運

営
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

5
月

9
日

株
式

会
社
I
C
S
コ

ン
ベ

ン
シ

ョ
ン

デ
ザ

イ
ン

代
表

取
締
役

社
長

阿
部

翹
東

京
都

千
代

田
区

神
田

錦
町

3
-
2
4

一
般

競
争

入
札

ー
9
,
9
9
9
,
0
0
0

ー

「
ダ

ニ
ア

レ
ル

ゲ
ン

測
定

キ
ッ

ト
」
の

購
入

1
2
,
0
0
0

個

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

5
月

1
9
日

ア
サ

ヒ
フ
ー

ド
ア

ン
ド

ヘ
ル

ス
ケ
ア

株
式

会
社

代
表

取
締
役

社
長

川
村

光
東

京
都

墨
田

区
吾

妻
橋

1
-
2
3
-
1

一
般

競
争

入
札

ー
1
0
,
2
0
0
,
0
0
0

ー

「
ダ

ニ
ア

レ
ル

ゲ
ン

測
定

キ
ッ

ト
の
支

給
事

業
」

に
係

る
ア

ン
ケ

ー
ト

葉
書

の
印

刷
及

び
回

収
・

集
計

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

5
月

2
0
日

株
式

会
社
プ

ロ
セ

ス
ユ

ニ
ー

ク
代

表
取

締
役

中
村

穂
澄

東
京

都
中
央

区
銀

座
3
-

1
5
-
8

一
般

競
争

入
札

ー
2
8
5
,
0
0
0

ー

「
エ

コ
ド

ラ
イ

ブ
実

施
中

」
ス

テ
ッ

カ
－

の
増

刷
2
0
0
,
0
0
0
枚

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

5
月

2
9
日

ミ
ナ

ト
メ
イ

ワ
印

刷
株

式
会

社
代

表
取

締
役

社
長

森
山

忠
雄

兵
庫

県
神
戸

市
兵

庫
区

入
江

通
1
-
1
-
2
8

一
般

競
争

入
札

ー
6
,
5
2
5
,
0
0
0

ー

競
争
入
札
に
係
る
情
報
の
公
表
（
物
品
役
務
等
）
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「
平

成
2
0
年

度
ぜ

ん
息

児
水

泳
記

録
会

」
の

運
営

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

5
月

2
0
日

株
式

会
社
ジ

ェ
イ

・
ア

イ
・

シ
－

代
表

取
締
役

社
長

鈴
木

　
憲

治
東

京
都

品
川

区
上

大
崎

2
-
2
4
-
9

一
般

競
争

入
札

ー
1
2
,
0
0
0
,
0
0
0

ー

承
継

勘
定
の

「
平

成
2
0
年

3
月

期
消

費
税

確
定

申
告

額
の

算
出

及
び

税
務

相
談

」
に

関
す

る
業

務
委

託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

5
月

1
5
日

Ｋ
Ｐ

Ｍ
Ｇ
税

理
士

法
人

代
表

社
員

佐
々

木
博
章

東
京

都
港
区

六
本

木
1
-

6
-
1

一
般

競
争

入
札

（
総

合
評

価
の

実
施

）
ー

3
,
1
5
0
,
0
0
0

ー

(
注

１
）
　

公
表

対
象

契
約

が
単

価
契

約
で

あ
る

場
合

に
は

、
契

約
金

額
欄

に
契

約
単
価

ま
た

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

と
と

も
に

、
備

考
欄

に
単

価
契

約
で
あ
る

旨
及

び
契

約
金

額
欄

に
単
価

を
記

載
し

た
場

合
に

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

。

(
注

２
）
　

必
要

が
あ

る
と

き
は

、
各

欄
の

配
置

を
著

し
く

変
更

す
る

こ
と

な
く

所
要

の
変

更
を

加
え

る
こ

と
そ

の
他

所
要

の
調

整
を

加
え

る
こ

と
が

で
き

る
。
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平
成

２
０

年
６

月
分

物
品

等
又
は

役
務

の
名

称
及

び
数

量
契

約
担

当
職

の
氏

名
及

び
所

在
地

契
約

を
締

結
し

た
日

契
約

の
相

手
方

の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

一
般

競
争

入
札

・
指

名
競

争
入

札
の

別
（

総
合

評
価

の
実

施
）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

備
　

　
考

労
働

者
派
遣

契
約

に
よ

る
総

務
部

総
務

課
業

務
補

助
者

の
確

保

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

6
月

2
日

日
総

ブ
レ
イ

ン
株

式
会

社 代
表

取
締
役

清
水

智
華
子

神
奈

川
県
横

浜
市

鶴
見

区
豊

岡
町
2
8
-
2
6
　

日
総

第
一

ビ
ル

一
般

競
争

入
札

－
1
,
3
3
4

－
単

価
契

約

石
綿

健
康
被

害
救

済
部

認
定

業
務

に
係

る
事

務
補

助
等

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

6
月

2
4
日

㈱
ヒ

ュ
ー

マ
ン

ト
ラ

ス
ト

 
横

浜
支

社
支

社
長

村
田

章
彦

神
奈

川
県
横

浜
市

西
区

高
島

2
-
1
9
-
1
2

一
般

競
争

入
札

－
1
,
4
9
4

－
単

価
契

約

競
争
入
札
に
係
る
情
報
の
公
表
（
物
品
役
務
等
）

(
注

１
）
　

公
表

対
象

契
約

が
単

価
契

約
で

あ
る

場
合

に
は

、
契

約
金

額
欄

に
契

約
単
価

ま
た

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

と
と

も
に

、
備

考
欄

に
単

価
契

約
で
あ
る

旨
及

び
契

約
金

額
欄

に
単
価

を
記

載
し

た
場

合
に

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

。

(
注

２
）
　

必
要

が
あ

る
と

き
は

、
各

欄
の

配
置

を
著

し
く

変
更

す
る

こ
と

な
く

所
要

の
変

更
を

加
え

る
こ

と
そ

の
他

所
要

の
調

整
を

加
え

る
こ

と
が

で
き

る
。
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平
成

２
０

年
７

月
分

物
品

等
又
は

役
務

の
名

称
及

び
数

量
契

約
担

当
職

の
氏

名
及

び
所

在
地

契
約

を
締

結
し

た
日

契
約

の
相

手
方

の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

一
般

競
争

入
札

・
指

名
競

争
入

札
の

別
（

総
合

評
価

の
実

施
）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

備
　

　
考

「
平

成
2
0
年

度
ぜ

ん
息

予
防

等
に

関
す

る
講

演
会

の
開

催
」

に
伴

う
設

営
・

運
営

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

7
月

2
5
日

財
団

法
人
水

と
緑

の
惑

星
保

全
機
構

理
事

長
森

幸
男

東
京

都
港
区

西
新

橋
2
-

1
6
-
2

一
般

競
争

入
札

ー
3
,
7
8
0
,
0
0
0

ー

石
綿

健
康
被

害
救

済
部

資
金

管
理

課
法

改
正

対
応

シ
ス

テ
ム

構
築
補

助
等

派
遣

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

7
月

1
8
日

株
式

会
社
レ

モ
ン

代
表

取
締
役

鈴
木

哲
夫

東
京

都
新
宿

区
荒

木
町

1
4
番

地

一
般

競
争

入
札

ー
1
,
9
8
0

ー
単

価
契

約

石
綿

健
康
被

害
救

済
部

広
報

、
周

知
業

務
に

係
る

業
務

補
助

等
の

派
遣

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

7
月

3
1
日

フ
ォ

ー
ラ
ム

・
ス

タ
ッ

フ
株

式
会

社
代

表
取

締
役

大
久

保
泉

東
京

都
港
区

虎
ノ

門
4
-

3
-
1

一
般

競
争

入
札

ー
1
,
3
2
0

ー
単

価
契

約

環
境

再
生
保

全
機

構
事

業
管

理
部

企
画

調
整

課
業

務
補

助
等

の
派

遣
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

7
月

1
日

マ
ン

パ
ワ
ー

・
ジ

ャ
パ

ン
株

式
会

社
代

表
取

締
役

渕
木

幹
雄

神
奈

川
県
横

浜
市

西
区

み
な

と
み
ら

い
2
丁

目
2
-

1

一
般

競
争

入
札

ー
1
,
9
3
5

ー
単

価
契

約

競
争
入
札
に
係
る
情
報
の
公
表
（
物
品
役
務
等
）

(
注

１
）
　

公
表

対
象

契
約

が
単

価
契

約
で

あ
る

場
合

に
は

、
契

約
金

額
欄

に
契

約
単
価

ま
た

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

と
と

も
に

、
備

考
欄

に
単

価
契

約
で
あ
る

旨
及

び
契

約
金

額
欄

に
単
価

を
記

載
し

た
場

合
に

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

。

(
注

２
）
　

必
要

が
あ

る
と

き
は

、
各

欄
の

配
置

を
著

し
く

変
更

す
る

こ
と

な
く

所
要

の
変

更
を

加
え

る
こ

と
そ

の
他

所
要

の
調

整
を

加
え

る
こ

と
が

で
き

る
。
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平
成

２
０

年
８

月
分

物
品

等
又
は

役
務

の
名

称
及

び
数

量
契

約
担

当
職

の
氏

名
及

び
所

在
地

契
約

を
締

結
し

た
日

契
約

の
相

手
方

の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

一
般

競
争

入
札

・
指

名
競

争
入

札
の

別
（

総
合

評
価

の
実

施
）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

備
　

　
考

「
ピ

ー
ク

フ
ロ

メ
ー

タ
－

活
用

ガ
イ
ド

ブ
ッ

ク
（

指
導

者
用

）
､
ピ

ー
ク

フ
ロ

メ
ー

タ
ー
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
（

成
人

患
者
用

）
､
上

手
に

使
お

う
ピ

ー
ク

フ
ロ

メ
ー

タ
ー

（
小

児
患

者
用

）
」

の
印

刷
・
製

本
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

8
月

1
1
日

前
田

印
刷
株

式
会

社
代

表
取

締
役

前
田

典
千
代

石
川

県
金
沢

市
金

市
町

ホ
3
4
-
1

一
般

競
争

入
札

－
9
0
8
,
0
0
0

－

地
方

公
共
団

体
が

実
施

す
る

環
境

保
健
事

業
に

係
る

広
報

支
援
業

務
（

チ
ラ

シ
印

刷
）

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

8
月

1
3
日

ミ
ナ

ト
メ
イ

ワ
印

刷
株

式
会

社
代

表
取

締
役

森
山

忠
雄

兵
庫

県
神
戸

市
兵

庫
区

入
江

通
1
-
1
-
2
8

一
般

競
争

入
札

－
1
,
6
7
8
,
4
0
0

－

地
球

環
境
基

金
部

募
金

活
動

等
業

務
補

助
者

の
確

保

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

8
月

6
日

株
式

会
社
ス

タ
ッ

フ
ジ

ャ
パ

ン
代

表
取

締
役

社
長

小
林

昇
東

京
都

中
央

区
銀

座
1
丁

目
1
6
番

7
号

一
般

競
争

入
札

－
1
,
9
8
0

－
単

価
契

約

競
争
入
札
に
係
る
情
報
の
公
表
（
物
品
役
務
等
）

(
注

１
）
　

公
表

対
象

契
約

が
単

価
契

約
で

あ
る

場
合

に
は

、
契

約
金

額
欄

に
契

約
単
価

ま
た

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

と
と

も
に

、
備

考
欄

に
単

価
契

約
で
あ
る

旨
及

び
契

約
金

額
欄

に
単
価

を
記

載
し

た
場

合
に

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

。

(
注

２
）
　

必
要

が
あ

る
と

き
は

、
各

欄
の

配
置

を
著

し
く

変
更

す
る

こ
と

な
く

所
要

の
変

更
を

加
え

る
こ

と
そ

の
他

所
要

の
調

整
を

加
え

る
こ

と
が

で
き

る
。
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平
成

２
０

年
９

月
分

物
品

等
又
は

役
務

の
名

称
及

び
数

量
契

約
担

当
職

の
氏

名
及

び
所

在
地

契
約

を
締

結
し

た
日

契
約

の
相

手
方

の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

一
般

競
争

入
札

・
指

名
競

争
入

札
の

別
（

総
合

評
価

の
実

施
）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

備
　

　
考

地
方

公
共
団

体
が

実
施

す
る

環
境

保
健
事

業
に

係
る

広
報

支
援
業

務
（

チ
ラ

シ
新

聞
折

込
）

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

9
月

3
日

株
式

会
社
ジ

ェ
イ

ア
ー

ル
東

日
本

企
画

代
表

取
締
役

社
長

佐
々

木
信
幸

東
京

都
渋
谷

区
恵

比
寿

南
1
-
5
-
5

一
般

競
争

入
札

－
1
,
3
6
9
,
0
0
0

－

フ
ァ

イ
ル
サ

ー
バ

統
合

等
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

9
月

2
5
日

富
士

ゼ
ロ
ッ

ク
ス

株
式

会
社

公
共

第
一
営

業
部

長
松

尾
直

哉
東

京
都

港
区

六
本

木
三

丁
目

1
番

1
号

一
般

競
争

入
札

1
6
,
2
8
3
,
0
0
0

1
3
,
7
0
0
,
0
0
0

8
4
.
1
次

年
度

以
降

の
保

守
契

約
を

含
む

。

文
書

管
理
ソ

フ
ト

の
ラ

イ
セ

ン
ス

追
加
等

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

9
月

2
9
日

富
士

ゼ
ロ
ッ

ク
ス

株
式

会
社

公
共

第
一
営

業
部

長
松

尾
直

哉
東

京
都

港
区

六
本

木
三

丁
目

1
番

1
号

一
般

競
争

入
札

4
,
2
2
7
,
0
0
0

3
,
7
0
0
,
0
0
0

8
7
.
5
次

年
度

以
降

の
保

守
契

約
を

含
む

。

補
償

業
務
部

複
合

機
の

更
新

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

9
月

1
日

株
式

会
社
リ

コ
ー

代
表

取
締
役

近
藤

史
朗

東
京

都
大
田

区
中

馬
込

1
丁

目
3
-
6

一
般

競
争

入
札

1
0
,
0
5
3
,
0
0
0

2
,
5
3
5
,
8
4
0

2
5
.
2

次
年

度
以

降
の

保
守

契
約

（
単

価
契

約
）

を
含

む
。

補
償

業
務
部

一
般

事
務

等
補

助
者

の
確

保

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

9
月

2
日

株
式

会
社
ヒ

ュ
ー

マ
ン

ト
ラ

ス
ト
 
横

浜
支

社
支

社
長

村
田

章
彦

神
奈

川
県
横

浜
市

西
区

高
島

2
-
1
9
-
1
2

一
般

競
争

入
札

－
1
,
3
2
3
,
4
2
0

－
単

価
契

約
。

契
約

金
額

は
予

定
調

達
総

額
。

競
争
入
札
に
係
る
情
報
の
公
表
（
物
品
役
務
等
）
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地
球

環
境
基

金
平

成
1
9
年

度
活

動
報
告

集
作

成
及

び
発

送
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

9
月

4
日

株
式

会
社
ア

イ
ワ

ー
ド

代
表

取
締
役

木
野

口
功

北
海

道
札
幌

市
中

央
区

北
三

条
東
5
-
5
-
9
1

一
般

競
争

入
札

－
1
,
5
8
8
,
0
0
0

－

(
注

１
）
　

公
表

対
象

契
約

が
単

価
契

約
で

あ
る

場
合

に
は

、
契

約
金

額
欄

に
契

約
単
価

ま
た

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

と
と

も
に

、
備

考
欄

に
単

価
契

約
で
あ
る

旨
及

び
契

約
金

額
欄

に
単
価

を
記

載
し

た
場

合
に

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

。

(
注

２
）
　

必
要

が
あ

る
と

き
は

、
各

欄
の

配
置

を
著

し
く

変
更

す
る

こ
と

な
く

所
要

の
変

更
を

加
え

る
こ

と
そ

の
他

所
要

の
調

整
を

加
え

る
こ

と
が

で
き

る
。
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平
成

２
０

年
１

０
月

分

物
品

等
又
は

役
務

の
名

称
及

び
数

量
契

約
担

当
職

の
氏

名
及

び
所

在
地

契
約

を
締

結
し

た
日

契
約

の
相

手
方

の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

一
般

競
争

入
札

・
指

名
競

争
入

札
の

別
（

総
合

評
価

の
実

施
）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

備
　

　
考

平
成

2
0
年

版
環

境
Ｎ

Ｇ
Ｏ

総
覧

発
行
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
　

悟
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
0
月

1
4
日

ミ
ナ

ト
メ
イ

ワ
印

刷
株

式
会

社
代

表
取

締
役

森
山

　
忠

雄
兵

庫
県

神
戸

市
兵

庫
区

入
江

通
１
丁

目
１

番
2
8

号

一
般

競
争

入
札

－
2
,
6
8
0
,
0
0
0

－

平
成

2
0
年

度
「

維
持

管
理

積
立

金
シ

ス
テ

ム
」

の
業

務
委

託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
　

悟
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
0
月

2
0
日

富
士

通
株
式

会
社

官
公

庁
ソ

リ
ュ

ー
シ

ョ
ン

事
業

本
部
公

共
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
事

業
部

長
笛

田
　

満
東

京
都

港
区

東
新

橋
１

丁
目

5
番

2
号

一
般

競
争

入
札

（
総

合
評

価
の

実
施

）
2
6
,
0
0
0
,
0
0
0

2
1
,
8
5
6
,
0
0
0

8
4
.
1

石
綿

健
康
被

害
救

済
制

度
に

関
す

る
ラ

ジ
オ

を
活

用
し

た
広

報

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
　

理
事

　
諏

訪
　

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
0
月

2
2
日

株
式

会
社
朝

日
広

告
社

代
表

取
締
役

社
長

八
代

　
義

治
東

京
都

中
央

区
銀

座
7
-

1
6
-
1
2

一
般

競
争

入
札

－
5
,
3
0
0
,
0
0
0

－

石
綿

に
よ
る

健
康

被
害

救
済

に
関

す
る
法

律
の

一
部

改
正

に
か
か

る
自

治
体

広
報

誌
を

利
用
し

た
制

度
周

知
の

実
施
（

チ
ラ

シ
の

印
刷

・
発

送
業

務
）

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
　

理
事

　
諏

訪
　

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
0
月

2
9
日

ミ
ナ

ト
メ
イ

ワ
印

刷
株

式
会

社
代

表
取

締
役

社
長

森
山

　
忠

雄
兵

庫
県

神
戸

市
兵

庫
区

入
江

通
１
丁

目
１

番
2
8

号

一
般

競
争

入
札

－
1
,
6
4
2
,
4
2
1

－

新
聞

紙
上
を

活
用

し
た

石
綿

健
康

被
害

救
済

制
度

に
関

す
る

広
報
事

業
〔

地
方

新
聞

 
北
海

道
・

東
北

エ
リ

ア
〕

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
　

理
事

　
諏

訪
　

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
0
月

3
1
日

株
式

会
社
電

通
代

表
取

締
役

社
長

髙
嶋

 
達
佳

東
京

都
港
区

東
新

橋
1
-

8
-
1

一
般

競
争

入
札

－
1
0
,
2
7
0
,
0
0
0

－

競
争
入
札
に
係
る
情
報
の
公
表
（
物
品
役
務
等
）
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新
聞

紙
上
を

活
用

し
た

石
綿

健
康

被
害

救
済

制
度

に
関

す
る

広
報
事

業
〔

地
方

新
聞

 
関
東

エ
リ

ア
〕

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
　

理
事

　
諏

訪
　

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
0
月

3
1
日

株
式

会
社
博

報
堂

代
表

取
締
役

社
長

成
田

　
純

治
東

京
都

港
区

赤
坂

5
-
3
-

1

一
般

競
争

入
札

－
1
1
,
8
6
0
,
0
0
0

－

新
聞

紙
上
を

活
用

し
た

石
綿

健
康

被
害

救
済

制
度

に
関

す
る

広
報
事

業
〔

地
方

新
聞

 
中
部

・
近

畿
エ

リ
ア

①
〕

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
　

理
事

　
諏

訪
　

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
0
月

3
1
日

株
式

会
社
電

通
代

表
取

締
役

社
長

髙
嶋

 
達
佳

東
京

都
港
区

東
新

橋
1
-

8
-
1

一
般

競
争

入
札

－
1
1
,
9
8
9
,
7
3
5

－

新
聞

紙
上
を

活
用

し
た

石
綿

健
康

被
害

救
済

制
度

に
関

す
る

広
報
事

業
〔

地
方

新
聞

 
中
部

・
近

畿
エ

リ
ア

②
〕

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
　

理
事

　
諏

訪
　

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
0
月

3
1
日

株
式

会
社
博

報
堂

代
表

取
締
役

社
長

成
田

　
純

治
東

京
都

港
区

赤
坂

5
-
3
-

1

一
般

競
争

入
札

－
6
,
7
9
5
,
0
0
0

－

新
聞

紙
上
を

活
用

し
た

石
綿

健
康

被
害

救
済

制
度

に
関

す
る

広
報
事

業
〔

地
方

新
聞

 
中
国

・
四

国
エ

リ
ア

〕

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
　

理
事

　
諏

訪
　

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
0
月

3
1
日

株
式

会
社
電

通
代

表
取

締
役

社
長

髙
嶋

 
達
佳

東
京

都
港
区

東
新

橋
1
-

8
-
1

一
般

競
争

入
札

－
9
,
9
8
4
,
4
3
0

－

新
聞

紙
上
を

活
用

し
た

石
綿

健
康

被
害

救
済

制
度

に
関

す
る

広
報
事

業
〔

地
方

新
聞

 
九
州

エ
リ

ア
〕

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
　

理
事

　
諏

訪
　

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
0
月

3
1
日

株
式

会
社
博

報
堂

代
表

取
締
役

社
長

成
田

　
純

治
東

京
都

港
区

赤
坂

5
-
3
-

1

一
般

競
争

入
札

－
9
,
9
7
0
,
0
0
0

－

事
業

管
理
部

債
権

管
理

課
保

存
文

書
入

力
業

務
補

助
等

派
遣

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
　

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
0
月

3
1
日

マ
ン

パ
ワ
ー

・
ジ

ャ
バ

ン
株

式
会

社
代

表
執

行
役

ダ
リ

ル
・
イ

ー
・

グ
リ

ー
ン

神
奈

川
県
川

崎
市

川
崎

区
駅

前
本
町

1
2
-
1

一
般

競
争

入
札

－
1
,
1
5
0

－
単

価
契

約

調
査

研
究
成

果
集

の
作

成
・

発
送
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

 
 
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
0
月

6
日

株
式

会
社
大

和
プ

リ
ン

ト 代
表

取
締
役

藁
谷

　
和

家
東

京
都

千
代

田
区

外
神

田
5
-
5
-
1
4

一
般

競
争

入
札

－
6
3
8
,
0
0
0

－
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｢
ぜ

ん
息
＆

C
O
P
D
の

た
め

の
生

活
情

報
誌

（
す

こ
や

か
ラ

イ
フ

）
」
N
O
.
3
2
、

3
3
の

印
刷

・
製

本
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

 
 
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
0
月

8
日

株
式

会
社
ア

イ
ネ

ッ
ト

代
表

取
締
役

田
中

　
寛

東
京

都
中
央

区
銀

座
7
-

1
6
-
2
1

一
般

競
争

入
札

－
2
,
7
4
0
,
0
0
0

－

(
注

１
）
　

公
表

対
象

契
約

が
単

価
契

約
で

あ
る

場
合

に
は

、
契

約
金

額
欄

に
契

約
単
価

ま
た

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

と
と

も
に

、
備

考
欄

に
単

価
契

約
で
あ
る

旨
及

び
契

約
金

額
欄

に
単
価

を
記

載
し

た
場

合
に

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

。

(
注

２
）
　

必
要

が
あ

る
と

き
は

、
各

欄
の

配
置

を
著

し
く

変
更

す
る

こ
と

な
く

所
要

の
変

更
を

加
え

る
こ

と
そ

の
他

所
要

の
調

整
を

加
え

る
こ

と
が

で
き

る
。
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平
成

２
０

年
１

１
月

分

物
品

等
又
は

役
務

の
名

称
及
び

数
量

契
約

担
当

職
の

氏
名

及
び

所
在

地
契

約
を

締
結

し
た

日
契

約
の

相
手
方

の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

一
般

競
争

入
札

・
指

名
競

争
入

札
の

別
（

総
合

評
価

の
実

施
）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

備
　

　
考

新
聞

紙
上
を

活
用

し
た

石
綿

健
康

被
害

救
済

制
度

に
関

す
る

広
報
事

業
〔

朝
日

新
聞

〕

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
理

事
　

諏
訪

　
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
1
月

7
日

株
式

会
社

ジ
ェ
イ

ア
ー

ル
東

日
本

企
画

代
表

取
締
役

社
長

 
佐

々
木

信
幸

東
京

都
渋
谷

区
恵

比
寿

南
1
-
5
-
5

一
般

競
争

入
札

ー
1
1
,
4
0
0
,
0
0
0

ー

新
聞

紙
上
を

活
用

し
た

石
綿

健
康

被
害

救
済

制
度

に
関

す
る

広
報
事

業
〔

毎
日

新
聞

〕

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
理

事
　

諏
訪

　
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
1
月

7
日

株
式

会
社

ジ
ェ
イ

ア
ー

ル
東

日
本

企
画

代
表

取
締
役

社
長

 
佐

々
木

信
幸

東
京

都
渋
谷

区
恵

比
寿

南
1
-
5
-
5

一
般

競
争

入
札

ー
5
,
3
5
0
,
0
0
0

ー

新
聞

紙
上
を

活
用

し
た

石
綿

健
康

被
害

救
済

制
度

に
関

す
る

広
報
事

業
〔

読
売

新
聞

〕

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
理

事
　

諏
訪

　
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
1
月

1
0
日

株
式

会
社
読

売
メ

デ
ィ

ア
セ

ン
タ

ー
代

表
取

締
役

社
長

 
佐

藤
　

栄
次

東
京

都
千
代

田
区

内
神

田
1
-
2
-
7

一
般

競
争

入
札

ー
1
2
,
4
8
0
,
0
0
0

ー

石
綿

健
康
被

害
救

済
事

業
に

係
る

ポ
ス
タ

ー
及

び
ち

ら
し

の
印

刷
・

発
送

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
理

事
　

諏
訪

　
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
1
月

2
0
日

株
式

会
社
太

陽
美

術
代

表
取

締
役

 
加

藤
　

寿
東

京
都

江
東

区
清

澄
2
-
7
-
1
1

一
般

競
争

入
札

ー
1
,
9
6
0
,
0
0
0

ー

競
争
入
札
に
係
る
情
報
の
公
表
（
物
品
役
務
等
）

(
注

１
）
　

公
表

対
象

契
約

が
単

価
契

約
で

あ
る

場
合

に
は

、
契

約
金

額
欄

に
契

約
単
価

ま
た

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

と
と

も
に

、
備

考
欄

に
単

価
契

約
で
あ
る

旨
及

び
契

約
金

額
欄

に
単

価
を

記
載

し
た

場
合

に
は

予
定

調
達

総
額

を
記

載
す

る
。

(
注

２
）
　

必
要

が
あ

る
と

き
は

、
各

欄
の

配
置

を
著

し
く

変
更

す
る

こ
と

な
く

所
要

の
変

更
を

加
え

る
こ

と
そ

の
他

所
要

の
調

整
を

加
え

る
こ

と
が

で
き

る
。
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平
成

２
０

年
１

２
月

分

物
品

等
又
は

役
務

の
名

称
及
び

数
量

契
約

担
当

職
の

氏
名

及
び

所
在

地
契

約
を

締
結

し
た

日
契

約
の

相
手
方

の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

一
般

競
争

入
札

・
指

名
競

争
入

札
の

別
（

総
合

評
価

の
実

施
）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

備
　

　
考

独
立

行
政
法

人
環

境
再

生
保

全
機

構
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
に

か
か

る
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
等

策
定

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
　

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
2
月

5
日

ア
ラ

イ
ド

・
ブ

レ
イ

ン
ズ

株
式

会
社 代

表
取

締
役

　
内

田
　

斉
東

京
都

千
代

田
区

一
ツ

橋
2
-
6
-
8

ト
ミ

ー
ビ
ル

3

一
般

競
争

入
札

3
,
3
2
7
,
0
0
0

2
,
7
0
0
,
0
0
0

8
1
.
2
%

労
働

者
派
遣

契
約

に
よ

る
事

業
管

理
部

債
権

管
理

課
業

務
補

助
者

１
名

の
確

保

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
　

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
2
月

2
5
日

株
式

会
社

ヒ
ュ
ー

マ
ン

ト
ラ

ス
ト

横
浜

支
社
支

店
長

　
村

田
　

章
彦

神
奈

川
県
横

浜
市

西
区

高
島

2
-

1
9
-
1
2

一
般

競
争

入
札

－
1
,
3
9
7

－
単

価
契

約

「
平

成
２

０
年

版
環

境
Ｎ

Ｇ
Ｏ

総
覧
」

梱
包

及
び

発
送

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
　

悟
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
2
月

1
日

朝
日

梱
包
株

式
会

社
代

表
取

締
役

　
長

岡
　

朝
彦

東
京

都
足
立

区
南

花
畑

４
－

１
９

－
２

３

一
般

競
争

入
札

－
9
3
7
,
4
9
8

－

「
大

気
保

全
・

エ
コ

ド
ラ

イ
ブ

の
推

進
に

係
る

普
及

啓
発

用
多
機

能
ペ

ン
」

の
製

作
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
2
月

1
0
日

有
隣

堂
ソ

リ
ュ

ー
シ

ョ
ン

ズ
株

式
会

社
代

表
取

締
役

　
本

間
　

浩
一

神
奈

川
県
横

浜
市

戸
塚

区
品

濃
町

8
8
1
-
1
6

一
般

競
争

入
札

－
5
,
4
8
0
,
0
0
0

－

「
助

成
金

積
算

シ
ス

テ
ム

の
更

新
」
に

関
す

る
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
2
月

1
6
日

株
式

会
社
日

立
情

報
シ

ス
テ

ム
ズ

第
一

営
業
統

括
本

部
公

共
情

報
営

業
本

部
　

本
部
長

　
河

田
　

淳
一

東
京

都
品
川

区
大

崎
1
-
2
-
1

一
般

競
争

入
札

（
総

合
評

価
の

実
施

）
－

1
2
,
6
5
0
,
0
0
0

－
次

年
度

の
保

守
契

約
を

含
む

。

競
争
入
札
に
係
る
情
報
の
公
表
（
物
品
役
務
等
）
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｢
小

児
ぜ

ん
息

日
記

」
（

男
の

子
用

、
女

の
子

用
）

の
印

刷
・

製
本
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
2
月

2
2
日

株
式

会
社
廣

済
堂

代
表

取
締
役

社
長

　
長

代
　

厚
生

東
京

都
港
区

芝
4
-
6
-
1
2

一
般

競
争

入
札

－
2
,
7
6
8
,
0
0
0

－

(
注

１
）
　

公
表

対
象

契
約

が
単

価
契

約
で

あ
る

場
合

に
は

、
契

約
金

額
欄

に
契

約
単
価

ま
た

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

と
と

も
に

、
備

考
欄

に
単

価
契

約
で
あ
る

旨
及

び
契

約
金

額
欄

に
単

価
を

記
載

し
た

場
合

に
は

予
定

調
達

総
額

を
記

載
す

る
。

(
注

２
）
　

必
要

が
あ

る
と

き
は

、
各

欄
の

配
置

を
著

し
く

変
更

す
る

こ
と

な
く

所
要

の
変

更
を

加
え

る
こ

と
そ

の
他

所
要

の
調

整
を

加
え

る
こ

と
が

で
き

る
。
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平
成

２
１

年
１

月
分

物
品

等
又
は

役
務

の
名

称
及
び

数
量

契
約

担
当

職
の

氏
名

及
び

所
在

地
契

約
を

締
結

し
た

日
契

約
の

相
手
方

の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

一
般

競
争

入
札

・
指

名
競

争
入

札
の

別
（

総
合

評
価

の
実

施
）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

備
　

　
考

労
働

者
派
遣

契
約

に
よ

る
事

業
管

理
部

財
務

資
金

課
業

務
補

助
者

1
名

の
確

保

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
　

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
1
年

1
月

3
0
日

株
式

会
社

パ
ソ
ナ

パ
ソ

ナ
・

横
浜

統
括

責
任
者

 
齊

藤
　

晴
仁

神
奈

川
県
横

浜
市

西
区

北
幸

１
丁

目
６

番
１

号
横
浜

フ
ァ

ー
ス

ト
ビ

ル

一
般

競
争

入
札

－
1
,
9
3
0

－
単

価
契

約

「
2
0
0
9
年

度
版

大
気

環
境

改
善

カ
レ
ン

ダ
－

の
制

作
業

務
」

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

1
月

2
6
日

ナ
カ

バ
ヤ
シ

株
式

会
社

東
京

本
社

常
務

取
締
役

　
阿

部
　

嗣
嘉

東
京

都
板
橋

区
東

坂
下

2
-
5
-
1

一
般

競
争

入
札

－
2
,
9
7
5
,
0
0
0

－

「
第

2
0
回

環
境

保
健

調
査

研
究

報
告
会

の
開

催
に

伴
う

設
営

・
運

営
」

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

1
月

3
0
日

エ
イ

ア
ン
ド

エ
－

株
式

会
社

代
表

取
締
役

　
秋

山
　

治
朗

東
京

都
渋
谷

区
千

駄
ヶ

谷
3
-
2
7
-
2

一
般

競
争

入
札

－
2
,
3
5
0
,
0
0
0

－

競
争
入
札
に
係
る
情
報
の
公
表
（
物
品
役
務
等
）

(
注

１
）
　

公
表

対
象

契
約

が
単

価
契

約
で

あ
る

場
合

に
は

、
契

約
金

額
欄

に
契

約
単
価

ま
た

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

と
と

も
に

、
備

考
欄

に
単

価
契

約
で
あ
る

旨
及

び
契

約
金

額
欄

に
単

価
を

記
載

し
た

場
合

に
は

予
定

調
達

総
額

を
記

載
す

る
。

(
注

２
）
　

必
要

が
あ

る
と

き
は

、
各

欄
の

配
置

を
著

し
く

変
更

す
る

こ
と

な
く

所
要

の
変

更
を

加
え

る
こ

と
そ

の
他

所
要

の
調

整
を

加
え

る
こ

と
が

で
き

る
。
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平
成

２
１

年
２

月
分

物
品

等
又

は
役

務
の

名
称

及
び

数
量

契
約

担
当

職
の

氏
名

及
び

所
在

地
契

約
を

締
結

し
た

日
契

約
の

相
手
方

の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

一
般

競
争

入
札

・
指

名
競

争
入

札
の

別
（

総
合

評
価

の
実

施
）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

備
　

　
考

リ
ビ
ン

グ
新

聞
紙

上
を

活
用
し

た
石

綿
健

康
被

害
救

済
制
度

に
関

す
る

広
報

事
業

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
理

事
　

諏
訪

　
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

2
月

1
6
日

株
式

会
社
産

経
広

告
社

代
表

取
締
役

社
長

 
森

　
克

蔵
東

京
都

千
代

田
区

神
田

錦
町

1
-
１

一
般

競
争

入
札

-
1
3
,
4
0
0
,
0
0
0

-

ス
ポ
ー

ツ
新

聞
紙

上
を

活
用
し

た
石

綿
健

康
被

害
救

済
制
度

に
関

す
る

広
報

事
業

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
理

事
　

諏
訪

　
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

2
月

1
6
日

株
式

会
社
電

通
代

表
取

締
役

社
長

 
髙

橋
 
達

佳
東

京
都

港
区

東
新

橋
1
-
8
-
1

一
般

競
争

入
札

-
1
1
,
7
2
6
,
9
8
0

-

地
方
建

設
新

聞
3
0
社

を
活

用
し

た
石

綿
健

康
被

害
救

済
制
度

に
関

す
る

広
報

事
業

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
理

事
　

諏
訪

　
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

2
月

2
6
日

株
式

会
社
讀

賣
連

合
広

告
社

代
表

取
締
役

社
長

 
長

谷
川

　
晃

大
阪

府
大
阪

市
北

区
野

崎
町

5
-
9

一
般

競
争

入
札

-
1
,
9
0
0
,
0
0
0

-

環
境
再

生
保

全
機

構
不

動
産

担
保

に
係

る
不

動
産

鑑
定

評
価

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
理

事
　

諏
訪

　
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

2
月

4
日

株
式

会
社
三

友
シ

ス
テ

ム
ア

プ
レ

イ
ザ

ル
東

京
都

千
代

田
区

平
河

町
一

丁
目

2
-
1
0

一
般

競
争

入
札

-
7
,
7
7
0
,
0
0
0

-

環
境
再

生
保

全
機

構
債

務
者
の

企
業

調
査

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
理

事
　

諏
訪

　
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

2
月

4
日

株
式

会
社
東

京
商

工
リ

サ
ー

チ
東

京
都

港
区

新
橋

1
-
9
-
6

一
般

競
争

入
札

-
2
,
5
1
3
,
3
2
0

-

公
害
健

康
被

害
補

償
業

務
の
徴

収
業

務
に

関
す

る
委

託
業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

2
月

1
2
日

日
本

商
工
会

議
所

会
頭

　
岡

村
　

正
東

京
都

千
代

田
区

丸
の

内
３

丁
目

２
番

２
号

一
般

競
争

入
札

（
総

合
評

価
の

実
施

）
-

8
6
6
,
0
5
6
,
0
6
5

-
複

数
年

度
契

約
（

５
年

）

平
成
2
1
年

度
汚

染
負

荷
量

賦
課
金

申
告

の
手

引
他

1
7

点
の

印
刷

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

2
月

1
6
日

前
田

印
刷
株

式
会

社
代

表
取

締
役

東
京

支
店

長
前

田
典

千
代

東
京

都
新
宿

区
水

道
町

2
-
1
3

一
般

競
争

入
札

-
2
,
3
7
9
,
3
0
0

-

助
成
金

積
算

シ
ス

テ
ム

に
係
る

サ
ー

バ
－

等
の

調
達

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

 
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

2
月

1
7
日

株
式

会
社
日

立
情

報
シ

ス
テ

ム
ズ

代
表

者
第
1
営

業
統

括
本

部
公

共
情

報
営

業
本

部
本

部
長

河
田

　
淳

東
京

都
品
川

区
大

崎
1
-
2
-
1

一
般

競
争

入
札

-
1
,
8
3
4
,
4
8
8

-

指
導
者

用
気

管
支

モ
デ

ル
（
保

健
指

導
教

材
）

の
製

作

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

 
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

2
月

2
7
日

株
式

会
社
い

わ
さ

き
代

表
取

締
役

　
岩

崎
　

雅
明

大
阪

府
大
阪

市
東

住
吉

区
西

今
川

1
-
9
-
1
9

一
般

競
争

入
札

-
8
,
0
1
0
,
0
0
0

-

競
争
入
札
に
係
る
情
報
の
公
表
（
物
品
役
務
等
）

(
注

１
）

　
公

表
対

象
契

約
が

単
価

契
約

で
あ

る
場

合
に

は
、

契
約

金
額

欄
に

契
約

単
価

ま
た

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

と
と

も
に

、
備

考
欄

に
単

価
契

約
で

あ
る

旨
及

び
契

約
金

額
欄

に
単
価

を
記

載
し

た
場

合
に

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

。

(
注

２
）

　
必

要
が

あ
る

と
き

は
、

各
欄

の
配

置
を

著
し

く
変

更
す

る
こ

と
な

く
所
要

の
変

更
を

加
え

る
こ

と
そ

の
他

所
要

の
調

整
を

加
え

る
こ

と
が

で
き

る
。
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平
成

２
１

年
３

月
分

物
品

等
又
は

役
務

の
名

称
及
び

数
量

契
約

担
当

職
の

氏
名

及
び

所
在

地
契

約
を

締
結

し
た

日
契

約
の

相
手
方

の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

一
般

競
争

入
札

・
指

名
競

争
入

札
の

別
（

総
合

評
価

の
実

施
）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

備
　

　
考

サ
ー

バ
機

器
等

更
新

に
伴

う
調

達
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
　

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
1
年

3
月

2
日

富
士

ゼ
ロ

ッ
ク
ス

株
式

会
社

公
共

第
一

営
業
部

長
　

松
尾

　
直

哉 東
京

都
港

区
六
本

木
三

丁
目

1
番

1
号

一
般

競
争

入
札

8
,
6
4
5
,
0
0
0

6
,
8
0
0
,
0
0
0

7
8
.
7
%
次

年
度

以
降

の
保

守
契

約
を

含
む

ウ
ェ

ブ
サ
ー

バ
更

新
等

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
　

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
1
年

3
月

3
日

株
式

会
社

デ
ザ
イ

ン
フ

ィ
ル

代
表

取
締

役
　

会
田

　
一

郎
東

京
都

渋
谷

区
恵

比
寿

1
-
1
9
-
1
9

一
般

競
争

入
札

－
1
4
,
0
0
0
,
0
0
0

－
次

年
度

以
降

の
保

守
契

約
を

含
む

ド
メ

イ
ン

機
器
等

更
新

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
　

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
1
年

3
月

4
日

富
士

ゼ
ロ

ッ
ク
ス

株
式

会
社

公
共

第
一

営
業
部

長
　

松
尾

　
直

哉 東
京

都
港

区
六
本

木
三

丁
目

1
番

1
号

一
般

競
争

入
札

－
1
0
,
2
0
0
,
0
0
0

－
次

年
度

以
降

の
保

守
契

約
を

含
む

労
働

者
派
遣

契
約

に
よ

る
総

務
部

総
務

課
業

務
補

助
者

の
確

保

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
　

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
1
年

3
月

2
7
日

ヒ
ュ

ー
マ

ン
リ
ソ

シ
ア

株
式

会
社

代
表

取
締

役
　

桑
原

　
加

鶴
子

神
奈

川
県

横
浜
市

神
奈

川
区

鶴
屋

町
2
-
1
7
-
1
　
相

鉄
岩

崎
学

園
ビ

ル
９

F

一
般

競
争

入
札

－
1
,
0
3
7

－
単

価
契

約

郵
便

局
を

活
用
し

た
石

綿
健

康
被

害
救

済
制

度
に

関
す

る
広

報
事

業

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
　

理
事

　
諏

訪
　

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
1
年

3
月

3
日

株
式

会
社

讀
賣
連

合
広

告
社

代
表

取
締

役
社
長

　
長

谷
川

　
晃

大
阪

府
大

阪
市
北

区
野

崎
町

5
-
9

一
般

競
争

入
札

－
7
,
6
6
0
,
0
0
0

－

石
綿

健
康
被

害
救

済
制

度
に

関
す

る
交

通
広

告

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
　

理
事

　
諏

訪
　

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
1
年

3
月

1
8
日

株
式

会
社

ジ
ェ
イ

ア
ー

ル
東

日
本

企
画

代
表

取
締

役
社
長

　
佐

々
木

　
信

幸 東
京

都
渋

谷
区
恵

比
寿

南
1
-
5
-
5

一
般

競
争

入
札

－
4
,
5
1
0
,
0
0
0

－

複
数

年
度

契
約

平
成

2
0
年

度
分

2
,
2
5
5
,
0
0
0
円

平
成

2
1
年

度
分

2
,
2
5
5
,
0
0
0
円

石
綿

健
康
被

害
救

済
部

に
お

け
る

収
納
設

備
装

置

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
　

理
事

　
諏

訪
　

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
1
年

3
月

1
8
日

株
式

会
社

イ
チ
エ

代
表

取
締

役
　

関
島

　
正

夫
東

京
都

中
央

区
新

川
1
-
1
5
-
3

一
般

競
争

入
札

－
1
,
8
7
0
,
0
0
0

－

ぜ
ん

息
再
発

予
防

の
た

め
に

「
専

門
医

か
ら

の
メ

ッ
セ

ー
ジ

」
の
印

刷
・

製
本

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

3
月

2
日

山
藤

三
陽

印
刷
株

式
会

社
代

表
取

締
役
　

山
藤

　
敬

一
北

海
道

札
幌

市
中

央
区

大
通

西
1
-

1
4
-
2

一
般

競
争

入
札

－
7
8
8
,
0
0
0

－

競
争
入
札
に
係
る
情
報
の
公
表
（
物
品
役
務
等
）
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「
ぜ

ん
息

の
は
な

し
（

D
V
D
-
R
O
M
）

の
増

刷
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

3
月

2
日

株
式

会
社

　
廣

済
堂

代
表

取
締

役
　

長
代

　
厚

生
東

京
都

港
区

芝
4
-
6
-
1
2

一
般

競
争

入
札

－
7
6
4
,
6
0
0

－

「
ぜ

ん
息

電
話

相
談

室
に

係
る

交
通
広

告
」

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

3
月

3
日

株
式

会
社

ジ
ェ
イ

ア
ー

ル
東

日
本

企
画

代
表

取
締

役
社
長

　
佐

々
木

　
信

幸 東
京

都
渋

谷
区
恵

比
寿

南
1
-
5
-
5

一
般

競
争

入
札

－
1
0
,
8
2
0
,
0
0
0

－

労
働

者
派
遣

契
約

に
よ

る
予

防
事

業
部

管
理

課
業

務
補

助
者

の
確

保

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

3
月

3
0
日

株
式

会
社

ア
イ
ラ

イ
ン

横
浜

支
店

支
店

長
　

河
合
 
賢

太
郎

神
奈

川
県

横
浜
市

西
区

北
幸

1
-
1
1
-

1
1

一
般

競
争

入
札

－
1
,
1
0
5

－
単

価
契

約

労
働

者
派
遣

契
約

に
よ

る
予

防
事

業
部

環
境

保
健

課
業

務
補

助
者

の
確

保

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

3
月

3
1
日

株
式

会
社

ア
イ
ラ

イ
ン

横
浜

支
店

支
店

長
　

河
合
 
賢

太
郎

神
奈

川
県

横
浜
市

西
区

北
幸

1
-
1
1
-

1
1

一
般

競
争

入
札

－
1
,
1
0
5

－
単

価
契

約

(
注

１
）
　

公
表

対
象

契
約

が
単

価
契

約
で

あ
る

場
合

に
は

、
契

約
金

額
欄

に
契

約
単
価

ま
た

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

と
と

も
に

、
備

考
欄

に
単

価
契

約
で

あ
る
旨

及
び

契
約

金
額

欄
に

単
価

を
記
載

し
た

場
合

に
は

予
定

調
達

総
額

を
記

載
す

る
。

(
注

２
）
　

必
要

が
あ

る
と

き
は

、
各

欄
の

配
置

を
著

し
く

変
更

す
る

こ
と

な
く

所
要

の
変

更
を

加
え

る
こ

と
そ

の
他

所
要

の
調

整
を

加
え

る
こ

と
が

で
き

る
。
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平
成

２
０

年
４

月
分

物
品

役
務

等
の

名
称

及
び

数
量

契
約

担
当

職
の

氏
名

及
び

所
在

地
契

約
を

締
結

し
た

日
契

約
の

相
手

方
の

商
号

又
は

名
称

及
び

住
所

随
意

契
約

に
よ

る
こ

と
と

し
た

会
計

規
程

の
根

拠
条

文
及

び
理

由
（

企
画

競
争

又
は

公
募

）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

再
就
職

の
役

員
の

数
備

考

「
ぜ

ん
息

電
話

相
談

」
運

営
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

4
月

1
日

㈱
協

和
企

画
代

表
取

締
役

社
長

櫻
井
正

伍
東

京
都

港
区

新
橋

2
-
2
0
-

1
5

　
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

選
定

委
員

会
に

よ
る

審
査

の
結

果
、

左
記

の
も

の
か

ら
提

出
さ

れ
た

企
画

書
案

が
本

業
務

の
目

的
に

も
っ

と
も

適
切

と
の

判
断

に
よ

り
選

定
さ

れ
、

契
約

価
格

の
競

争
に

よ
る

契
約

相
手

方
の

選
定

を
許

さ
れ

な
い

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

ー
1
2
,
5
0
0
,
0
0
0

ー
な

し

「
エ

コ
カ

－
ワ

－
ル

ド
2
0
0
8

ｉ
n
横

浜
」

の
実

施
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

4
月

1
日

㈱
京

急
ア

ド
エ

ン
タ

－
プ

ラ
イ

ズ
取

締
役

社
長

飯
田
純

神
奈
川

県
横

浜
市

港
南

区
上
大

岡
西

1
-
6
-
1

　
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

選
定

委
員

会
に

よ
る

審
査

の
結

果
、

左
記

の
も

の
か

ら
提

出
さ

れ
た

企
画

書
案

が
本

業
務

の
目

的
に

も
っ

と
も

適
切

と
の

判
断

に
よ

り
選

定
さ

れ
、

契
約

価
格

の
競

争
に

よ
る

契
約

相
手

方
の

選
定

を
許

さ
れ

な
い

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

ー
1
9
,
0
4
4
,
6
3
8

ー
な

し

「
平

成
2
0
年

度
大

気
汚

染
防

止
月

間
エ

コ
ド

ラ
イ

ブ
コ

ン
テ

ス
ト

事
業

」
の

運
営

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

4
月

7
日

㈱
ア

ス
ア

代
表
取

締
役

社
長

間
地
寛

愛
知
県

名
古

屋
市

西
区

城
西
4
-
2
8
-
1
8

　
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

選
定

委
員

会
に

よ
る

審
査

の
結

果
、

左
記

の
も

の
か

ら
提

出
さ

れ
た

企
画

書
案

が
本

業
務

の
目

的
に

も
っ

と
も

適
切

と
の

判
断

に
よ

り
選

定
さ

れ
、

契
約

価
格

の
競

争
に

よ
る

契
約

相
手

方
の

選
定

を
許

さ
れ

な
い

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

ー
2
8
,
5
6
6
,
8
2
5

ー
な

し

随
意

契
約

に
係
る

情
報

の
公

表
（

物
品

役
務

等
）

(
注

１
）

　
公

表
対

象
契

約
が

単
価

契
約

で
あ

る
場

合
に

は
、

契
約

金
額

欄
に

契
約
単

価
ま

た
は

予
定

調
達

総
額

を
記

載
す

る
と

と
も

に
、

備
考

欄
に

単
価

契
約

で
あ
る

旨
及
び

契
約

金
額

欄
に

単
価

を
記

載
し

た
場

合
に

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

。

(
注

２
）

　
必

要
が

あ
る

と
き

は
、

各
欄

の
配

置
を

著
し

く
変

更
す

る
こ

と
な

く
所

要
の

変
更

を
加

え
る

こ
と

そ
の

他
所

要
の

調
整

を
加

え
る

こ
と

が
で

き
る

。
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平
成

２
０

年
５

月
分

物
品

役
務

等
の

名
称

及
び

数
量

契
約

担
当

職
の

氏
名

及
び

所
在

地
契

約
を

締
結

し
た

日
契

約
の
相

手
方

の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

随
意

契
約

に
よ

る
こ

と
と

し
た

会
計

規
程

の
根

拠
条

文
及

び
理

由
（

企
画

競
争

又
は

公
募

）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

再
就

職
の

役
員

の
数

備
考

「
平

成
2
0
年

度
大

気
汚

染
防

止
推

進
月

間
ポ

ス
タ

－
事

業
」

の
運

営
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

5
月

1
5
日

株
式

会
社
チ

ュ
ー

リ
ッ

プ
テ

レ
ビ

代
表

取
締

役
池

森
武

宣
富

山
県

高
岡
市

丸
の

内
1
-
4
0

 
 
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

選
定

委
員

会
に

よ
る

審
査

の
結

果
、

左
記

の
者

か
ら

提
出

さ
れ

た
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
も

っ
と

も
適

切
と

の
判

断
に

よ
り

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
方

の
選

定
を

許
さ

れ
な

い
こ

と
か

ら
、

会
計

規
程

第
4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

ー
9
,
5
1
4
,
7
4
7

ー
な

し

「
小

児
ぜ

ん
息

日
誌

」
2
種

類
（

男
の

子
・

女
の

子
）

の
作

成
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

5
月

1
9
日

株
式

会
社
ダ

イ
ナ

モ
代

表
取

締
役

藤
田

直
己

東
京

都
渋

谷
区

神
宮

前
3
-
1
8
-
6

　
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

選
定

委
員

会
に

よ
る

審
査

の
結

果
、

左
記

の
者

か
ら

提
出

さ
れ

た
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
も

っ
と

も
適

切
と

の
判

断
に

よ
り

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
方

の
選

定
を

許
さ

れ
な

い
こ

と
か

ら
、

会
計

規
定

第
4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

ー
3
,
8
0
0
,
0
0
0

ー
な

し

平
成

２
０

年
度

地
球

環
境

市
民

大
学

校
研

修
業

務
「

海
外

派
遣

研
修

（
活

動
体

験
コ

ー
ス

）
」

の
業

務
委

託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

5
月

3
0
日

特
定

非
営

利
活

動
法

人
環

境
修

復
保
全

機
構

代
表

理
事

三
原

真
智

人
東

京
都

町
田
市

小
野

路
町

2
9
8
7
番

地
1

 
当

該
業

務
を

受
託

す
る

団
体

を
選

定
す

る
た

め
の

企
画

公
募

を
実

施
し

、
企

画
審

査
委

員
会

に
お

け
る

審
査

の
結

果
、

当
該

団
体

か
ら

提
出

さ
れ

た
企

画
案

が
当

機
構

の
求

め
る

業
務

の
趣

旨
・

内
容

に
最

も
ふ

さ
わ

し
い

と
の

判
断

を
得

て
契

約
候

補
者

に
選

定
さ

れ
、

契
約

価
格

の
競

争
に

よ
る

契
約

相
手

の
選

定
を

許
さ

な
い

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
6
,
8
4
0
,
7
1
8

ー
な

し

随
意

契
約

に
係
る

情
報

の
公

表
（

物
品

役
務

等
）

(
注

１
）

　
公

表
対

象
契

約
が

単
価

契
約

で
あ

る
場

合
に

は
、

契
約

金
額

欄
に

契
約
単

価
ま

た
は

予
定

調
達

総
額

を
記

載
す

る
と

と
も

に
、

備
考

欄
に

単
価

契
約

で
あ
る

旨
及

び
契

約
金

額
欄

に
単

価
を

記
載

し
た

場
合

に
は

予
定

調
達

総
額

を
記

載
す

る
。

(
注

２
）

　
必

要
が

あ
る

と
き

は
、

各
欄

の
配

置
を

著
し

く
変

更
す

る
こ

と
な

く
所

要
の

変
更

を
加

え
る

こ
と

そ
の

他
所

要
の

調
整

を
加

え
る

こ
と

が
で

き
る

。
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平
成

２
０

年
６

月
分

物
品

役
務

等
の

名
称

及
び

数
量

契
約

担
当

職
の

氏
名

及
び

所
在

地
契

約
を

締
結

し
た

日
契

約
の

相
手

方
の

商
号

又
は

名
称

及
び

住
所

随
意

契
約

に
よ

る
こ

と
と

し
た

会
計

規
程

の
根

拠
条

文
及

び
理

由
（

企
画

競
争

又
は

公
募

）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

再
就

職
の

役
員

の
数

備
考

子
ど

も
の

ぜ
ん

息
＆

ア
レ

ル
ギ

－
シ

リ
ー

ズ
②

⑥
（

各
1
0
,
0
0
0
部

）
､
ぜ

ん
息

マ
ッ

プ
（

1
5
,
0
0
0
部

）
及

び
ホ

ー
ム

ケ
ア

の
た

め
の

ぜ
ん

息
の

薬
（

2
1
,
0
0
0
部

）
の

増
刷

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

6
月

9
日

株
式
会

社
東

京
法

規
出

版 代
表
取

締
役

菅
国
典

東
京
都

文
京

区
本

駒
込

2
-
29
-
2
2

　
本

パ
ン

フ
レ

ッ
ト

の
増

刷
は

､
著

作
権

を
有

す
る

左
記

の
者

の
許

諾
が

得
ら

れ
な

か
っ

た
た

め
､

特
定

の
者

以
外

の
契

約
の

相
手

方
と

し
て

実
施

す
る

こ
と

が
困

難
で

あ
る

の
で

､
競

争
を

許
さ

な
い

こ
と

か
ら

、
会

計
規

定
第

4
5
条

第
1
項

に
該

当
す

る
た

め
。

－
4
,
1
9
2
,
7
8
0

－
な

し

ぜ
ん

息
＆

C
O
P
D
の

た
め

の
生

活
情

報
誌

（
す

こ
や

か
ラ

イ
フ

）
N
o
.
3
2
､
N
O
.
3
3
の

製
作

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

6
月

1
7
日

株
式
会

社
東

京
法

規
出

版 代
表
取

締
役

菅
国
典

東
京
都

文
京

区
本

駒
込

2
-
29
-
2
2

　
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

選
定

委
員

会
に

よ
る

審
査

の
結

果
、

左
記

の
者

か
ら

提
出

さ
れ

た
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
も

っ
と

も
適

切
と

の
判

断
に

よ
り

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
方

の
選

定
を

許
さ

れ
な

い
こ

と
か

ら
、

会
計

規
定

第
4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
1
1
,
8
7
0
,
0
0
0

－
な

し

「
乳

幼
児

の
ぜ

ん
息

ハ
イ

リ
ス

ク
群

を
対

象
と

し
た

保
健

指
導

の
実

践
及

び
評

価
手

法
に

関
す

る
調

査
研

究
」

の
業

務
委

託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

6
月

3
0
日

大
阪
市

立
大

学
大

学
院

新
宅
治

夫
大

阪
府

大
阪

市
阿

倍
野

区
旭
町

１
－

４
－

３

　
本

調
査

研
究

課
題

は
、

平
成

１
８

年
度

に
公

募
し

た
結

果
、

応
募

の
あ

っ
た

課
題

に
つ

い
て

第
三

者
の

外
部

専
門

家
に

よ
る

事
前

評
価

を
経

て
、

原
則

３
ヵ

年
の

研
究

課
題

と
し

て
採

択
さ

れ
た

も
の

で
あ

る
。

平
成

２
０

年
度

は
、

外
部

専
門

家
に

よ
る

２
年

目
の

年
度

評
価

を
経

て
、

左
記

の
者

に
よ

り
継

続
実

施
す

る
必

要
が

あ
り

、
競

争
を

ゆ
る

さ
な

い
こ

と
か

ら
会

計
規

程
第

４
５

条
第

１
項

に
該

当
す

る
た

め
。

－
9
,
8
0
9
,
5
2
4

－
な

し

随
意

契
約

に
係
る

情
報

の
公

表
（

物
品

役
務

等
）
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「
C
O
P
D
患

者
の

病
期

分
類

等
に

応
じ

た
健

康
管

理
支

援
、

保
健

指
導

の
実

践
及

び
評

価
手

法
に

関
す

る
調

査
研

究
」

の
業

務
委

託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

6
月

3
0
日

日
本
医

科
大

学
呼

吸
ケ

ア
ク
リ

ニ
ッ

ク
木

田
厚

端
東

京
都

千
代

田
区

九
段

南
４
－

７
－

１
５

　
本

調
査

研
究

課
題

は
、

平
成

１
８

年
度

に
公

募
し

た
結

果
、

応
募

の
あ

っ
た

課
題

に
つ

い
て

第
三

者
の

外
部

専
門

家
に

よ
る

事
前

評
価

を
経

て
、

原
則

３
ヵ

年
の

研
究

課
題

と
し

て
採

択
さ

れ
た

も
の

で
あ

る
。

平
成

２
０

年
度

は
、

外
部

専
門

家
に

よ
る

２
年

目
の

年
度

評
価

を
経

て
、

左
記

の
者

に
よ

り
継

続
実

施
す

る
必

要
が

あ
り

、
競

争
を

ゆ
る

さ
な

い
こ

と
か

ら
会

計
規

程
第

４
５

条
第

１
項

に
該

当
す

る
た

め
。

－
1
1
,
9
0
4
,
7
6
2

－
な

し

「
気

管
支

ぜ
ん

息
患

者
の

年
齢

階
層

毎
の

長
期

経
過

・
予

後
に

関
す

る
研

究
」

の
業

務
委

託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

6
月

3
0
日

独
立
行

政
法

人
国

立
病

院
機
構

相
模

原
病

院
秋

山
一

男
神

奈
川

県
相

模
原

市
桜

台
１

８
－

１

　
本

調
査

研
究

課
題

は
、

平
成

１
７

年
度

の
研

究
成

果
に

つ
い

て
第

三
者

の
外

部
専

門
家

に
よ

る
中

間
評

価
を

経
て

左
記

の
者

に
よ

り
継

続
実

施
す

る
た

め
、

特
定

の
者

以
外

を
契

約
の

相
手

方
と

し
て

実
施

す
る

こ
と

が
で

き
な

い
の

で
、

会
計

規
程

第
４

５
条

第
１

項
に

該
当

す
る

た
め

。

－
1
7
,
1
4
2
,
8
5
8

－
な

し

「
小

児
及

び
思

春
期

の
気

管
支

ぜ
ん

息
患

者
の

重
症

度
等

に
応

じ
た

健
康

管
理

支
援

、
保

健
指

導
の

実
践

及
び

評
価

手
法

に
関

す
る

調
査

研
究

」
の

業
務

委
託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

6
月

3
0
日

国
立
成

育
医

療
セ

ン
タ

ー
大

矢
幸

弘
東

京
都

世
田

谷
区

大
蔵

２
－
１

０
－

１

　
本

調
査

研
究

課
題

は
、

平
成

１
８

年
度

に
公

募
し

た
結

果
、

応
募

の
あ

っ
た

課
題

に
つ

い
て

第
三

者
の

外
部

専
門

家
に

よ
る

事
前

評
価

を
経

て
、

原
則

３
ヵ

年
の

研
究

課
題

と
し

て
採

択
さ

れ
た

も
の

で
あ

る
。

平
成

２
０

年
度

は
、

外
部

専
門

家
に

よ
る

２
年

目
の

年
度

評
価

を
経

て
、

左
記

の
者

に
よ

り
継

続
実

施
す

る
必

要
が

あ
り

、
競

争
を

ゆ
る

さ
な

い
こ

と
か

ら
会

計
規

程
第

４
５

条
第

１
項

に
該

当
す

る
た

め
。

－
1
3
,
3
3
3
,
3
3
4

－
な

し
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「
気

管
支

ぜ
ん

息
の

発
症

リ
ス

ク
低

減
に

関
わ

る
因

子
の

検
索

と
管

理
・

指
導

へ
の

応
用

に
関

す
る

調
査

研
究

」
の

業
務

委
託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

6
月

3
0
日

帝
京
大

学
医

学
部

溝
口

病
院

滝
澤
始

神
奈
川

県
川

崎
市

高
津

区
溝
口

３
－

８
－

３

　
本

調
査

研
究

課
題

は
、

平
成

１
８

年
度

に
公

募
し

た
結

果
、

応
募

の
あ

っ
た

課
題

に
つ

い
て

第
三

者
の

外
部

専
門

家
に

よ
る

事
前

評
価

を
経

て
、

原
則

３
ヵ

年
の

研
究

課
題

と
し

て
採

択
さ

れ
た

も
の

で
あ

る
。

平
成

２
０

年
度

は
、

外
部

専
門

家
に

よ
る

２
年

目
の

年
度

評
価

を
経

て
、

左
記

の
者

に
よ

り
継

続
実

施
す

る
必

要
が

あ
り

、
競

争
を

ゆ
る

さ
な

い
こ

と
か

ら
会

計
規

程
第

４
５

条
第

１
項

に
該

当
す

る
た

め
。

－
1
1
,
4
2
8
,
5
7
2

－
な

し

「
小

児
及

び
思

春
期

の
気

管
支

ぜ
ん

息
患

者
の

重
症

度
等

に
応

じ
た

健
康

管
理

支
援

、
保

健
指

導
の

実
践

及
び

評
価

手
法

に
関

す
る

調
査

研
究

」
の

業
務

委
託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

6
月

3
0
日

独
立
行

政
法

人
国

立
病

院
機
構

下
志

津
病

院
西

牟
田

敏
之

千
葉
県

四
街

道
市

鹿
渡

９
３
４

－
５

　
本

調
査

研
究

課
題

は
、

平
成

１
８

年
度

に
公

募
し

た
結

果
、

応
募

の
あ

っ
た

課
題

に
つ

い
て

第
三

者
の

外
部

専
門

家
に

よ
る

事
前

評
価

を
経

て
、

原
則

３
ヵ

年
の

研
究

課
題

と
し

て
採

択
さ

れ
た

も
の

で
あ

る
。

平
成

２
０

年
度

は
、

外
部

専
門

家
に

よ
る

２
年

目
の

年
度

評
価

を
経

て
、

左
記

の
者

に
よ

り
継

続
実

施
す

る
必

要
が

あ
り

、
競

争
を

ゆ
る

さ
な

い
こ

と
か

ら
会

計
規

程
第

４
５

条
第

１
項

に
該

当
す

る
た

め
。

－
1
3
,
3
3
3
,
3
3
4

－
な

し

(
注

１
）

　
公

表
対

象
契

約
が

単
価

契
約

で
あ

る
場

合
に

は
、

契
約

金
額

欄
に

契
約
単

価
ま

た
は

予
定

調
達

総
額

を
記

載
す

る
と

と
も

に
、

備
考

欄
に

単
価

契
約

で
あ
る
旨

及
び

契
約

金
額

欄
に

単
価

を
記

載
し

た
場

合
に

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

。

(
注

２
）

　
必

要
が

あ
る

と
き

は
、

各
欄

の
配

置
を

著
し

く
変

更
す

る
こ

と
な

く
所

要
の

変
更

を
加

え
る

こ
と

そ
の

他
所

要
の

調
整

を
加

え
る

こ
と

が
で

き
る

。
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平
成

２
０

年
７

月
分

物
品

役
務

等
の

名
称

及
び

数
量

契
約

担
当

職
の

氏
名

及
び

所
在

地
契

約
を

締
結

し
た

日
契

約
の
相

手
方

の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

随
意

契
約

に
よ

る
こ

と
と

し
た

会
計

規
程

の
根

拠
条

文
及

び
理

由
（

企
画

競
争

又
は

公
募

）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札
率

(
%
)

再
就

職
の

役
員

の
数

備
考

「
日

本
の

大
気

汚
染

公
害

経
験

の
情

報
発

信
」

に
係

る
業

務
委

託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

7
月

1
日

財
団

法
人
公

害
地

域
再

生
セ

ン
タ

－
理

事
長

森
脇

君
雄

大
阪

府
大
阪

市
西

淀
川

区
千

舟
1
-
1-
1

　
本

業
務

は
､
ぜ

ん
息

等
の

患
者

団
体

と
の

間
で

唯
一

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
有

す
る

団
体

で
､
左

記
の

者
が

過
去

に
収

集
､
整

理
及

び
保

管
し

て
き

た
他

に
例

を
見

な
い

我
が

国
の

公
害

に
よ

る
健

康
被

害
や

大
気

汚
染

対
策

に
関

す
る

史
料

・
情

報
に

つ
い

て
電

子
化

を
行

い
電

子
的

に
保

存
す

る
と

と
も

に
､
機

構
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
か

ら
検

索
可

能
と

す
る

こ
と

を
目

的
と

す
る

事
業

で
あ

り
､
左

記
の

者
以

外
を

契
約

相
手

と
し

て
実

施
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

の
で

､
競

争
を

許
さ

な
い

こ
と

か
ら

会
計

規
程

第
4
5
条

第
1
項

に
該

当
す

る
た

め
。

ー
5
,
1
4
2
,
8
5
7

ー
な

し

「
成

人
気

管
支

ぜ
ん

息
患

者
の

重
症

度
等

に
応

じ
た

健
康

管
理

支
援

､
保

健
指

導
の

実
践

及
び

評
価

手
法

に
関

す
る

調
査

研
究

」
の

業
務

委
託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

7
月

3
日

帝
京

大
学

大
田

健
東

京
都

板
橋

区
加

賀
2
-

1
1
-
1

　
本

調
査

研
究

課
題

は
､
平

成
1
8

年
度

に
公

募
し

た
結

果
､
応

募
の

あ
っ

た
課

題
に

つ
い

て
第

三
者

の
外

部
専

門
家

に
よ

る
事

前
評

価
を

経
て

､
原

則
3
ヵ

年
の

研
究

課
題

と
し

て
採

択
さ

れ
た

も
の

で
あ

る
。

平
成

2
0
年

度
は

､
外

部
専

門
家

に
よ

る
2
年

目
の

年
度

評
価

を
経

て
､
左

記
の

者
に

よ
り

継
続

実
施

す
る

必
要

が
あ

り
､
競

争
を

許
さ

な
い

こ
と

か
ら

会
計

規
程

第
4
5
条

第
1
項

に
該

当
す

る
た

め
。

ー
1
7
,
1
4
2
,
8
5
7

ー
な

し

　 「
公

害
健

康
被

害
予

防
事

業
の

事
業

実
施

効
果

の
分

析
・

評
価

検
討

調
査

」
の

業
務

委
託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

7
月

3
日

社
団

法
人
環

境
情

報
科

学
セ

ン
タ

－
理

事
長

丸
田

頼
一

東
京

都
千
代

田
区

四
番

町
8
-
1
9

 
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

選
定

委
員

会
に

よ
る

審
査

の
結

果
、

左
記

の
者

か
ら

提
出

さ
れ

た
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
も

っ
と

も
適

切
と

の
判

断
に

よ
り

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
方

の
選

定
を

許
さ

れ
な

い
こ

と
か

ら
、

会
計

規
程

第
4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

(
企

画
競

争
)

ー
6
,
6
2
8
,
5
7
2

ー
な

し

随
意

契
約

に
係
る

情
報

の
公

表
（

物
品

役
務

等
）
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平
成

２
０

年
度

中
部

・
北

陸
ブ

ロ
ッ

ク
「

環
境

Ｎ
Ｇ

Ｏ
と

市
民

の
集

い
」

の
業

務
委

託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

7
月

1
日

特
定

非
営
利

活
動

法
人

パ
ー

ト
ナ
ー

シ
ッ

プ
・

サ
ポ

ー
ト

セ
ン

タ
ー

代
表

理
事

岸
田

眞
代

愛
知

県
名
古

屋
氏

千
種

区
池

下
1
-
1
1-
2
1
　

フ
ァ

ー
ス

ト
池

下
ビ

ル
4
階

 
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

企
画

審
査

委
員

会
に

お
け

る
審

査
の

結
果

、
当

該
者

の
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
最

も
適

切
と

の
判

断
を

得
て

契
約

候
補

者
に

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
の

選
定

を
許

さ
な

い
こ

と
か

ら
、

会
計

規
程

第
4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

(
企

画
競

争
)

－
1
,
7
1
4
,
2
8
6

－
な

し

平
成

２
０

年
度

近
畿

ブ
ロ

ッ
ク

「
環

境
Ｎ

Ｇ
Ｏ

と
市

民
の

集
い

」
の

業
務

委
託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

7
月

2
日

特
定

非
営
利

活
動

法
人

環
境

市
民

代
表

理
事

杦
本

育
生

京
都

府
京
都

市
中

京
区

寺
町

二
条

下
る

呉
波

ビ
ル

3
Ｆ

 
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

企
画

審
査

委
員

会
に

お
け

る
審

査
の

結
果

、
当

該
者

の
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
最

も
適

切
と

の
判

断
を

得
て

契
約

候
補

者
に

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
の

選
定

を
許

さ
な

い
こ

と
か

ら
、

会
計

規
程

第
4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
1
,
9
0
4
,
7
6
2

－
な

し

平
成

２
０

年
度

中
国

・
四

国
ブ

ロ
ッ

ク
「

環
境

Ｎ
Ｇ

Ｏ
と

市
民

の
集

い
」

の
業

務
委

託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

7
月

7
日

財
団

法
人
水

島
地

域
環

境
再

生
財

団
理

事
長

森
瀧

健
一
郎

岡
山

県
倉
敷

市
水

島
西

栄
町

1
3
-
2
3

 
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

企
画

審
査

委
員

会
に

お
け

る
審

査
の

結
果

、
当

該
者

の
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
最

も
適

切
と

の
判

断
を

得
て

契
約

候
補

者
に

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
の

選
定

を
許

さ
な

い
こ

と
か

ら
、

会
計

規
程

第
4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
1
,
7
1
4
,
2
8
6

－
な

し

平
成

２
０

年
度

関
東

ブ
ロ

ッ
ク

「
環

境
Ｎ

Ｇ
Ｏ

と
市

民
の

集
い

」
の

業
務

委
託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

7
月

7
日

Ａ
　

Ｓ
Ｅ
Ｅ

Ｄ
　

Ｊ
Ａ

Ｐ
Ａ

Ｎ
代

表
理

事
林

雄
太

東
京

都
新
宿

区
新

宿
５

丁
目

４
番

２
３
号

 
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

企
画

審
査

委
員

会
に

お
け

る
審

査
の

結
果

、
当

該
者

の
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
最

も
適

切
と

の
判

断
を

得
て

契
約

候
補

者
に

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
の

選
定

を
許

さ
な

い
こ

と
か

ら
、

会
計

規
程

第
4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
5
,
7
1
4
,
2
8
6

－
な

し

平
成

２
０

年
度

九
州

・
沖

縄
ブ

ロ
ッ

ク
「

環
境

Ｎ
Ｇ

Ｏ
と

市
民

の
集

い
」

の
業

務
委

託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

7
月

8
日

特
定

非
営
利

活
動

法
人

コ
ミ

ネ
ッ

ト
協

会
理

事
長

山
口

久
臣

熊
本

県
熊
本

市
長

嶺
2
丁

目
5
-
3
1

 
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

企
画

審
査

委
員

会
に

お
け

る
審

査
の

結
果

、
当

該
者

の
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
最

も
適

切
と

の
判

断
を

得
て

契
約

候
補

者
に

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
の

選
定

を
許

さ
な

い
こ

と
か

ら
、

会
計

規
程

第
4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
1
,
7
7
2
,
2
6
3

－
な

し
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平
成

２
０

年
度

北
海

道
・

東
北

ブ
ロ

ッ
ク

「
環

境
Ｎ

Ｇ
Ｏ

と
市

民
の

集
い

」
の

業
務

委
託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

7
月

1
4
日

特
定

非
営
利

活
動

法
人

さ
っ

ぽ
ろ
自

由
学

校
「

遊
」

共
同

代
表

宮
内

泰
介

北
海

道
札
幌

市
中

央
区

1
条

西
5
丁

目
愛

生
舘

ビ
ル

2
階

 
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

企
画

審
査

委
員

会
に

お
け

る
審

査
の

結
果

、
当

該
者

の
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
最

も
適

切
と

の
判

断
を

得
て

契
約

候
補

者
に

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
の

選
定

を
許

さ
な

い
こ

と
か

ら
、

会
計

規
程

第
4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
1
,
6
3
2
,
1
9
6

－
な

し

平
成

２
０

年
度

近
畿

ブ
ロ

ッ
ク

「
環

境
Ｎ

Ｇ
Ｏ

活
動

発
展

の
た

め
の

組
織

運
営

講
座

」
の

業
務

委
託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

7
月

2
9
日

特
定

非
営
利

活
動

法
人

環
境

市
民

代
表

理
事

杦
本

育
生

京
都

府
京
都

市
中

京
区

寺
町

二
条

下
る

呉
波

ビ
ル

3
Ｆ

 
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

企
画

審
査

委
員

会
に

お
け

る
審

査
の

結
果

、
当

該
者

の
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
最

も
適

切
と

の
判

断
を

得
て

契
約

候
補

者
に

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
の

選
定

を
許

さ
な

い
こ

と
か

ら
、

会
計

規
程

第
4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
1
,
9
0
2
,
4
9
5

－
な

し

平
成

２
０

年
度

「
海

外
派

遣
研

修
（

実
践

手
法

ス
タ

デ
ィ

コ
ー

ス
）

」
の

業
務

委
託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

7
月

2
9
日

財
団

法
人
自

然
環

境
研

究
セ

ン
タ

ー
理

事
長

多
紀

保
彦

東
京

都
台
東

区
下

谷
三

丁
目

1
0
番

1
0号

 
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

企
画

審
査

委
員

会
に

お
け

る
審

査
の

結
果

、
当

該
者

の
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
最

も
適

切
と

の
判

断
を

得
て

契
約

候
補

者
に

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
の

選
定

を
許

さ
な

い
こ

と
か

ら
、

会
計

規
程

第
4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
6
,
2
4
1
,
7
0
9

－
な

し

平
成

２
０

年
度

中
部

・
北

陸
ブ

ロ
ッ

ク
「

環
境

Ｎ
Ｇ

Ｏ
活

動
発

展
の

た
め

の
組

織
運

営
講

座
」

の
業

務
委

託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

7
月

3
1
日

特
定

非
営
利

活
動

法
人

み
ど

り
の

市
民

代
表

理
事

高
木

直
樹

長
野

県
長
野

市
南

県
町

6
8
5
番

2
号

 
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

企
画

審
査

委
員

会
に

お
け

る
審

査
の

結
果

、
当

該
者

の
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
最

も
適

切
と

の
判

断
を

得
て

契
約

候
補

者
に

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
の

選
定

を
許

さ
な

い
こ

と
か

ら
、

会
計

規
程

第
4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
1
,
8
8
3
,
7
0
2

－
な

し

(
注

１
）

　
公

表
対

象
契

約
が

単
価

契
約

で
あ

る
場

合
に

は
、

契
約

金
額

欄
に

契
約

単
価
ま

た
は

予
定

調
達

総
額

を
記

載
す

る
と

と
も

に
、

備
考

欄
に

単
価

契
約

で
あ
る

旨
及
び

契
約

金
額

欄
に

単
価

を
記

載
し

た
場

合
に

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

。

(
注

２
）

　
必

要
が

あ
る

と
き

は
、

各
欄

の
配

置
を

著
し

く
変

更
す

る
こ

と
な

く
所

要
の

変
更

を
加

え
る

こ
と

そ
の

他
所

要
の

調
整

を
加

え
る

こ
と

が
で

き
る

。
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平
成
２

０
年

８
月

分

物
品

役
務

等
の

名
称

及
び

数
量

契
約

担
当

職
の

氏
名

及
び

所
在

地
契

約
を

締
結

し
た

日
契

約
の

相
手
方

の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

随
意

契
約

に
よ

る
こ

と
と

し
た

会
計

規
程

の
根

拠
条

文
及

び
理

由
（

企
画

競
争

又
は

公
募

）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

再
就

職
の

役
員

の
数

備
考

「
新

ぜ
ん

息
キ

ャ
ン

プ
運

営
マ

ニ
ュ

ア
ル

」
作

成
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

8
月

1
3
日

財
団

法
人
水

と
緑

の
惑

星
保

全
機

構
理

事
長

森
幸

男
東

京
都

港
区

西
新

橋
2
-

1
6
-
2

　
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

選
定

委
員

会
に

よ
る

審
査

の
結

果
、

左
記

の
者

か
ら

提
出

さ
れ

た
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
も

っ
と

も
適

切
と

の
判

断
に

よ
り

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
方

の
選

定
を

許
さ

れ
な

い
こ

と
か

ら
、

会
計

規
程

第
4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
5
,
6
5
8
,
2
0
0

－
な

し

「
低

公
害

車
フ

ェ
ア

」
（

名
古

屋
市

）
の

業
務

委
託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

8
月

1
3
日

環
境

デ
－

な
ご
や

実
行

委
員

会
委

員
長

山
田

雅
雄

愛
知

県
名
古

屋
市

中
区

三
の

丸
3
-
1
-
1

　
本

業
務

は
名

古
屋

市
を

中
心

と
し

て
組

織
さ

れ
る

環
境

デ
－

な
ご

や
実

行
委

員
会

と
の

間
で

本
事

業
を

共
催

す
る

必
要

が
あ

る
た

め
､
当

該
者

以
外

を
契

約
相

手
方

と
し

て
実

施
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

こ
と

か
ら

､
会

計
規

程
4
5
条

第
1
項

に
該

当
す

る
た

め
。

－
9
5
2
,
3
8
1

－
な

し

パ
ン
フ

レ
ッ

ト
「

大
気

浄
化

植
樹
マ

ニ
ュ

ア
ル

」
１

５
０

０
部

増
刷

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

8
月

2
0
日

株
式

会
社
秀

巧
堂

代
表

取
締
役

秀
浦

忠
利

広
島

県
広
島

市
中

区
中

島
町

9
-
1
6

　
本

パ
ン

フ
レ

ッ
ト

の
増

刷
は

､
著

作
権

を
有

す
る

左
記

の
者

の
許

諾
が

得
ら

れ
な

か
っ

た
た

め
､

特
定

の
者

以
外

の
契

約
の

相
手

方
と

し
て

実
施

す
る

こ
と

が
困

難
で

あ
る

の
で

､
競

争
を

許
さ

な
い

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5

条
第

1
項

に
該

当
す

る
た

め
。

－
2
,
0
5
4
,
1
0
0

－
な

し

「
局

地
汚

染
地

域
に

お
け

る
シ

ュ
ミ

レ
ー

シ
ョ

ン
モ

デ
ル

を
用

い
た

各
種

自
動

車
排

出
ガ

ス
抑

制
対

策
の

環
境

改
善

効
果
評

価
手

法
確

立
に

関
す

る
研

究
」

の
業

務
委

託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

8
月

2
5
日

株
式

会
社
数

理
計

画
代

表
取

締
役

村
岡

正
康

東
京

都
千
代

田
区

猿
楽

町
2
-
5
-
4

本
調

査
研

究
課

題
は

、
平

成
2
0
年

度
に

公
募

し
た

結
果

、
応

募
の

あ
っ

た
課

題
に

つ
い

て
第

三
者

の
外

部
専

門
家

に
よ

る
事

前
評

価
を

経
て

、
原

則
３

ヵ
年

の
研

究
課

題
と

し
て

採
択

さ
れ

た
も

の
で

あ
る

。
左

記
の

者
に

よ
り

実
施

す
る

必
要

が
あ

り
、

競
争

を
ゆ

る
さ

な
い

こ
と

か
ら

会
計

規
程

第
4
5
条

第
1
項

に
該

当
す

る
た

め
。

(
公

募
）

ー
1
8
,
9
1
0
,
4
7
7

ー
な

し

随
意

契
約

に
係
る

情
報

の
公

表
（

物
品

役
務

等
）
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「
エ

コ
ド

ラ
イ

ブ
に

よ
る

大
気

汚
染

物
質

の
排

出
低

減
効

果
の

定
量

的
把

握
に

関
す

る
調

査
研

究
」

の
業

務
委

託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

8
月

2
5
日

株
式

会
社
数

理
計

画
代

表
取

締
役

村
岡

正
康

東
京

都
千
代

田
区

猿
楽

町
2
-
5
-
4

本
調

査
研

究
課

題
は

、
平

成
2
0
年

度
に

公
募

し
た

結
果

、
応

募
の

あ
っ

た
課

題
に

つ
い

て
第

三
者

の
外

部
専

門
家

に
よ

る
事

前
評

価
を

経
て

、
原

則
２

ヵ
年

の
研

究
課

題
と

し
て

採
択

さ
れ

た
も

の
で

あ
る

。
左

記
の

者
に

よ
り

実
施

す
る

必
要

が
あ

り
、

競
争

を
ゆ

る
さ

な
い

こ
と

か
ら

会
計

規
程

第
4
5
条

第
1
項

に
該

当
す

る
た

め
。

(
公

募
）

ー
2
7
,
1
9
0
,
4
7
7

ー
な

し

石
綿
健

康
被

害
救

済
認

定
・

給
付
シ

ス
テ

ム
に

関
す

る
契

約
等
支

援
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
理

事
　

諏
訪

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

8
月

1
9
日

デ
ィ

ー
デ
ィ

ー
エ

ヌ
コ

ン
サ

ル
テ

ィ
ン

グ
株

式
会

社
代

表
取

締
役

澤
田

和
義

東
京

都
千
代

田
区

三
番

町
6
番

地

　
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

選
定

委
員

会
に

よ
る

審
査

の
結

果
、

左
記

の
者

か
ら

提
出

さ
れ

た
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
も

っ
と

も
適

切
と

の
判

断
に

よ
り

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
方

の
選

定
を

許
さ

な
い

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
9
,
2
1
5
,
0
0
0

－
な

し

複
数

年
度

契
約

平
成

2
0
年

度
分

8
,
2
6
5
,
0
0
0
円

平
成

2
1
年

度
分

9
5
0
,
0
0
0
円

平
成
２

０
年

度
東

日
本

ブ
ロ

ッ
ク

「
国

際
協

力
講

座
」

の
業

務
委

託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

8
月

4
日

ラ
ム

サ
ー
ル

セ
ン

タ
ー

会
長

安
藤

元
一

東
京

都
大
田

区
南

久
が

原
2
-
1
0
-
3

　
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

企
画

審
査

委
員

会
に

お
け

る
審

査
の

結
果

、
当

該
者

の
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
最

も
適

切
と

の
判

断
を

得
て

契
約

候
補

者
に

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
方

の
選

定
を

許
さ

な
い

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
2
,
1
7
4
,
2
2
9

－
な

し

平
成
２

０
年

度
中

国
ブ

ロ
ッ

ク
「

環
境

Ｎ
Ｇ

Ｏ
活

動
発

展
の

た
め

の
組

織
運

営
講

座
」

の
業

務
委

託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

8
月

4
日

財
団

法
人

　
水

島
地

域
環

境
再

生
財
団

理
事

長
森

瀧
健

一
郎

岡
山

県
倉
敷

市
水

島
西

栄
町

1
3
-
2
3

　
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

企
画

審
査

委
員

会
に

お
け

る
審

査
の

結
果

、
当

該
者

の
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
最

も
適

切
と

の
判

断
を

得
て

契
約

候
補

者
に

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
方

の
選

定
を

許
さ

な
い

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
1
,
9
0
4
,
7
6
2

－
な

し

平
成
２

０
年

度
関

東
ブ

ロ
ッ

ク
「

環
境

Ｎ
Ｇ

Ｏ
活

動
発

展
の

た
め

の
組

織
運

営
講

座
」

の
業

務
委

託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

8
月

4
日

特
定

非
営
利

活
動

法
人

国
際

協
力

Ｎ
Ｇ
Ｏ

セ
ン

タ
ー

理
事

長
大

橋
正

明
東

京
都

新
宿

区
西

早
稲

田
2
-
3
-
1
8

　
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

企
画

審
査

委
員

会
に

お
け

る
審

査
の

結
果

、
当

該
者

の
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
最

も
適

切
と

の
判

断
を

得
て

契
約

候
補

者
に

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
方

の
選

定
を

許
さ

な
い

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
1
,
8
9
0
,
5
4
6

－
な

し
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平
成
２

０
年

度
東

北
ブ

ロ
ッ

ク
「

環
境

Ｎ
Ｇ

Ｏ
活

動
発

展
の

た
め

の
組

織
運

営
講

座
」

の
業

務
委

託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

8
月

4
日

特
定

非
営
利

活
動

法
人

せ
ん

だ
い

・
み

や
ぎ

Ｎ
Ｐ

Ｏ
セ

ン
タ

ー
代

表
理

事
加

藤
哲

夫
宮

城
県

仙
台

市
青

葉
区

大
町

2
-
6
-
2
7
　
岡

元
ビ

ル
4

Ｆ

　
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

企
画

審
査

委
員

会
に

お
け

る
審

査
の

結
果

、
当

該
者

の
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
最

も
適

切
と

の
判

断
を

得
て

契
約

候
補

者
に

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
方

の
選

定
を

許
さ

な
い

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
1
,
3
8
2
,
9
9
9

－
な

し

平
成
２

０
年

度
北

海
道

ブ
ロ

ッ
ク

「
環

境
Ｎ

Ｇ
Ｏ

活
動

発
展
の

た
め

の
組

織
運

営
講

座
」

の
業

務
委

託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

8
月

1
3
日

特
定

非
営
利

活
動

法
人

ね
お

す
理

事
長

高
木

晴
光

北
海

道
札
幌

市
中

央
区

宮
の

森
2
条

1
4
-1
-
1
4

　
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

企
画

審
査

委
員

会
に

お
け

る
審

査
の

結
果

、
当

該
者

の
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
最

も
適

切
と

の
判

断
を

得
て

契
約

候
補

者
に

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
方

の
選

定
を

許
さ

な
い

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
1
,
8
4
2
,
3
8
1

－
な

し

平
成
２

０
年

度
「

環
境

Ｎ
Ｇ

Ｏ
活

動
入

門
講

座
」

の
業

務
委

託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

8
月

2
8
日

特
定

非
営
利

活
動

法
人

環
境

市
民

代
表

理
事

杦
本

育
生

京
都

府
京
都

市
中

京
区

寺
町

二
条

下
る
呉

波
ビ

ル
3

Ｆ

　
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

企
画

審
査

委
員

会
に

お
け

る
審

査
の

結
果

、
当

該
者

の
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
最

も
適

切
と

の
判

断
を

得
て

契
約

候
補

者
に

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
方

の
選

定
を

許
さ

な
い

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
1
,
9
0
4
,
7
6
2

－
な

し

(
注

１
）

　
公

表
対

象
契

約
が

単
価

契
約

で
あ

る
場

合
に

は
、

契
約

金
額

欄
に

契
約

単
価
ま

た
は

予
定

調
達

総
額

を
記

載
す

る
と

と
も

に
、

備
考

欄
に

単
価

契
約

で
あ
る

旨
及
び

契
約

金
額

欄
に

単
価

を
記

載
し

た
場

合
に

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

。

(
注

２
）

　
必

要
が

あ
る

と
き

は
、

各
欄

の
配

置
を

著
し

く
変

更
す

る
こ

と
な

く
所

要
の
変

更
を

加
え

る
こ

と
そ

の
他

所
要

の
調

整
を

加
え

る
こ

と
が

で
き

る
。
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平
成
２

０
年

９
月

分

物
品

役
務

等
の

名
称

及
び

数
量

契
約

担
当

職
の

氏
名

及
び

所
在

地
契

約
を

締
結

し
た

日
契

約
の

相
手
方

の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

随
意

契
約

に
よ

る
こ

と
と

し
た

会
計

規
程

の
根

拠
条

文
及

び
理

由
（

企
画

競
争

又
は

公
募

）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

再
就

職
の

役
員

の
数

備
考

平
成
2
0
年

度
会

計
監

査
人

に
よ

る
監

査

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

長
　

湊
亮

策
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

9
月

3
0
日

あ
ず

さ
監

査
法

人
代

表
社

員
 
公

認
会

計
士

佐
藤

正
典

東
京

都
新
宿

区
津

久
戸

町
１

番
２

号

 
 
本

契
約

は
、

当
機

構
の

会
計

監
査

人
と

し
て

、
独

立
行

政
法

人
通

則
法

第
4
0
条

の
規

定
に

基
づ

き
環

境
大

臣
か

ら
選

任
さ

れ
た

者
と

の
契

約
で

あ
り

、
競

争
を

許
さ

な
い

こ
と

か
ら

会
計

規
程

第
4
5
条

第
1
項

に
該

当
す

る
た

め
。

－
2
0
,
5
0
0
,
0
0
0

－
な

し

「
低

公
害

車
フ

ェ
ア

（
埼

玉
）

」
の

業
務

委
託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

9
月

3
日

エ
コ

・
カ

ー
フ

ェ
ア

埼
玉

2
0
0
8
実

行
委

員
会

委
員

長
金

子
昌

一
郎

埼
玉

県
さ

い
た

ま
市

浦
和

区
高

砂
3
-1
5
-
1

 
 
本

業
務

は
さ

い
た

ま
市

を
中

心
と

し
て

組
織

さ
れ

る
左

記
の

実
行

委
員

会
と

の
間

で
本

事
業

を
共

催
す

る
必

要
が

あ
る

た
め

､
当

該
者

以
外

を
契

約
相

手
方

と
し

て
実

施
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

の
で

、
競

争
を

許
さ

な
い

こ
と

か
ら

会
計

規
程

第
4
5
条

第
1
項

に
該

当
す

る
た

め
。

－
1
,
9
0
4
,
7
6
2

－
な

し

「
低

公
害

車
フ

ェ
ア

（
北

九
州

市
）

」
の

業
務

委
託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

9
月

1
6
日

北
九

州
エ

コ
カ

－
フ

ェ
ア

2
0
0
8
実

行
委

員
会

委
員

長
久

鍋
和

徳
福

岡
県

北
九

州
市

小
倉

北
区

城
内

1
-1

　
本

業
務

は
北

九
州

市
を

中
心

と
し

て
組

織
さ

れ
る

左
記

の
実

行
委

員
会

と
の

間
で

本
事

業
を

共
催

す
る

必
要

が
あ

る
た

め
､
当

該
者

以
外

を
契

約
相

手
方

と
し

て
実

施
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

の
で

、
競

争
を

許
さ

な
い

こ
と

か
ら

会
計

規
程

第
4
5
条

第
1
項

に
該

当
す

る
た

め
。

－
1
,
9
0
4
,
7
6
2

－
な

し

「
自

然
風

を
駆

動
力

と
す

る
高

活
性

炭
素

（
Ａ

C
Ｆ

）
を

用
い

た
高

機
能

N
o
x
浄

化
シ

ス
テ

ム
の

開
発

研
究

」
の

業
務

委
託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

9
月

1
7
日

福
岡

県
知
事

麻
生

渡
福

岡
県

福
岡

市
博

多
区

東
公

園
7
-
7

　
本

調
査

研
究

課
題

は
、

平
成

2
0

年
度

に
公

募
し

た
結

果
、

応
募

の
あ

っ
た

課
題

に
つ

い
て

第
三

者
の

外
部

専
門

家
に

よ
る

事
前

評
価

を
経

て
、

原
則

３
ヵ

年
の

研
究

課
題

と
し

て
採

択
さ

れ
た

も
の

で
あ

る
。

左
記

の
者

に
よ

り
実

施
す

る
必

要
が

あ
り

、
競

争
を

許
さ

な
い

こ
と

か
ら

会
計

規
程

第
4
5
条

第
1
項

に
該

当
す

る
た

め
。

(
公

募
)

－
1
0
,
9
5
2
,
3
8
1

－
な

し

随
意

契
約

に
係
る

情
報

の
公

表
（

物
品

役
務

等
）
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「
２

０
０

９
年

度
版

健
康

管
理
カ

レ
ン

ダ
－

」
の

製
作

等
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
悟

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

9
月

2
9
日

有
限

会
社

ノ
ベ
ル

取
締

役
鈴

木
直

哉
東

京
都

港
区

赤
坂

3
-
1

本
業

務
の

実
施

に
あ

た
っ

て
は

、
企

画
競

争
を

行
い

、
選

定
委

員
会

に
よ

る
審

査
の

結
果

、
左

記
の

者
か

ら
提

出
さ

れ
た

企
画

書
案

が
本

業
務

の
目

的
に

最
も

適
切

と
の

判
断

に
よ

り
選

定
さ

れ
、

契
約

価
格

の
競

争
に

よ
る

契
約

相
手

方
の

選
定

を
許

さ
な

い
こ

と
か

ら
、

会
計

規
程

第
4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

(
企

画
競

争
)

－
1
0
,
6
1
0
,
6
0
0

－
な

し

石
綿
健

康
被

害
救

済
認

定
・

給
付
シ

ス
テ

ム
保

守
管

理
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
理

事
　

諏
訪

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

9
月

1
1
日

株
式

会
社
日

立
情

報
シ

ス
テ

ム
ズ

流
通

産
業
営

業
本

部
長

栗
原

浩
東

京
都

品
川

区
大

崎
1
-

2
-
1

保
守

の
対

象
で

あ
る

シ
ス

テ
ム

を
製

作
し

シ
ス

テ
ム

全
体

を
熟

知
し

て
お

り
、

他
の

業
者

で
は

提
供

で
き

な
い

技
術

的
知

見
及

び
保

守
管

理
体

制
を

有
し

て
い

て
、

競
争

を
許

さ
な

い
こ

と
か

ら
、

会
計

規
程

第
4
5
条

第
1
項

に
該

当
す

る
た

め
。

－
1
8
4
,
0
0
0

－
な

し
単

価
契

約

平
成
２

０
年

度
九

州
・

沖
縄

ブ
ロ
ッ

ク
「

環
境

Ｎ
Ｇ

Ｏ
活

動
発
展

の
た

め
の

組
織

運
営

講
座
」

の
業

務
委

託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

9
月

5
日

特
定

非
営
利

活
動

法
人

地
球

市
民

の
会

理
事

長
山

下
雄

司
佐

賀
県

佐
賀

市
高

木
町

3
-
1
0

　
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

企
画

審
査

委
員

会
に

お
け

る
審

査
の

結
果

、
当

該
者

の
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
最

も
適

切
と

の
判

断
を

得
て

契
約

候
補

者
に

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
の

選
定

を
許

さ
な

い
こ

と
か

ら
、

会
計

規
程

第
4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
1
,
7
8
4
,
1
6
5

－
な

し

平
成
２

０
年

度
「

市
民

活
動

の
た
め

の
環

境
ア

セ
ス

メ
ン

ト
講

座
」

の
業

務
委

託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
田

勢
修

也
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

9
月

2
9
日

財
団

法
人
公

害
地

域
再

生
セ

ン
タ

ー
理

事
長

森
脇

君
雄

大
阪

府
大
阪

市
西

淀
川

区
千

舟
１

丁
目
１

番
１

号
あ

お
ぞ

ら
ビ

ル
４

階

　
本

業
務

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

企
画

競
争

を
行

い
、

企
画

審
査

委
員

会
に

お
け

る
審

査
の

結
果

、
当

該
者

の
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
最

も
適

切
と

の
判

断
を

得
て

契
約

候
補

者
に

選
定

さ
れ

、
契

約
価

格
の

競
争

に
よ

る
契

約
相

手
の

選
定

を
許

さ
な

い
こ

と
か

ら
、

会
計

規
程

第
4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
1
,
8
9
6
,
3
9
3

－
な

し

(
注

１
）

　
公

表
対

象
契

約
が

単
価

契
約

で
あ

る
場

合
に

は
、

契
約

金
額

欄
に

契
約

単
価
ま

た
は

予
定

調
達

総
額

を
記

載
す

る
と

と
も

に
、

備
考

欄
に

単
価

契
約

で
あ
る

旨
及

び
契

約
金

額
欄

に
単

価
を

記
載
し

た
場

合
に

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

。

(
注

２
）

　
必

要
が

あ
る

と
き

は
、

各
欄

の
配

置
を

著
し

く
変

更
す

る
こ

と
な

く
所

要
の
変

更
を

加
え

る
こ

と
そ

の
他

所
要

の
調

整
を

加
え

る
こ

と
が

で
き

る
。
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平
成
２

０
年

１
０

月
分

物
品

役
務

等
の

名
称

及
び

数
量

契
約

担
当

職
の

氏
名

及
び

所
在

地
契

約
を

締
結

し
た

日
契

約
の

相
手
方

の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

随
意

契
約

に
よ

る
こ

と
と

し
た

会
計

規
程

の
根

拠
条

文
及

び
理

由
（

企
画

競
争

又
は

公
募

）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

再
就

職
の

役
員

の
数

備
考

石
綿
健

康
被

害
救

済
制

度
チ

ラ
シ
折

込
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
理

事
　

諏
訪

　
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
0
月

1
5
日

株
式

会
社

ダ
イ
コ

ク
代

表
取

締
役

金
光

 
聖

中
大

阪
府

交
野

市
星
田

北
5
-

1
2
-
3
5

　
本

業
務

は
堺

市
の

「
広

報
さ

か
い

」
に

石
綿

健
康

被
害

救
済

制
度

の
チ

ラ
シ

を
折

込
む

業
務

で
あ

る
と

こ
ろ

、
「

広
報

さ
か

い
」

を
市

民
全

戸
に

宅
配

す
る

業
務

は
堺

市
に

お
い

て
入

札
に

よ
り

上
記

業
者

に
決

定
し

て
お

り
、

石
綿

健
康

被
害

救
済

制
度

の
チ

ラ
シ

を
そ

の
広

報
誌

に
折

込
す

る
業

者
は

当
該

者
以

外
を

契
約

相
手

方
と

し
て

実
施

す
る

こ
と

が
で

き
な

い
た

め
、

競
争

を
許

さ
な

い
こ

と
か

ら
会

計
規

程
第

4
5
条

第
1
項

に
該

当
す

る
た

め
。

－
3
.
5

－
な

し
単

価
契

約

補
償
給

付
費

納
付

金
及

び
公

害
保
健

福
祉

事
業

費
納

付
金

に
係

る
納

付
業

務
支

援
シ

ス
テ

ム
の

改
修

作
業

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
0
月

3
0
日

富
士

通
株

式
会

社
官

公
庁

ソ
リ
ュ

ー
シ

ョ
ン

事
業

本
部

公
共
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
事

業
部

長
笛

田
　

満
東

京
都

港
区

東
新
橋

1
-
5
-
2

 
本

業
務

は
、

既
存

の
納

付
業

務
支

援
シ

ス
テ

ム
の

改
修

作
業

で
あ

り
、

当
該

シ
ス

テ
ム

を
開

発
し

、
シ

ス
テ

ム
全

般
に

つ
い

て
熟

知
し

て
い

る
左

記
の

者
以

外
で

は
、

本
業

務
を

実
施

す
る

こ
と

が
で

き
な

い
の

で
、

競
争

を
許

さ
な

い
こ

と
か

ら
会

計
規

程
第

4
5
条

第
1
項

に
該

当
す

る
た

め
。

6
,
0
7
0
,
0
0
0

5
,
3
2
3
,
5
0
0

8
7
.
7

な
し

汚
染
負

荷
量

賦
課

金
徴

収
・

審
査
シ

ス
テ

ム
及

び
委

託
業

務
関
連

オ
ン

ラ
イ

ン
シ

ス
テ

ム
の

改
修

作
業

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
0
月

3
0
日

富
士

通
株

式
会

社
官

公
庁

ソ
リ
ュ

ー
シ

ョ
ン

事
業

本
部

公
共
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
事

業
部

長
笛

田
　

満
東

京
都

港
区

東
新
橋

1
-
5
-
2

 
本

業
務

は
、

既
存

の
徴

収
・

審
査

シ
ス

テ
ム

の
改

修
作

業
で

あ
り

、
当

該
シ

ス
テ

ム
を

開
発

し
、

シ
ス

テ
ム

全
般

に
つ

い
て

熟
知

し
て

い
る

左
記

の
者

以
外

で
は

、
本

業
務

を
実

施
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

の
で

、
競

争
を

許
さ

な
い

こ
と

か
ら

会
計

規
程

第
4
5
条

第
1
項

に
該

当
す

る
た

め
。

1
4
,
4
8
7
,
0
0
0

1
2
,
9
6
7
,
5
0
0

8
9
.
5

な
し

随
意

契
約

に
係
る

情
報

の
公

表
（

物
品

役
務

等
）
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「
家

庭
訪

問
指

導
実

施
マ

ニ
ュ
ア

ル
」

及
び

「
ネ

ブ
ラ

イ
ザ
－

貸
与

事
業

実
施

マ
ニ

ュ
ア

ル
」

（
冊

子
及

び
C
D

－
R
O
M
版

）
の

作
成

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

 
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
0
月

2
4
日

株
式

会
社

ぎ
ょ
う

せ
い

代
表

取
締

役
社

長
澤

田
　

裕
二
郎

東
京

都
中

央
区

銀
座

7
-
4
-

1
2

　
本

業
務

は
、

新
た

に
「

家
庭

訪
問

指
導

実
施

マ
ニ

ュ
ア

ル
」

及
び

「
ネ

ブ
ラ

イ
ザ

－
貸

与
事

業
実

施
マ

ニ
ュ

ア
ル

」
を

作
成

す
る

も
の

で
あ

り
、

医
学

的
見

地
か

ら
の

意
見

や
検

討
を

踏
ま

え
て

、
本

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

企
画

、
取

材
、

執
筆

、
デ

ザ
イ

ン
、

編
集

等
を

行
う

専
門

的
な

業
務

で
あ

る
た

め
、

あ
ら

か
じ

め
具

体
的

な
仕

様
を

定
め

る
こ

と
が

困
難

で
あ

り
、

価
格

に
よ

る
競

争
に

付
す

る
こ

と
が

適
当

で
な

い
た

め
企

画
競

争
を

行
い

、
選

定
委

員
会

に
よ

る
審

査
の

結
果

、
左

記
の

者
か

ら
提

出
さ

れ
た

企
画

書
案

が
本

業
務

の
目

的
に

も
っ

と
も

適
切

と
の

判
断

に
よ

り
選

定
さ

れ
た

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
7
,
5
6
8
,
0
0
0

－
な

し

「
ぜ

ん
息

＆
C
O
P
D
の

た
め

の
生

活
情

報
誌

（
す

こ
や

か
ラ

イ
フ
）

」
記

念
号

の
製

作
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

 
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
0
月

2
9
日

株
式

会
社

東
京

法
規

出
版

代
表

取
締

役
菅

　
国

典
東

京
都

文
京

区
本
駒

込
2
-

2
9
-
2
2

　
本

業
務

は
、

平
成

２
年

よ
り

発
行

し
て

い
る

「
す

こ
や

か
ラ

イ
フ

」
の

記
念

号
を

作
成

す
る

も
の

で
あ

り
、

医
学

的
見

地
か

ら
の

意
見

や
検

討
を

踏
ま

え
て

、
本

情
報

誌
の

企
画

、
取

材
、

執
筆

、
デ

ザ
イ

ン
、

編
集

等
を

行
う

専
門

的
な

業
務

で
あ

る
た

め
、

あ
ら

か
じ

め
具

体
的

な
仕

様
を

定
め

る
こ

と
が

困
難

で
あ

り
、

価
格

に
よ

る
競

争
に

付
す

る
こ

と
が

適
当

で
な

い
た

め
企

画
競

争
を

行
い

、
選

定
委

員
会

に
よ

る
審

査
の

結
果

、
左

記
の

者
か

ら
提

出
さ

れ
た

企
画

書
案

が
本

業
務

の
目

的
に

も
っ

と
も

適
切

と
の

判
断

に
よ

り
選

定
さ

れ
た

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
1
1
,
3
3
0
,
0
0
0

－
な

し

(
注
１

）
　

公
表

対
象

契
約

が
単

価
契

約
で

あ
る

場
合

に
は

、
契

約
金

額
欄

に
契

約
単

価
ま

た
は

予
定

調
達

総
額

を
記

載
す

る
と

と
も

に
、

備
考

欄
に

単
価

契
約

で
あ
る

旨
及

び
契

約
金

額
欄

に
単

価
を

記
載
し

た
場

合
に

は
予

定
調

達
総

額
を

記
載

す
る

。

(
注
２

）
　

必
要

が
あ

る
と

き
は

、
各

欄
の

配
置

を
著

し
く

変
更

す
る

こ
と

な
く

所
要

の
変

更
を

加
え

る
こ

と
そ

の
他

所
要

の
調

整
を

加
え

る
こ

と
が

で
き

る
。
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平
成

２
０

年
１

１
月

分

物
品

役
務

等
の

名
称

及
び

数
量

契
約

担
当

職
の

氏
名

及
び

所
在

地
契

約
を

締
結

し
た

日
契

約
の

相
手

方
の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

随
意

契
約

に
よ

る
こ

と
と

し
た

会
計

規
程

の
根

拠
条

文
及

び
理

由
（

企
画

競
争

又
は

公
募

）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

再
就

職
の

役
員

の
数

備
考

平
成

２
０

年
度

「
環

境
保

全
戦

略
講

座
（

地
球

温
暖

化
防

止
分

野
）

」
の

業
務

委
託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
　

悟
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
1
月

1
8
日

特
定

非
営

利
活

動
法

人
　

気
候

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

　
代

表
　

浅
岡

　
美

恵
京

都
府

京
都

市
中
京

区
高

倉
通

四
条

上
る

高
倉

ビ
ル

3
0
5
番

　
本

業
務

は
、

受
講

者
に

対
し

、
地

球
温

暖
化

防
止

分
野

の
環

境
保

全
活

動
を

戦
略

的
に

実
施

す
る

た
め

の
知

識
を

提
供

す
る

も
の

で
あ

り
、

環
境

問
題

に
係

る
高

度
な

知
識

及
び

経
験

を
要

す
る

専
門

的
な

業
務

で
あ

る
た

め
、

あ
ら

か
じ

め
具

体
的

な
仕

様
を

定
め

る
こ

と
が

困
難

で
あ

り
、

価
格

に
よ

る
競

争
に

付
す

る
こ

と
が

適
当

で
な

い
た

め
企

画
競

争
を

行
い

、
企

画
審

査
委

員
会

に
よ

る
審

査
の

結
果

、
左

記
の

者
か

ら
提

出
さ

れ
た

企
画

書
案

が
本

業
務

の
目

的
に

最
も

適
切

と
の

判
断

に
よ

り
選

定
さ

れ
た

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
2

項
に

該
当

す
る

た
め

。
（

企
画

競
争

）

－
1
,
8
8
7
,
4
6
2

－
な

し

第
５

回
環

境
再

生
保

全
機

構
債

券
引

受
な

ら
び

に
募

集
取

扱
契

約

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
　

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
1
月

1
3
日

み
ず

ほ
証

券
株

式
会
社

代
表

取
締

役
　

横
尾
 
敬

介
東

京
都

千
代

田
区
大

手
町

一
丁

目
5

番
１

号

大
和

証
券

エ
ス

エ
ム

ビ
ー

シ
ー

株
式

会
社

代
表

取
締

役
　

吉
留
　

真
東

京
都

千
代

田
区
丸

の
内

一
丁

目
9

番
1
号

　
財

投
機

関
債

の
商

品
性

を
踏

ま
え

、
起

債
に

関
す

る
提

案
内

容
な

ど
を

総
合

的
に

評
価

す
る

必
要

が
あ

る
こ

と
か

ら
企

画
競

争
を

行
い

、
左

記
の

者
が

本
業

務
の

目
的

に
最

も
適

切
と

の
判

断
に

よ
り

選
定

さ
れ

た
こ

と
か

ら
、

会
計

規
程

第
4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
1
1
,
2
5
0
,
0
0
0

－
な

し

平
成

2
0
年

度
格

付
取

得
独

立
行

政
法

人
環

境
再

生
保

全
機

構
契

約
担

当
職

　
理

事
　

諏
訪

　
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
1
月

2
5
日

株
式

会
社

格
付

投
資

情
報

セ
ン

タ
ー

代
表

取
締

役
　

久
保
庭

 
啓

一
郎

東
京

都
中

央
区

日
本

橋
一

丁
目

4
番

１
号

　
初

回
債

よ
り

当
会

社
か

ら
格

付
を

取
得

し
て

お
り

、
投

資
家

に
対

す
る

継
続

的
な

情
報

提
供

が
必

要
と

い
う

観
点

か
ら

随
意

契
約

し
た

も
の

で
あ

り
、

会
計

規
程

第
4
5
条

第
1
項

に
該

当
す

る
た

め
。

－
1
,
5
0
0
,
0
0
0

－
な

し

随
意

契
約

に
係
る

情
報

の
公

表
（

物
品

役
務

等
）
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「
平

成
2
0
年

度
大

気
汚

染
防

止
推

進
月

間
キ

ャ
ン

ペ
ー

ン
」

に
係

る
情

報
宣

伝
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

 
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
1
月

1
9
日

株
式

会
社

　
朝

日
広

告
社

代
表

取
締

役
社

長
　

八
代

　
義

治
東

京
都

中
央

区
銀
座

7
-
1
6
-
1
2

 
 
本

事
業

は
、

毎
年

1
2
月

が
大

気
汚

染
防

止
推

進
月

間
で

あ
る

こ
と

を
普

及
啓

発
す

る
活

動
の

一
つ

と
し

て
実

施
す

る
も

の
で

あ
り

、
情

報
宣

伝
の

見
地

か
ら

の
意

見
を

踏
ま

え
て

、
新

聞
デ

ザ
イ

ン
の

作
成

や
新

聞
掲

載
、

そ
の

他
の

有
効

な
情

報
宣

伝
活

動
を

行
う

専
門

的
な

業
務

で
あ

る
た

め
、

あ
ら

か
じ

め
具

体
的

な
仕

様
を

定
め

る
こ

と
が

困
難

で
あ

り
、

価
格

に
よ

る
競

争
に

付
す

る
こ

と
が

適
当

で
な

い
た

め
企

画
競

争
を

行
い

、
選

定
委

員
会

に
よ

る
審

査
の

結
果

、
左

記
の

者
か

ら
提

出
さ

れ
た

企
画

書
案

が
本

業
務

の
目

的
に

も
っ

と
も

適
切

と
の

判
断

に
よ

り
選

定
さ

れ
た

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
2

項
に

該
当

す
る

た
め

。
（

企
画

競
争

）

－
1
6
,
0
0
0
,
0
0
0

－
な

し

「
環

境
改

善
事

業
に

関
す

る
基

礎
調

査
」

に
係

る
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

 
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
1
月

1
9
日

株
式

会
社

環
境

計
画

研
究

所
代

表
取

締
役

　
神

山
　

敏
東

京
都

府
中

市
宮
町

2
-
1
5
-
1
3

 
本

業
務

は
、

次
期

中
期

計
画

を
策

定
す

る
た

め
に

必
要

と
な

る
基

礎
資

料
の

整
理

・
分

析
等

を
行

う
も

の
で

あ
り

、
環

境
改

善
事

業
に

関
す

る
資

料
の

選
定

、
分

析
等

を
行

う
専

門
的

な
業

務
で

あ
る

た
め

、
あ

ら
か

じ
め

具
体

的
な

仕
様

を
定

め
る

こ
と

が
困

難
で

あ
り

、
価

格
に

よ
る

競
争

に
付

す
る

こ
と

が
適

当
で

な
い

た
め

企
画

競
争

を
行

い
、

選
定

委
員

会
に

よ
る

審
査

の
結

果
、

左
記

の
者

か
ら

提
出

さ
れ

た
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
も

っ
と

も
適

切
と

の
判

断
に

よ
り

選
定

さ
れ

た
こ

と
か

ら
、

会
計

規
程

第
4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
9
,
4
0
0
,
0
0
0

－
な

し

「
ぜ

ん
息

等
ア

レ
ル

ギ
－

に
悪

影
響

を
及

ぼ
す

ア
レ

ル
ゲ

ン
“

ダ
ニ

”
に

特
化

し
た

映
像

等
」

の
制

作
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

 
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
1
月

1
9
日

東
芝

デ
ジ

タ
ル

フ
ロ

ン
テ

ィ
ア

株
式

会
社

代
表

取
締

役
社

長
　

羽
鳥

　
直

也
東

京
都

品
川

区
東
品

川
2
-
6
-
4

　
本

業
務

は
、

ぜ
ん

息
予

防
の

た
め

の
環

境
整

備
の

重
要

性
に

つ
い

て
、

ダ
ニ

の
生

態
や

ダ
ニ

が
ぜ

ん
息

へ
与

え
る

影
響

、
ア

レ
ル

ゲ
ン

対
策

な
ど

を
視

聴
者

に
よ

り
分

か
り

や
す

く
伝

え
る

必
要

か
ら

、
視

覚
効

果
の

あ
る

ア
ニ

メ
ー

シ
ョ

ン
や

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

・
グ

ラ
フ

ィ
ッ

ク
ス

等
を

活
用

す
る

専
門

的
な

業
務

で
あ

る
た

め
、

あ
ら

か
じ

め
具

体
的

な
仕

様
を

定
め

る
こ

と
が

困
難

で
あ

り
、

価
格

に
よ

る
競

争
に

付
す

る
こ

と
が

適
当

で
な

い
た

め
企

画
競

争
を

行
い

、
選

定
委

員
会

に
よ

る
審

査
の

結
果

、
左

記
の

者
か

ら
提

出
さ

れ
た

企
画

書
案

が
本

業
務

の
目

的
に

も
っ

と
も

適
切

と
の

判
断

に
よ

り
選

定
さ

れ
た

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
1
9
,
0
0
0
,
0
0
0

-
な

し

(
注

１
）

　
公

表
対

象
契

約
が

単
価

契
約

で
あ

る
場

合
に

は
、

契
約

金
額

欄
に

契
約

単
価

ま
た
は

予
定

調
達

総
額

を
記

載
す

る
と

と
も

に
、

備
考

欄
に

単
価

契
約

で
あ
る

旨
及

び
契

約
金

額
欄

に
単

価
を

記
載

し
た

場
合

に
は

予
定

調
達

総
額

を
記

載
す

る
。

(
注

２
）

　
必

要
が

あ
る

と
き

は
、

各
欄

の
配

置
を

著
し

く
変

更
す

る
こ

と
な

く
所

要
の

変
更
を

加
え

る
こ

と
そ

の
他

所
要

の
調

整
を

加
え

る
こ

と
が

で
き

る
。
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平
成

２
０

年
１

２
月

分

物
品

役
務

等
の

名
称

及
び

数
量

契
約

担
当

職
の

氏
名

及
び

所
在

地
契

約
を

締
結

し
た

日
契

約
の

相
手

方
の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

随
意

契
約

に
よ

る
こ

と
と

し
た

会
計

規
程

の
根

拠
条

文
及

び
理

由
（

企
画

競
争

又
は

公
募

）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

再
就

職
の

役
員

の
数

備
考

平
成

2
0
年

度
主

要
先

進
国

に
お

け
る

石
綿

健
康

被
害

救
済

に
関

す
る

調
査

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
諏

訪
 
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
2
月

1
8
日

東
京

海
上

日
動

リ
ス
ク

コ
ン

サ
ル

テ
ィ

ン
グ

株
式

会
社

代
表

取
締

役
社

長
 
上

垣
内

　
健

東
京

都
千

代
田

区
丸

の
内

１
－

２
－

１

　
本

業
務

は
、

ア
ス

ベ
ス

ト
疾

患
の

特
殊

性
に

鑑
み

、
海

外
の

主
要

先
進

国
に

お
け

る
石

綿
健

康
被

害
者

救
済

に
関

す
る

制
度

の
情

報
及

び
認

定
・

給
付

等
の

運
用

状
況

の
調

査
を

行
い

国
内

に
お

け
る

制
度

の
運

用
に

資
す

る
こ

と
を

目
的

と
す

る
た

め
、

あ
ら

か
じ

め
具

体
的

な
仕

様
を

定
め

る
こ

と
が

困
難

で
あ

り
、

価
格

に
よ

る
競

争
に

付
す

る
こ

と
が

適
当

で
な

い
た

め
企

画
競

争
を

行
い

、
左

記
の

者
か

ら
提

出
さ

れ
た

企
画

書
案

が
本

業
務

の
目

的
に

も
っ

と
も

適
切

と
の

判
断

に
よ

り
選

定
さ

れ
た

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
9
,
0
4
5
,
5
1
8

－
な

し

「
地

球
環

境
基

金
の

情
報

館
」

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

の
改

修
・

製
作

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
　

悟
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
2
月

1
日

株
式

会
社

毎
日

映
画

社
代

表
取

締
役

　
仁

科
　

邦
男

東
京

都
千

代
田

区
一

ツ
橋

1
-
1
-
1

本
業

務
は

、
Ｈ

Ｐ
を

通
じ

て
地

球
環

境
基

金
事

業
の

役
割

等
の

一
層

の
理

解
を

得
る

た
め

、
発

信
情

報
の

見
直

し
、

全
体

の
構

成
・

デ
ザ

イ
ン

、
操

作
性

等
を

向
上

す
る

こ
と

を
目

的
に

実
施

す
る

も
の

で
あ

り
、

情
報

通
信

に
関

す
る

高
度

な
技

術
を

要
す

る
専

門
的

な
業

務
で

あ
る

た
め

、
あ

ら
か

じ
め

具
体

的
な

仕
様

を
定

め
る

こ
と

が
困

難
で

あ
り

、
価

格
に

よ
る

競
争

に
付

す
る

こ
と

が
適

当
で

な
い

た
め

企
画

競
争

を
行

い
、

左
記

の
者

か
ら

提
出

さ
れ

た
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
最

も
適

切
と

の
判

断
に

よ
り

選
定

し
た

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
6
,
1
1
6
,
0
0
0

－
な

し

平
成

２
０

年
度

「
環

境
保

全
戦

略
講

座
（

生
物

多
様

性
保

全
分

野
）

」
の

業
務

委
託

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
冨

岡
　

悟
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
2
月

9
日

熱
帯

林
行

動
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
事

務
局

長
　

原
田
　

公
東

京
都

新
宿

区
新
宿

1
-
2
3
-
1
6
　

第
二

得
丸

ビ
ル

3
Ｆ

本
業

務
は

、
受

講
者

に
対

し
、

生
物

多
様

性
保

全
分

野
の

環
境

保
全

活
動

を
戦

略
的

に
実

施
す

る
た

め
の

知
識

を
提

供
す

る
も

の
で

あ
り

、
環

境
問

題
に

係
る

高
度

な
知

識
及

び
経

験
を

要
す

る
専

門
的

な
業

務
で

あ
る

た
め

、
あ

ら
か

じ
め

具
体

的
な

仕
様

を
定

め
る

こ
と

が
困

難
で

あ
り

、
価

格
に

よ
る

競
争

に
付

す
る

こ
と

が
適

当
で

な
い

た
め

企
画

競
争

を
行

い
、

左
記

の
者

か
ら

提
出

さ
れ

た
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
最

も
適

切
と

の
判

断
に

よ
り

選
定

し
た

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
1
,
5
6
5
,
4
2
7

－
な

し

随
意

契
約

に
係
る

情
報

の
公

表
（

物
品

役
務

等
）
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ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

「
ぜ

ん
息

な
ど

の
情

報
館

」
リ

ニ
ュ

ー
ア

ル
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

 
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
2
月

2
日

ア
イ

テ
ッ

ク
阪

急
阪

神
株

式
会

社
代

表
取

締
役

社
長
　

河
原

　
伸

吉
大

阪
府

大
阪

市
福
島

区
海

老
江

1
-
1
-

3
1

　
本

業
務

は
、

ぜ
ん

息
や

Ｃ
Ｏ

Ｐ
Ｄ

（
慢

性
閉

塞
性

肺
疾

患
）

等
に

関
す

る
情

報
を

提
供

し
て

い
る

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

「
ぜ

ん
息

な
ど

の
情

報
館

」
を

リ
ニ

ュ
ー

ア
ル

す
る

も
の

で
、

医
療

・
保

健
等

関
連

分
野

の
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
を

企
画

・
制

作
し

た
豊

富
な

経
験

、
ま

た
、

ア
ク

セ
シ

ビ
リ

テ
ィ

に
関

す
る

ノ
ウ

ハ
ウ

な
ど

が
求

め
ら

れ
る

こ
と

か
ら

、
あ

ら
か

じ
め

具
体

的
な

仕
様

を
定

め
る

こ
と

が
困

難
で

あ
り

、
価

格
に

よ
る

競
争

に
付

す
る

こ
と

が
適

当
で

な
い

た
め

企
画

競
争

を
行

い
、

左
記

の
者

か
ら

提
出

さ
れ

た
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
も

っ
と

も
適

切
と

判
断

し
た

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
9
,
5
2
0
,
0
0
0

－
な

し

ぜ
ん

息
の

治
療

・
自

己
管

理
等

に
関

す
る

「
啓

発
用

下
敷

き
」

及
び

「
指

導
者

用
ク

リ
ア

ホ
ル

ダ
－

」
製

作
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

 
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
2
月

2
6
日

凸
版

印
刷

株
式

会
社

代
表

取
締

役
社

長
　

足
立

　
直

樹
東

京
都

台
東

区
台
東

1
-
5
-
1

　
本

業
務

は
、

ぜ
ん

息
児

に
自

分
の

病
気

や
治

療
に

関
す

る
自

己
管

理
の

必
要

性
を

自
覚

し
て

も
ら

う
た

め
の

「
啓

発
用

下
敷

き
」

及
び

ぜ
ん

息
児

等
の

保
健

指
導

に
携

わ
る

保
健

師
等

が
必

要
な

知
識

を
習

得
で

き
る

「
指

導
者

用
ク

リ
ア

ー
ホ

ル
ダ

ー
」

を
作

成
す

る
専

門
的

な
業

務
で

あ
る

た
め

、
あ

ら
か

じ
め

具
体

的
な

仕
様

を
定

め
る

こ
と

が
困

難
で

あ
り

、
価

格
に

よ
る

競
争

に
付

す
る

こ
と

が
適

当
で

な
い

た
め

企
画

競
争

を
行

い
、

左
記

の
者

か
ら

提
出

さ
れ

た
企

画
書

案
が

本
業

務
の

目
的

に
も

っ
と

も
適

切
と

判
断

し
た

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
9
,
9
4
4
,
0
0
0

－
な

し

制
度

離
脱

者
向

け
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
編

集
制

作
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

 
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
0
年

1
2
月

2
6
日

E
-
グ

ラ
フ

ィ
ッ

ク
ス
 
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

ズ
株

式
会

社
代

表
取

締
役

社
長
　

鈴
木

　
裕

東
京

都
三

鷹
市

牟
礼

6
-
2
5
-
2
8

本
業

務
は

、
制

度
離

脱
者

及
び

ぜ
ん

息
が

寛
解

し
た

人
を

対
象

に
、

セ
ル

フ
ケ

ア
を

通
じ

て
再

発
防

止
を

図
る

た
め

の
冊

子
を

制
作

す
る

専
門

的
な

業
務

で
あ

り
、

あ
ら

か
じ

め
具

体
的

な
仕

様
を

定
め

る
こ

と
が

困
難

で
あ

り
、

価
格

に
よ

る
競

争
に

付
す

る
こ

と
が

適
当

で
な

い
た

め
企

画
競

争
を

行
い

、
左

記
の

者
か

ら
提

出
さ

れ
た

企
画

書
案

が
本

業
務

の
目

的
に

も
っ

と
も

適
切

と
判

断
し

た
こ

と
か

ら
、

会
計

規
程

第
4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
4
,
7
2
5
,
0
0
0

－
な

し

(
注

１
）

　
公

表
対

象
契

約
が

単
価

契
約

で
あ

る
場

合
に

は
、

契
約

金
額

欄
に

契
約

単
価

ま
た
は

予
定

調
達

総
額

を
記

載
す

る
と

と
も

に
、

備
考

欄
に

単
価

契
約

で
あ
る

旨
及

び
契

約
金

額
欄

に
単

価
を

記
載

し
た

場
合

に
は

予
定

調
達

総
額

を
記

載
す

る
。

(
注

２
）

　
必

要
が

あ
る

と
き

は
、

各
欄

の
配

置
を

著
し

く
変

更
す

る
こ

と
な

く
所

要
の

変
更
を

加
え

る
こ

と
そ

の
他

所
要

の
調

整
を

加
え

る
こ

と
が

で
き

る
。
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平
成

２
１

年
１

月
分

物
品

役
務

等
の

名
称

及
び

数
量

契
約

担
当

職
の

氏
名

及
び

所
在

地
契

約
を

締
結

し
た

日
契

約
の

相
手

方
の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

随
意

契
約

に
よ

る
こ

と
と

し
た

会
計

規
程

の
根

拠
条

文
及

び
理

由
（

企
画

競
争

又
は

公
募

）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

再
就

職
の

役
員

の
数

備
考

平
成

２
０

年
度

被
認

定
者

に
関

す
る

医
学

的
所

見
等

の
解

析
調

査

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
理

事
　

諏
訪

　
茂

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

1
月

1
3
日

国
立

大
学

法
人

 
広
島

大
学

学
長

　
浅

原
　

利
正

広
島

県
東

広
島

市
鏡

山
１

－
３

－
２

　
本

業
務

は
環

境
省

と
締

結
し

た
「

平
成

2
0
年

度
被

認
定

者
に

関
す

る
医

学
的

所
見

等
の

解
析

お
よ

び
ば

く
露

状
況

調
査

事
業

」
の

う
ち

、
被

認
定

者
に

関
す

る
医

学
的

所
見

等
の

解
析

調
査

を
行

う
も

の
で

あ
る

。
　

本
調

査
の

実
施

に
当

っ
て

は
診

断
書

や
病

理
標

本
等

を
も

と
に

病
理

組
織

学
的

な
観

点
か

ら
の

詳
細

な
解

析
を

行
な

う
た

め
、

中
皮

腫
の

病
理

組
織

学
的

診
断

に
つ

い
て

最
も

知
見

を
有

し
て

い
る

者
が

属
し

て
い

る
当

該
者

以
外

を
契

約
相

手
方

と
し

て
実

施
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

４
５

条
第

１
項

に
該

当
す

る
た

め
。

－
1
,
4
4
5
,
0
3
3

－
な

し

平
成

2
0
年

度
汚

染
負

荷
量

賦
課

金
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
の

改
修

作
業

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

1
月

1
6
日

株
式

会
社

シ
ン

フ
ォ

ニ
ッ

ク
代

表
取

締
役

　
会

田
　

一
郎

東
京

都
渋

谷
区

恵
比

寿
1
-
1
9
-
1
9

恵
比

寿
ビ

ジ
ネ

ス
タ
ワ

ー
9
F

　
本

業
務

は
、

既
存

の
賦

課
金

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

を
改

修
及

び
更

新
す

る
も

の
で

あ
り

、
既

存
の

機
構

及
び

賦
課

金
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
の

作
成

、
運

営
、

管
理

を
受

注
し

、
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
の

統
一

性
を

考
慮

し
、

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

全
般

を
熟

知
し

て
い

る
左

記
の

者
以

外
を

契
約

の
相

手
方

と
し

て
実

施
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
1
項

に
該

当
す

る
た

め
。

－
1
,
2
6
3
,
5
7
0

－
な

し

「
か

わ
さ

き
エ

コ
ド

ラ
イ

ブ
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
2
0
0
9
」

の
運

営
業

務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

 
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

1
月

3
0
日

株
式

会
社

朝
日

広
告

社
代

表
取

締
役

社
長
　

八
代

　
義

治
東

京
都

中
央

区
銀
座

7
-
1
6
-
1
2

本
業

務
は

、
企

業
の

エ
コ

ド
ラ

イ
ブ

活
動

に
関

す
る

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

を
参

加
募

集
か

ら
当

日
運

営
ま

で
実

施
す

る
も

の
で

あ
り

、
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
参

加
者

の
確

保
、

及
び

企
業

の
エ

コ
ド

ラ
イ

ブ
活

動
の

普
及

推
進

に
資

す
る

企
画

案
を

求
め

る
こ

と
か

ら
、

あ
ら

か
じ

め
具

体
的

な
仕

様
を

定
め

る
こ

と
が

困
難

で
あ

り
、

価
格

に
よ

る
競

争
に

付
す

る
こ

と
が

適
当

で
な

い
た

め
企

画
競

争
を

行
い

、
左

記
の

者
か

ら
提

出
さ

れ
た

企
画

書
案

が
本

業
務

の
目

的
に

も
っ

と
も

適
切

と
判

断
し

た
こ

と
か

ら
、

会
計

規
程

第
4
5

条
第

2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

（
企

画
競

争
）

－
4
,
2
8
5
,
0
0
0

－
な

し

随
意

契
約

に
係
る

情
報

の
公

表
（

物
品

役
務

等
）
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「
ぜ

ん
息

予
防

の
た

め
の

ア
ト

ピ
ー

ハ
ン

ド
ブ

ッ
ク

」
の

制
作

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

 
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

1
月

3
0
日

株
式

会
社

ダ
イ

ナ
モ

代
表

取
締

役
　

藤
田
　

直
己

東
京

都
渋

谷
区

神
宮

前
3
-
1
8
-
6

　
本

業
務

は
、

乳
幼

児
期

の
ぜ

ん
息

予
防

の
た

め
、

ア
ト

ピ
ー

性
皮

膚
炎

か
ら

ぜ
ん

息
へ

の
移

行
を

防
ぐ

た
め

、
小

児
患

者
の

保
護

者
向

け
に

ア
ト

ピ
ー

性
皮

膚
炎

に
関

す
る

パ
ン

フ
レ

ッ
ト

を
新

規
に

制
作

す
る

専
門

的
な

業
務

で
あ

り
、

あ
ら

か
じ

め
具

体
的

な
仕

様
を

定
め

る
こ

と
が

困
難

で
あ

り
、

価
格

に
よ

る
競

争
に

付
す

る
こ

と
が

適
当

で
な

い
た

め
企

画
競

争
を

行
い

、
左

記
の

者
か

ら
提

出
さ

れ
た

企
画

書
案

が
本

業
務

の
目

的
に

最
も

適
切

と
判

断
し

た
こ

と
か

ら
、

会
計

規
程

第
4
5
条

第
２

項
に

該
当

す
る

た
め

。
（

企
画

競
争

）

－
4
,
4
0
0
,
0
0
0

－
な

し

(
注

１
）

　
公

表
対

象
契

約
が

単
価

契
約

で
あ

る
場

合
に

は
、

契
約

金
額

欄
に

契
約

単
価

ま
た
は

予
定

調
達

総
額

を
記

載
す

る
と

と
も

に
、

備
考

欄
に

単
価

契
約

で
あ
る

旨
及

び
契

約
金

額
欄

に
単

価
を

記
載

し
た

場
合

に
は

予
定

調
達

総
額

を
記

載
す

る
。

(
注

２
）

　
必

要
が

あ
る

と
き

は
、

各
欄

の
配

置
を

著
し

く
変

更
す

る
こ

と
な

く
所

要
の

変
更
を

加
え

る
こ

と
そ

の
他

所
要

の
調

整
を

加
え

る
こ

と
が

で
き

る
。
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平
成

２
１

年
２

月
分

物
品

役
務

等
の

名
称

及
び

数
量

契
約

担
当

職
の

氏
名

及
び

所
在

地
契

約
を

締
結

し
た

日
契

約
の

相
手

方
の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

随
意

契
約

に
よ

る
こ

と
と

し
た

会
計

規
程

の
根

拠
条

文
及

び
理

由
（

企
画

競
争

又
は

公
募

）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

再
就

職
の

役
員

の
数

備
考

民
間

競
争

入
札

に
よ

る
受

託
者

決
定

に
伴

う
委

託
業

務
関

連
オ

ン
ラ

イ
ン

シ
ス

テ
ム

の
改

修
作

業

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

2
月

1
9
日

富
士

通
株

式
会

社
　

官
公

庁
ソ

リ
ュ

ー
シ

ョ
ン

事
業
本

部
公

共
ネ

ッ
ト

ワ
ー
ク

事
業

本
部

長
笛

田
　

満
東

京
都

港
区

東
新
橋

1
-
5
-
2

　
本

作
業

は
、

既
存

の
委

託
業

務
関

連
オ

ン
ラ

イ
ン

シ
ス

テ
ム

の
改

修
を

行
う

も
の

で
あ

り
、

既
存

シ
ス

テ
ム

の
開

発
を

受
注

し
、

シ
ス

テ
ム

全
般

を
熟

知
し

て
い

る
左

記
の

者
以

外
を

契
約

の
相

手
方

と
し

て
実

施
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
1

項
に

該
当

す
る

た
め

。

7
,
3
8
0
,
0
0
0

6
,
1
4
6
,
7
0
0

8
3
.
3

な
し

「
お

母
さ

ん
の

た
め

の
ぜ

ん
息

Q
＆

A
」

の
増

刷
 
2
0
0
0
0
部

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

 
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

2
月

9
日

日
本

印
刷

株
式

会
社

代
表

取
締

役
社

長
　

猪
俣

　
公

雄
東

京
都

千
代

田
区
外

神
田

6
-
3
-
3

　
本

パ
ン

フ
レ

ッ
ト

の
増

刷
は

、
著

作
権

を
有

す
る

左
記

の
者

の
許

諾
が

得
ら

れ
な

か
っ

た
た

め
、

特
定

の
者

以
外

を
契

約
の

相
手

方
と

し
て

実
施

す
る

こ
と

が
困

難
で

あ
る

の
で

、
競

争
を

許
さ

な
い

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
1
項

に
該

当
す

る
た

め
。

-
2
,
0
5
0
,
7
0
0

-
な

し

「
ぜ

ん
息

電
話

相
談

室
」

ポ
ス

タ
－

原
稿

等
の

キ
ャ

ラ
ク

タ
－

使
用

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

 
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

2
月

2
7
日

株
式

会
社

読
売

エ
ー
ジ

ェ
ン

シ
ー

代
表

取
締

役
　

梅
山
　

英
次

郎
東

京
都

千
代

田
区
富

士
見

2
-
1
-
1
2

　
本

業
務

は
、

平
成

１
９

年
度

に
実

施
し

た
ぜ

ん
息

電
話

相
談

に
係

る
新

聞
広

告
、

交
通

広
告

、
ち

ら
し

等
で

使
用

し
た

ポ
ス

タ
ー

原
稿

の
キ

ャ
ラ

ク
タ

ー
に

つ
い

て
、

平
成

１
９

年
度

の
認

知
経

路
の

デ
ー

タ
結

果
な

ど
も

踏
ま

え
、

平
成

２
０

年
度

の
交

通
広

告
、

ち
ら

し
等

に
お

い
て

引
き

続
き

使
用

す
る

も
の

で
あ

る
。

契
約

の
相

手
方

に
つ

い
て

は
、

キ
ャ

ラ
ク

タ
ー

本
人

の
代

理
人

で
あ

り
、

当
該

サ
ー

ビ
ス

を
引

き
続

き
提

供
す

る
こ

と
が

出
来

る
唯

一
の

相
手

方
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
1
項

に
該

当
す

る
た

め
。

-
3
,
5
0
0
,
0
0
0

-
な

し

随
意

契
約

に
係
る

情
報

の
公

表
（

物
品

役
務

等
）

(
注

１
）

　
公

表
対

象
契

約
が

単
価

契
約

で
あ

る
場

合
に

は
、

契
約

金
額

欄
に

契
約

単
価

ま
た
は

予
定

調
達

総
額

を
記

載
す

る
と

と
も

に
、

備
考

欄
に

単
価

契
約

で
あ
る

旨
及

び
契

約
金

額
欄

に
単

価
を

記
載

し
た

場
合

に
は

予
定

調
達

総
額

を
記

載
す

る
。

(
注

２
）

　
必

要
が

あ
る

と
き

は
、

各
欄

の
配

置
を

著
し

く
変

更
す

る
こ

と
な

く
所

要
の

変
更
を

加
え

る
こ

と
そ

の
他

所
要

の
調

整
を

加
え

る
こ

と
が

で
き

る
。
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平
成

２
１

年
３

月
分

物
品

役
務

等
の

名
称

及
び

数
量

契
約

担
当

職
の

氏
名

及
び

所
在

地
契

約
を

締
結

し
た

日
契

約
の

相
手

方
の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

随
意

契
約

に
よ

る
こ

と
と

し
た

会
計

規
程

の
根

拠
条

文
及

び
理

由
（

企
画

競
争

又
は

公
募

）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（

円
）

落
札

率
(
%
)

再
就

職
の

役
員

の
数

備
考

石
綿

健
康

被
害

救
済

業
務

に
お

け
る

個
人

情
報

保
護

高
度

化
及

び
情

報
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
対

策
実

施
に

係
る

支
援

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
 
　

理
事

　
諏

訪
　

茂
神

奈
川

県
川

崎
市

幸
区

大
宮

町
1
3
1
0

平
成

2
1
年

3
月

1
6
日

グ
ロ

ー
バ

ル
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
エ

キ
ス

パ
ー

ト
株

式
会

社
代

表
取

締
役

　
相

原
　

秀
明

東
京

都
千

代
田

区
麹

町
5
-
4

　
本

業
務

は
、

個
人

情
報

保
護

及
び

情
報

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

対
策

に
つ

い
て

高
度

か
つ

専
門

的
な

技
術

お
よ

び
知

識
を

必
要

と
す

る
た

め
、

価
格

の
み

に
よ

る
競

争
に

付
す

る
こ

と
は

適
当

で
な

く
、

ま
た

、
適

切
に

業
務

を
実

施
す

る
た

め
の

具
体

的
な

仕
様

を
定

め
る

に
は

専
門

的
知

識
、

経
験

が
必

要
と

さ
れ

る
こ

と
か

ら
機

構
に

お
い

て
作

成
す

る
こ

と
は

困
難

な
た

め
企

画
競

争
を

行
い

、
左

記
の

者
か

ら
提

出
さ

れ
た

企
画

書
案

が
最

も
優

れ
て

い
る

と
の

判
断

に
よ

り
選

定
さ

れ
た

こ
と

か
ら

、
会

計
規

程
第

4
5
条

第
2
項

に
該

当
す

る
た

め
。

(
企

画
競

争
）

－
1
2
,
3
3
0
,
0
0
0

－
な

し

複
数

年
度

契
約

平
成

2
0
年

度
分

8
2
5
,
0
0
0
円

平
成

2
1
年

度
分

1
1
,
5
0
5
,
0
0
0
円

低
公

害
車

ハ
ン

ド
ブ

ッ
ク

「
T
H
E
　

C
A
R
　

O
F
　

N
O
W
」

増
刷

業
務

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構

契
約

担
当

職
　

理
事

　
斉

藤
　

照
夫

神
奈

川
県

川
崎

市
幸

区
大

宮
町

1
3
1
0

平
成

2
1
年

3
月

1
1
日

有
限

会
社

　
ノ

ベ
ル

取
締

役
　

鈴
木

　
直

哉
東

京
都

港
区

赤
坂
3
-
1

本
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
の

増
刷

は
、

著
作

権
を

有
す

る
左

記
の

者
の

許
諾

が
得

ら
れ

な
か

っ
た

た
め

、
特

定
の

者
以

外
を

契
約

の
相

手
方

と
し

て
実

施
す

る
こ

と
が

困
難

で
あ

る
の

で
、

競
争

を
許

さ
な

い
こ

と
か

ら
、

会
計

規
程

第
4
5
条

第
1
項

に
該

当
す

る
た

め
。

－
1
,
1
0
6
,
6
0
0

－
な

し

随
意

契
約

に
係
る

情
報

の
公

表
（

物
品

役
務

等
）

(
注

１
）

　
公

表
対

象
契

約
が

単
価

契
約

で
あ

る
場

合
に

は
、

契
約

金
額

欄
に

契
約

単
価

ま
た
は

予
定

調
達

総
額

を
記

載
す

る
と

と
も

に
、

備
考

欄
に

単
価

契
約

で
あ
る

旨
及

び
契

約
金

額
欄

に
単

価
を

記
載

し
た

場
合

に
は

予
定

調
達

総
額

を
記

載
す

る
。

(
注

２
）

　
必

要
が

あ
る

と
き

は
、

各
欄

の
配

置
を

著
し

く
変

更
す

る
こ

と
な

く
所

要
の

変
更
を

加
え

る
こ

と
そ

の
他

所
要

の
調

整
を

加
え

る
こ

と
が

で
き

る
。
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資 料 編 

 

資料－５ 

規定改正の概要 

                          ※ 表中アンダーラインが改正部分 

改正後 改正前 

【談合等の不正行為に係る違約金等】（新規） 
談合等の不正行為による損害の回復等を目的と

して、「談合等の不正行為に係る違約金等に関する

達」を制定。   〔平成 20 年 11 月 1 日施行〕

 

【包括的随意契約】 

会計規程実施細則第 52 条 （略） 

(1)～(7) （略） 

(8) 削除    〔平成 21 年 4 月 1 日施行〕

 

 

【複数年度契約】（新規） 

契約事務取扱細則第３条の２ 契約担当職等は、

契約の性質又は目的により必要と認めるときは、

複数年度にわたる契約を締結することができる。

〔平成 21 年 4 月 1 日施行〕

 

【入札公告期間】 

契約事務取扱細則第７条 契約担当職等は、一般

競争に付そうとするときは、次の各号に掲げる事

項を入札期日の前日から起算して少なくとも 10

日前に掲示その他の方法により公告しなければ

ならない。ただし、急を要する場合には、その期

間を５日までに短縮することができる。 

〔平成 21 年 4 月 1 日施行〕

 

【総合評価落札方式】（新規） 

契約事務取扱細則第 20 条 契約担当職等は、契約

の目的に応じ、予定価格の制限の範囲内において

最低又は最高の価格の入札をした者を落札者と

しなければならない。（以下略） 

２ 契約の性質又は目的から前項の規定により難

い契約については、同項の規定にかかわらず、価

格及びその他の条件が機構にとって最も有利な

もの（同項ただし書の場合にあっては、次に有利

なもの）をもって申し込みをした者を契約の相手

方とすることができる。 

３ （略） 

〔平成 21 年 4 月 1 日施行〕

 

 

 

 

 

【包括的随意契約】 

会計規程実施細則第 52 条 （略） 

(1)～(7) （略） 

(8) 前各号に規定するもののほか、業務運営上

特に必要があるとき。 

 

 

 

 

 

 

 

【入札公告期間】 

契約事務取扱細則第７条 契約担当職等は、一般

競争に付そうとするときは、次の各号に掲げる事

項を入札期日の前日から起算して少なくとも 10

日前に掲示その他の方法により公告しなければ

ならない。ただし、急を要する場合には、その期

間を短縮することができる。 

 

 

【総合評価落札方式】 

契約事務取扱細則第 20 条 契約担当職等は、契約

の目的に応じ、予定価格の制限の範囲内において

最低又は最高の価格の入札をした者を落札者と

しなければならない。（以下略） 

 

 

 

 

 

 

２ （略） 
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資 料 編 

 

資料－６ 
 

申告方式別申告事業所数の推移及びオンライン申告の概念図 

 

１．申告方式別申告事業所数の推移 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．オンライン申告の概念図 

   

平成 20 年度申告者数 8,391 件（本部 6,436 件 支部 1,955 件） 

事業所 機構

ＤＢサーバ

電子申告等

届出書

代表者印

認証情報

申告情報

登録情報

認証情報

申告様式ファイル

機構提出用ファイル

事業所保管用
ファイル

Ｉｎ
ｔｅ

ｒＮ
ｅ
ｔ

オ
ン
ラ
イ
ン
申
告
サ
イ
ト

電子申告等

届出書

代表者印

ＷＷＷサーバ

認証情報
（更新後）

認証情報
（更新後）

送信

記録

送信

記録

名称等変
更届出書

事業所 機構

ＤＢサーバ

電子申告等

届出書

代表者印

電子申告等

届出書

代表者印

電子申告等

届出書

代表者印

認証情報

申告情報

登録情報

認証情報

登録情報

認証情報認証情報

申告様式ファイル

機構提出用ファイル

事業所保管用
ファイル

事業所保管用
ファイル

Ｉｎ
ｔｅ

ｒＮ
ｅ
ｔ

オ
ン
ラ
イ
ン
申
告
サ
イ
ト

電子申告等

届出書

代表者印

電子申告等

届出書

代表者印

ＷＷＷサーバ

認証情報
（更新後）

認証情報
（更新後）

送信

記録

送信

記録

送信

記録

送信

記録

名称等変
更届出書

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

件

ｵﾝﾗｲﾝ - - - - 837 984 1 ,1 15 1 ,2 35 1 ,3 61 1 ,5 08

FD 1 ,0 45 1 ,8 32 2 ,4 84 2 ,9 63 2 ,5 60 2 ,603 2 ,6 65 2 ,7 23 2 ,7 76 2 ,7 42

紙 7 ,709 6 ,8 86 6 ,1 93 5 ,6 66 5 ,1 74 4 ,925 4 ,6 93 4 ,4 80 4 ,2 77 4 ,1 41

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

18％

33％

49％

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

件

ｵﾝﾗｲﾝ - - - - 837 984 1 ,1 15 1 ,2 35 1 ,3 61 1 ,5 08

FD 1 ,0 45 1 ,8 32 2 ,4 84 2 ,9 63 2 ,5 60 2 ,603 2 ,6 65 2 ,7 23 2 ,7 76 2 ,7 42

紙 7 ,709 6 ,8 86 6 ,1 93 5 ,6 66 5 ,1 74 4 ,925 4 ,6 93 4 ,4 80 4 ,2 77 4 ,1 41

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

18％

33％

49％
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資 料 編 

 

資料－７ 

 
一般管理費及び運営費交付金を充当する事業費の計数（20 年度） 

 
（単位：百万円） 

 
 

１．一般管理費 
 
 

業務実績報告書（Ｐ21,22）  計画予算（Ｐ98） 
 

石綿以外  1,450   一般管理費  602 
石綿              182   人件費        1,030 

 
         計   1,632    計        1,632 
 
                   一致 
 
 
２．運営費交付金を充当する事業費 
 

①公害健康被害補償予防業務勘定 
 

業務経費    59,452 ・・・・・・・・Ｐ99 
  補償業務費納付金等  51,946 
  補償業務費    276 
  予防事業費    7,231 
  
 

②基金勘定 
 

業務経費    1,549 ・・・・・・・・Ｐ100 
地球環境基金業務費    798 
ＰＣＢ処理業務費    727 
維持管理積立金業務費        23 

 
 

③承継勘定 
 

業務経費          230 ・・・・・・・・Ｐ100 
 
 
 
（注）    は、運理費交付金を充当する事業費である。 
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     平成２０年度環境に配慮した物品・役務の調達状況

分 野 ①　目標値 ②　総調達量
⑨
備
考

＝④/① ⑥　調達量

(第１四半
期調達分）

(第２～第４
四半期分）

＝③/② （一部＝③/①）
③の内

数

紙 類 (8) 100 % 4038 kg 4038 kg 2334 kg 1635 kg 100 % 100 % 0 kg 0 kg

100 % 0 kg 0 kg 0 kg 0 kg % % 0 kg 0 kg

100 % 0 kg 0 kg 0 kg 0 kg % % 0 kg 0 kg

100 % 0 kg 0 kg 0 kg 0 kg % % 0 kg 0 kg

100 % 11 kg 11 kg 0 kg 2 kg 100 % 100 % 8 kg 0 kg

100 % 0 kg 0 kg 20 kg 0 kg % % 0 kg 0 kg

100 % 0 kg 0 kg 0 kg 0 kg % % 0 kg 0 kg

100 % 0 kg 0 kg 0 kg 0 kg % % 0 kg 0 kg

文具類(81) 100 % 96 本 96 本 本 本 100 % 100 % 70 本 0 本

100 % 140 個 140 個 個 個 100 % 100 % 100 個 0 個

100 % 152 本 152 本 本 本 100 % 100 % 94 本 0 本

100 % 488 本 488 本 本 本 100 % 100 % 115 本 0 本

100 % 0 本 0 本 本 本 % % 0 本 0 本

100 % 8 個 8 個 個 個 100 % 100 % 7 個 0 個

100 % 18 個 18 個 個 個 100 % 100 % 3 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 1 個 1 個 個 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 33 個 33 個 個 個 100 % 100 % 14 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 2 個 2 個 個 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 21 個 21 個 個 個 100 % 100 % 1 個 0 個

100 % 162 個 162 個 0 個 0 個 100 % 100 % 47 個 0 個

100 % 27 個 27 個 個 個 100 % 100 % 9 個 0 個

100 % 4 個 4 個 個 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 96 個 96 個 個 個 100 % 100 % 46 個 0 個

100 % 6 個 6 個 個 個 100 % 100 % 6 個 0 個

100 % 13 個 13 個 0 個 0 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 205 個 205 個 個 個 100 % 100 % 130 個 0 個

100 % 90 個 90 個 0 個 0 個 100 % 100 % 57 個 0 個

100 % 220 個 220 個 0 個 0 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 3 個 3 個 個 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 24 個 24 個 個 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 1 個 1 個 個 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 3 個 3 個 個 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 5 個 5 個 個 個 100 % 100 % 5 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 24 個 24 個 個 個 100 % 100 % 2 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 0 個 0 個 % % 0 個 0 個

100 % 60 個 60 個 個 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 33 個 33 個 個 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 0 台 0 台 台 台 % % 0 台 0 台

100 % 5 個 5 個 個 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 1 個 1 個 個 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 24 個 24 個 個 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

⑩　準特定調達
物品等の調達

量

③　特定調達
物品等

⑪　準特定調達
物品等の調達

量

印章セット

マーキングペン

鉛筆

スタンプ台

朱肉

トイレットペーパー

ティッシュペーパー

シャープペンシル

シャープペンシル替芯

ボールペン

印箱

公印

コピー用紙

フォーム用紙

インクジェットカラープリンター用塗工紙

ゴム印

印刷用紙（カラー用紙を除く）

ジアゾ感光紙

印刷用紙（カラー用紙）

品 目

判断の基準よ
り高い水準を
満足する物品
等を調達した

場合

④　特定調達
物品等の調達

率

⑤　目標達成
率

回転ゴム印

定規

トレー

両面粘着紙テープ

製本テープ

ブックスタンド

ペンスタンド

消しゴム

ステープラー

ステープラー針リムーバー

連射式クリップ（本体）

クリップケース

はさみ

マグネット（玉）

事務用修正具（テープ）

事務用修正具（液状）

クラフトテープ

粘着テープ（布粘着）

マグネット（バー）

メディアケース（ＦＤ・ＣＤ・ＭＯ用）

マウスパッド

ＯＡフィルター（枠あり）

テープカッター

パンチ（手動）

モルトケース（紙めくり用スポンジケース）

紙めくりクリーム

丸刃式紙裁断機

鉛筆削（手動）

OAクリーナー（ウエットタイプ）

OAクリーナー（液タイプ）

レターケース

ダストブロワー

絵筆

絵の具

墨汁

カッターナイフ

カッティングマット

デスクマット

OHPフィルム

⑧
主な
理由

⑦　調達
量

資料ー８

資　料　編

判断の基準を満足し
ない物品等を調達し

た場合
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分 野 ①　目標値 ②　総調達量
⑨
備
考

＝④/① ⑥　調達量

(第１四半
期調達分）

(第２～第４
四半期分）

＝③/② （一部＝③/①）
③の内

数

⑩　準特定調達
物品等の調達

量

③　特定調達
物品等

⑪　準特定調達
物品等の調達

量
品 目

判断の基準よ
り高い水準を
満足する物品
等を調達した

場合

④　特定調達
物品等の調達

率

⑤　目標達成
率

⑧
主な
理由

⑦　調達
量

判断の基準を満足し
ない物品等を調達し

た場合

100 % 2 個 2 個 個 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 60 個 60 個 個 個 100 % 100 % 30 個 0 個

100 % 8 個 8 個 個 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 6768 冊 6768 冊 冊 冊 100 % 100 % 4412 冊 0 冊

100 % 86 冊 86 冊 冊 冊 100 % 100 % 70 冊 0 冊

100 % 9328 個 9328 個 0 個 0 個 100 % 100 % 8697 個 0 個

100 % 0 個 0 個 0 個 0 個 % % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 0 個 0 個 % % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 108890 枚 108890 枚 25000 枚 0 枚 100 % 100 % 0 枚 0 枚

100 % 8000 枚 8000 枚 8000 枚 0 枚 100 % 100 % 0 枚 0 枚

100 % 5 個 5 個 0 個 0 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 110 冊 110 冊 0 冊 0 冊 100 % 100 % 30 冊 0 冊

100 % 297 個 297 個 0 個 0 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 176 個 176 個 0 個 0 個 100 % 100 % 16 個 0 個

100 % 160 個 160 個 0 個 0 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 9401 個 9401 個 0 個 0 個 100 % 100 % 1120 個 0 個

100 % 109 個 109 個 個 個 100 % 100 % 20 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 31 個 31 個 個 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 20 個 20 個 個 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 0 本 0 本 本 本 % % 0 本 0 本

100 % 0 kg 0 kg kg kg % % 0 kg 0 kg

オフ ィ ス家
具 等 (10) 100 % 3 脚 3 脚 脚 脚 100 % 100 % 0 脚 0 脚

100 % 3 台 3 台 台 台 100 % 100 % 0 台 0 台

100 % 21 連 21 連 連 連 100 % 100 % 0 連 0 連

100 % 8 台 8 台 台 台 100 % 100 % 0 台 0 台

100 % 0 台 0 台 台 台 % % 0 台 0 台

100 % 1 台 1 台 台 台 100 % 100 % 1 台 0 台

100 % 1 台 1 台 台 台 100 % 100 % 0 台 0 台

100 % 1 個 1 個 個 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

Ｏ Ａ 機 器
(17) 購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 14 台 14 台 台 台 0 台

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 14 台 14 台 台 台 0 台

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 200 台 200 台 台 台 0 台

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 200 台 200 台 台 台 0 台

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

ノートパ
ソコン

チョーク

グラウンド用白線

電
子
計
算
機

電子計算機合
計

黒板

ホワイトボード

コピー機等合
計

拡張性
デジタル
コピー機

デスク
トップパ
ソコン

名札（衣服取付型・首下げ型）

コ
ピ
ー

機
等

黒板拭き

ホワイトボード用イレーザー

リサイクルボックス

缶・ボトルつぶし機（手動）

名札（机上用）

鍵かけ(フックを含む)

棚

収納用什器（棚以外）

コピー機

複合機

%

%%

付箋フィルム

のり（液状）（補充用を含む。）

バインダー

ファイリング用品

アルバム

つづりひも

のり（澱粉のり）（補充用を含む。）

のり（固形）

のり（テープ）

ファイル

ノート

タックラベル

パンチラベル

付箋紙

インデックス

カードケース

事務用封筒（紙製）

窓付き封筒（紙製）

けい紙・起案用紙

額縁

ごみ箱

いす

机

ローパーティション

コートハンガー

傘立て

掲示板

%100

100

%

%

8-2



分 野 ①　目標値 ②　総調達量
⑨
備
考

＝④/① ⑥　調達量

(第１四半
期調達分）

(第２～第４
四半期分）

＝③/② （一部＝③/①）
③の内

数

⑩　準特定調達
物品等の調達

量

③　特定調達
物品等

⑪　準特定調達
物品等の調達

量
品 目

判断の基準よ
り高い水準を
満足する物品
等を調達した

場合

④　特定調達
物品等の調達

率

⑤　目標達成
率

⑧
主な
理由

⑦　調達
量

判断の基準を満足し
ない物品等を調達し

た場合

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

購入 2 台 2 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

購入 2 台 2 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

100 % 613 個 613 個 個 個 100 % 100 % 0 個 0 個

146 個 146 個 個 個 100 % 100 % 12 個 0 個

0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 2 個 2 個 個 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 9 個 9 個 個 個 100 % 100 % 0 個 0 個

100 % 52 個 52 個 個 個 100 % 100 % 0 個 0 個
家 電 製 品

(5) 購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

温 水 器 等
(4) 購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

その他
の電子
計算機

シュレッダー

100 %

電気便座

%%

%

ストーブ

100

ヒートポンプ式電気
給湯器

%

%

%

%

%

%

電気冷蔵庫・冷凍
庫・冷凍冷蔵庫

ガス温水機器

%
デジタル印刷機

%

%

% %

%

%

%

%

%

%

%100 100

%

%

%

%

%
磁気ディスク装置

ディスプレイ

%

%

%

%

トナーカートリッジ

インクカートリッジ

一次電池又は小型充電式電池

一次電池のうち防災備蓄用品として調達したもの

電子式卓上計算機

ガスヒートポンプ式
冷暖房機

100

100

エアコンディショ
ナー

%

%
エ ア コ ン
デ ィ シ ョ
ナ ー 等 (3)

記録用メディア

%

100 %

100 %

100

%

%

ファクシミリ

スキャナ

プ
リ
ン
タ
等

100
プリンタ等合計

プリンタ

プリンタ
／ファク
シミリ兼
用機

テレビジョン受信機

100

100

100

100

100

100

100

100

%

%

%

%

%

%

%

%
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分 野 ①　目標値 ②　総調達量
⑨
備
考

＝④/① ⑥　調達量

(第１四半
期調達分）

(第２～第４
四半期分）

＝③/② （一部＝③/①）
③の内

数

⑩　準特定調達
物品等の調達

量

③　特定調達
物品等

⑪　準特定調達
物品等の調達

量
品 目

判断の基準よ
り高い水準を
満足する物品
等を調達した

場合

④　特定調達
物品等の調達

率

⑤　目標達成
率

⑧
主な
理由

⑦　調達
量

判断の基準を満足し
ない物品等を調達し

た場合

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

照 明 (5) Ｈｆインバータ方式器具 0 台 0 台 台 台

インバータ方式以外器具 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

100 % 0 台 0 台 台 台 % % 0 台 0 台

100 % 0 台 0 台 台 台 % % 0 台 0 台

高周波点灯専用形（Ｈｆ） 0 本 0 本 本 本

ﾗﾋﾟｯﾄﾞｽﾀｰﾄ形又はｽﾀｰﾀ形 0 本 0 本 本 本 0 本 0 本

LEDランプ 0 個 0 個 個 個 0 個 0 個

LED以外の電球形状ランプ 0 個 0 個 個 個 0 個 0 個

自 動 車 等
(5) 購入 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台

購入 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台

購入 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台

購入 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台

購入 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台

購入 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台

購入 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台

購入 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台

購入 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台

購入 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台

購入 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台

購入 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台

購入 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台

購入 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台

購入 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台

100 個 0 個 0 個 個 個 % 0 %

100 個 0 個 0 個 個 個 % 0 % 0 個 0 個

一

般

公

用

車

以

外

その他

ＥＴＣ対応車載器

100 %

LEDを光源とした内照式表示灯

燃料電池自動
車

その他

電気自動車

%

台

%

カーナビゲーションシステム

0

台

台

台

台

台

台

0

0

0

%

%

%

%

%

石油温水機器

%

%

%

%

%

%

%

%

%台

%

台

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

台 %

%

天然ガス自動
車

電気自動車

メタノール自動
車

LED照明器具

一

般

公

用

車

17年度低排出
75％低減かつ
低燃費

電球形状のランプ

蛍光灯照明器具

蛍光ランプ

0

100

ガス調理機器

0

0

100

0

0

100

100

0

0

0

0

台0 %

台

台

天然ガス自動
車

17年度低排出
50％低減かつ
低燃費

ハイブリッド自
動車

メタノール自動
車

17年度低排出
75％低減かつ
低燃費

ハイブリッド自
動車

燃料電池自動
車

%

%

%

%

%
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分 野 ①　目標値 ②　総調達量
⑨
備
考

＝④/① ⑥　調達量

(第１四半
期調達分）

(第２～第４
四半期分）

＝③/② （一部＝③/①）
③の内

数

判断の基準を満足し
ない物品等を調達し

た場合

⑦　調達
量

⑧
主な
理由

判断の基準よ
り高い水準を
満足する物品
等を調達した

場合

④　特定調達
物品等の調達

率

⑤　目標達成
率

品 目
⑩　準特定調達
物品等の調達

量

③　特定調達
物品等

⑪　準特定調達
物品等の調達

量

100 % 0 本 0 本 本 本 % % 0 本 0 本

100 % 0 ㍑ 0 ㍑ ㍑ ㍑ % % 0 ㍑ 0 ㍑

消 火 器 (1) 100 % 0 本 0 本 本 本 % % 0 本 0 本

制服・作業
服 (2) 100 % 0 着 0 着 着 着 % % 0 着 0 着

100 % 0 着 0 着 着 着 % % 0 着 0 着

100 % 0 枚 0 枚 枚 枚 % % 0 枚 0 枚

100 % 0 枚 0 枚 枚 枚 % % 0 枚 0 枚

100 % 0 ㎡ 0 ㎡ ㎡ ㎡ % % 0 ㎡ 0 ㎡

100 % 0 ㎡ 0 ㎡ ㎡ ㎡ % % 0 ㎡ 0 ㎡

100 % 0 ㎡ 0 ㎡ ㎡ ㎡ % % 0 ㎡ 0 ㎡

100 % 0 ㎡ 0 ㎡ ㎡ ㎡ % % 0 ㎡ 0 ㎡

購入 0 枚 0 枚 枚 枚 0 枚 0 枚

リース・レンタル（新規） 0 枚 0 枚 枚 枚 0 枚 0 枚

リース・レンタル（継続） 0 枚 0 枚 枚 枚 0 枚

購入 0 枚 0 枚 枚 枚 0 枚 0 枚

リース・レンタル（新規） 0 枚 0 枚 枚 枚 0 枚 0 枚

リース・レンタル（継続） 0 枚 0 枚 枚 枚 0 枚

購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台 0 台

購入 0 個 0 個 個 個 0 個 0 個

リース・レンタル（新規） 0 個 0 個 個 個 0 個 0 個

リース・レンタル（継続） 0 個 0 個 個 個 0 個

作 業 手 袋
(1) 100 % 0 組 0 組 組 組 % % 0 組 0 組

そ の 他 繊
維 製 品 (3) 購入 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台 0 台 0 台

リース・レンタル（継続） % 0 台 0 台 台 台 0 台

購入 % 0 枚 0 枚 枚 枚 0 枚 0 枚

リース・レンタル（新規） % 0 枚 0 枚 枚 枚 0 枚 0 枚

リース・レンタル（継続） % 0 枚 0 枚 枚 枚 0 枚

100 % 0 枚 0 枚 枚 枚 % % 0 枚 0 枚

設 備 (5) 100 kw 0 kw 0 kw kw kw % 0 %

100 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ ㎡ ㎡ % 0 %

100 kw 0 kw 0 kw kw kw % 0 %

食堂事業者が設置 0 台 0 台 台 台

購入 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（新規） 0 台 0 台 台 台

リース・レンタル（継続） 0 台 0 台 台 台

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

防 災 備 蓄
用 品 （ 11) 100 % 0 本 0 本 本 本 % % 0 本 0 本

（新規6品目) 100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

100 % 0 個 0 個 個 個 % % 0 個 0 個

公 共 工 事
(58) 別途

役 務 (13) 100 件 0 件 0 件 件 件 % 0 %

100 % 79 件 79 件 1 件 0 件 100 % 100 % 2 件 0 件

生ゴミ処理機設置 0 件 0 件 件 件

処理委託 0 件 0 件 件 件

100 件 0 件 0 件 件 件 % 0 %

0 件 件 件 % % 0 件

0 件 件 件

0 件 件 件

0 件 件 件

100 % 0 件 0 件 件 件 % % 0 件 0 件

100 % 0 件 0 件 件 件 % % 0 件 0 件

100 % 0 件 0 件 件 件 % % 0 件 0 件

100 % 0 件 0 件 件 件 % % 0 件 0 件

100 % 0 件 0 件 件 件 % % 0 件 0 件

100 % 0 件 0 件 件 件 % % 0 件 0 件

100 件 0 件 0 件 件 件 % 0 %

100 % 0 件 0 件 件 件 % % 0 件 0 件

備考）　本表は環境物品等の調達の推進等に関する法律に基づき、国の定めた基準に該当する特定物品の調達量等を取りまとめたものである。

%

%

%

%

%

%

%

%

庁舎等において営業を行う小売業務

100

100

100

100

100

集会用テント
（防災用を含む）

作業手袋（防災用を含む）

100

毛布（防災用を含
む）

ふとん

ベッドフレーム

マットレス

%

%

%

%

%

%

件

台

% 0

0 %

太陽光発電システム

節水機器

100

%

太陽熱利用システム

100

自ら設置

防球ネット

ブルーシート
（防災用を含む）

生ゴミ処
理機

カーテン

制服

布製ブラインド

消火器

%

%

%

%

インテリア・
寝 装 寝 具

(10)

清掃

植栽管理

エンジン洗浄

アルファ化米

庁舎管理

自動車専用タイヤ更生

省エネルギー診断

判断基準を要件として求めて発注したもの

乾パン

缶詰

部品交換を伴う整備（リユース・リビルド部品）

ペットボトル飲料水

食堂

害虫防除

蛍光灯機能提供業務

旅客輸送

輸配送

燃料電池

一般公用車用タイヤ

２サイクルエンジン油

織じゅうたん

タフテッドカーペット

タイルカーペット

作業服

件

レトルト食品

% 0

非常用携帯燃料

印刷

100

自動車整備

ニードルパンチカーペット
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資 料 編 

 

資料－９ 

平成２０年度環境配慮のための実行計画 

 

平成２０年４月１日 

 

独立行政法人環境再生保全機構は、「環境配慮に関する基本方針」に基づき平成２０年度の業務

活動がエネルギー及び資源の有効利用を図るものとなるよう、「環境物品等の調達の推進を図るた

めの方針」とともに、この実行計画を定め積極的に取り組むこととする。 

 

１．用紙類の使用量の節減 

(1) 資料の作成に当たっては、極力簡潔なものとする。 

(2) 印刷やコピー枚数は必要最小限とする。 

(3) コピーは両面コピーとする。 

(4) ミスコピー等により不要となった片面コピーの紙類は、情報の漏洩に留意の上、その裏面

をメモ用紙等に再利用する。 

(5) 個人保有の書類は極力削減し、担当スタッフ共通の書類としてファイリング、または、電

子情報として共有フォルダに保存する等保存書類の削減に努める。 

(6) ＬＡＮの活用により、機構内の連絡等の紙の配布は行わない。 

(7) 最終的に不要となった紙類は、分別回収ボックスに入れる。 

(8) 委託業務等の報告書は、必要最小限の部数に留める。 

(9) 使用用紙量を適宜把握し、職員に周知する。 

 

２．電気使用量の削減 

(1) 昼休みにパソコンの電源を切る。 

(2)  パソコンの電源を切る場合、主電源スイッチのある機器についてはそのスイッチも切る。 

(3) 昼休み及び帰宅時に FAX 機能のないプリンタ又はコピー機の電源を切る。 

(4) 執務室内は昼休みに消灯する。また、各部において帰宅時に各部関係の電灯は消して帰る。 

(5) 夏季においては、服装の軽装化の励行により適温確保を図る。 

(6) 冬季においては、暖房に頼り過ぎず働きやすく暖い服装にすることにより適温確保を図る。 

(7) 電気使用量を毎月把握し、職員に周知する。 

 

３．役職員に対する環境教育の推進 

役職員に対して、環境保全等に関する研修を実施する。 

 

４．受託業者に対する働きかけ 

機構が発注する事業等については、適切な環境保全の取組みがなされるように、入札時およ

び発注時に必要な事項を盛り込む。 

 

５．その他環境への配慮事項 

(1)上水使用の節減を励行する。 

(2)超過勤務の削減等により、タクシーの使用量を削減する。 

(3)冷蔵庫の廃棄の際に、業者に冷媒を回収・破壊させる。 

 

６．削減目標 

平成２０年度の用紙使用量及び電気使用量の削減目標量を次のように定める。 

(1) 用紙使用量：平成１８年度比で増加させないよう努める。 

(2) 電気使用量：平成１８年度比で２％削減する。 

なお、電気使用量については執務室内に設置する OA 機器及び照明等を対象とする。 
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資料－10　

　平成１８，１９，２０年度用紙使用量、電気使用量の実績

電気使用量（OA機器及び照明等）

225,975 Kwh 206,578 Kwh 190,956 Kwh

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

Kwh

20年
19年

18年

用紙使用量

2,517,743枚 2,485,213枚 2,408,998枚

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

枚

18年
20年

19年
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資 料 編 

 

資料－１１ 

独立行政法人環境再生保全機構がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出削減等のた

め実行すべき措置について定める実施計画 

平成２０年 １月 ８日 

 

「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置に

ついて定める計画」（平成１９年３月３０日閣議決定）及び「政府がその事務及び事業に

関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置について定める計画の実施要領」

（平成１９年３月３０日地球温暖化対策推進本部幹事会申合せ）が定められた。その中で

政府関係機関等においても同様な取組が行われることが期待されていることを踏まえ、独

立行政法人環境再生保全機構（以下「機構」という。）が自ら実行する具体的な措置に関

する実施計画を下記のとおり定める。 

 

記 

 
機構は独立行政法人環境再生保全機構法に基づき、旧公害健康被害補償予防協会の全て

の業務及び旧環境事業団の一部の業務を引き継いで平成１６年４月１日に発足した。 
 また、平成１８年には石綿健康被害救済業務が追加されたことに伴い、当該業務に対応

するため本部事務所を拡充するとともに大阪支部を移転した。 
機構は、「環境配慮のための実行計画」を平成１７年度から毎年度作成し、平成１８年

度には新規業務部門を除いて平成１６年度比で本部の電気使用量を４．８％削減した。平

成 
１９年度以降も削減努力を継続、強化し、目標年度である平成２２～２４年度の総排出量

を執務室内に設置するOA機器及び照明等を対象に平成１８年度比で３％削減することを

目標として、以下の取組を行うこととする。  
 
 

１．対象となる事務及び事業 

本計画の対象となる事務及び事業は、原則として、機構（本部及び支部）が行う事務及

び事業とする。 

 

２．対象期間 

本計画は、平成１９年度から平成２４年度までの期間を対象とし、その実施の状況、技

術の進歩等を踏まえ、必要に応じ見直しを行うものとする。 

 

３．措置の内容 

（１）財やサービスの購入・使用に当たっての配慮 
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資料－１１ 

ア  公共交通機関の利用の推進 

（ア） 機構事務所が公共交通機関の利用に至便な地にあることから、引き続き機構車

は保有しない。 

（イ） 業務時の移動においては、可能な限り鉄道、バス等公共交通機関の利用を推進

する。 

イ  環境物品等の調達の推進 

国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）に基づき、

｢環境物品等の調達の推進を図るための方針｣を定め、ホームページで公表するとと

もに、同方針に基づき、調達目標について、緊急時等を除き１００％達成する。 

ウ 用紙類の使用量の削減 

（ア）資料の作成に当たっては、極力簡素なものとする。 

（イ）印刷やコピー枚数は必要最小限とする。 

（ウ）コピーは両面コピーとする。 

（エ）ミスコピー等により不要となった片面コピーの紙類は、情報の漏洩に留意の上、  

その裏面をメモ用紙等に再利用する。 

（オ）個人保有の書類は極力削減し、担当スタッフ共通の書類としてファイリング、

または、電子情報として共有フォルダーに保存する等保存書類の削減に努める。 

（カ）ＬＡＮの活用により、機構内の連絡等の紙の配布は行わない。 

（キ）最終的に不要となった紙類は分別回収ボックスに入れる。 

（ク）委託業務等の報告書は、必要最小限の部数に留める。 

（ケ）使用用紙量を適宜把握する。 

エ 電気使用量の削減 

(ア) 昼休みにパソコンの電源を切る。 

(イ) パソコンの電源を切る場合、主電源スイッチのある機器についてはそのスイッチ

も切る。 

（ウ）コピー機、パソコン等の更新に当たっては、より省エネルギー消費効率の高い機

種に切り替える。 

（エ）昼休み及び帰宅時にＦＡＸ機能のないプリンター又はコピー機の電源を切る。 

（オ）執務室内は昼休みに消灯する。また、各課において帰宅時に各課関係の電灯は消

して帰る。 

(カ) 通路部分は消灯する。 

(キ) 夏季においては、服装の軽装化の励行等により適温確保を図る。 

（ク）冬季においては、暖房に頼り過ぎず働きやすく温かい服装にすること等により適

温確保を図る。 

（ケ）電気使用量を毎月把握する。 
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資料－１１ 

（２）受託業者に対する働きかけ 

機構が発注する事業等については、適切な環境保全の取組みがなされるように、入札

時及び発注時に必要な事項を盛り込む。 

 

（３）役職員に対する環境教育の推進 

役職員に対して、環境保全等に関する研修を実施する。 

 

（４）その他環境への配慮事項 

  ア 上水使用の節減を励行する。 

イ 超過勤務の削減等により、タクシーの使用量を削減する。 

ウ 冷蔵庫の廃棄の際には、フロン類が確実に回収されるよう適切な発注を行う。 

 

４．実施計画の実施状況の点検及び公表 

本計画の実施状況について、環境委員会において自主的に点検を行い、毎年成果を取りま

とめた上、環境報告書等適切な方法を通じ公表する。 
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資料－１１ 

 
【独立行政法人環境再生保全機構温室効果ガス削減計画】 

 
（単位） 

平成１６年度 平成１８年度 
平成22～24年度 

（18年度比） 

施設のエネルギ

ー使用 
Kg-CO2 75,394 82,890 80,403

電気 Kg-CO2 75,394 82,890 80,403

（電気使用

量） 
ｋＷh 

本部 194,521

支部  10,644

計  205,165

本部 199,115

支部  26,860

計  225,975

本部   193,141

支部     26,054

計    219,195

（電気の排出

係数） 
Kg-CO2/ｋＷh 

本部  0.368

支部  0.358

本部  0.368

支部  0.358

本部    0.368

支部    0.358

 

電気以外 Kg-CO2 0 0 0

その他 Kg-CO2 0 0 0

合   計 Kg-CO2 75,394 82,890
80,403

(△3％)

１．OA機器、照明等を対象としている。 

２．賃貸ビルの為、共用部分（廊下･トイレ等）のエネルギー使用量は共益費に含まれてお

り、算出困難なため、対象としていない。 

３．平成１８年に新規業務が追加されたことに伴い、当該業務に対応するため本部事務所

を拡充するとともに大阪支部を移転した。そのため、平成１８年度温室効果ガス排出量

は増加している。 

主な削減対策と削減量 

OA機器・照明灯の節電   2.5t-CO2 
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資料－１１ 

【過去３カ年間の温室効果ガス削減計画実績】 

 
（単位） 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

施設のエネルギー

使用 
Kg-CO2 82,890 86,559 79,788

電気 Kg-CO2 82,890 86,559 79,788

（電気使用量） ｋＷh 

本部 199,115

支部  26,860

計  225,975

本部 185,626 

支部  20,952 

計  206,578 

本部 167,763

支部  23,193

計  190,956

（電気の排出

係数） 
Kg-CO2/ｋＷh 

本部  0.368

支部  0.358

本部  0.425 

支部  0.366 

本部  0.425

支部  0.366

 

電気以外 Kg-CO2 0 0 0

その他 Kg-CO2 0 0 0

合   計 Kg-CO2 82,890 86,559 79,788

１．平成２０年度の「電気の排出係数」については、公表されていないため、平成１９年

度の数値（平成20年12月19日公表）を使用している。 

２．電気使用量は減少しているが、電気の排出係数が増加しているため、平成１９年度温

室効果ガス排出量は増加している。 
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資料－１２ 

ホームページのサイト別・月別利用状況 

（単位：件） 

アクセス数 比

38,088 35,597 35,872 37,114 37,556 34,820 39,492 37,556 40,768 44,199 42,548 40,165 463,775 306,784 151.17%

　ぜん息などの情報館 4,077 4,262 4,792 4,710 4,431 5,055 7,086 4,591 4,229 4,409 3,799 3,896 55,337 54,246 102.01%

　大気環境の情報館 3,607 5,365 6,058 5,192 5,062 3,756 5,809 5,373 3,624 3,926 4,193 2,706 54,671 85,863 63.67%

　地球環境基金の情報館 7,887 8,505 10,503 8,969 7,873 7,585 9,915 11,183 12,034 13,331 7,735 7,355 112,875 100,713 112.08%

　地球温暖化 9,568 17,091 24,857 30,139 34,297 14,184 14,015 13,125 13,070 16,138 13,519 7,257 207,260 312,067 66.42%

　エコカーワールド 764 3,777 2,879 1,492 1,245 1,500 1,496 1,026 940 1,095 1,117 996 18,327 12,603 145.42%

汚染負荷量賦課金の
ご案内

10,719 5,245 1,676 1,478 1,513 1,003 1,645 1,437 1,575 2,675 2,379 3,144 34,489 17,237 200.09%

石綿(アスベスト)健康被害
(救済給付の概要)

5,483 5,347 6,404 5,552 5,403 4,798 5,230 5,739 7,280 5,090 5,456 6,456 68,238 - -

石綿(アスベスト)健康被害
(拠出金の概要)

988 854 717 572 871 564 760 679 552 512 491 482 8,042 - -

　機構のご案内 2,927 2,527 2,302 2,289 2,596 2,107 2,229 1,786 2,047 2,400 2,189 2,137 27,536 31,552 87.27%

84,108 88,570 96,060 97,507 100,847 75,372 87,677 82,495 86,119 93,775 83,426 74,594 1,050,550 921,065 114.06%

合　計
１６年度

12月 1月 2月 3月8月 9月 10月 11月

合　　　　計

　トップページへのアクセス数

各
サ
イ
ト
の
ア
ク
セ
ス
数

4月 5月 6月 7月

平成20年度ホームページのサイト別・月別利用状況（グラフ）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

トップページ

ぜん息などの情報館

大気環境の情報館

地球環境基金の情報館

地球温暖化

エコカーワールド

汚染負荷量賦課金のご案内

石綿(アスベスト)健康被害(救済給付の概要)

石綿(アスベスト)健康被害(拠出金の概要)

機構のご案内

 

 

トップページアクセス数の推移 

（単位：件） 

平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

306,784 335,691 409,023 446,511 463,775 
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資料－１３ 

 

徴収率及び収納率を中期計画及び年度計画の指標とした理由 
  
１．徴収率について 

公害健康被害補償制度の基本的な考え方は、民事賠償責任を踏まえつつ、公害健康

被害者を迅速かつ公正に保護することにある。このため、公害健康被害者である被認

定者（平成 20 年度末 44,223 人）への医療費等の補償給付及びリハビリテーション等

の公害保健福祉事業に要する費用の８割を、汚染原因者に汚染負荷量賦課金として申

告・納付してもらい、その徴収業務を独立行政法人環境再生保全機構が行っている。 
 

 
［本制度の概要］ 
 
 
 
 
 
 
 
 

補償給付費・公害保健福祉事業費 
 
                    （約 518 億円） 
 
 
 

交付金 
 
 
 
 
               ８対２ 
 
 
 

                      

 

 
（汚染負荷量賦課金申告事業所数：8,506 事業所）       ※数字：20 年度実績 

（
受
給
者
） 補

償
給
付
の
支
給 

認
定
の
更
新
等 

汚
染
負
荷
量
賦
課
金
の
申
告
・
納
付 

独 立 行 政 法 人 環 境 再 生 保 全 機 構  

都道府県知事等 

既 被 認 定 者  

国ば
い
煙
発
生
施
設
等
設
置
者

自

動

車

 

 

自
動
車
重
量
税
収
の
一
部
引
当 
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資料－１３ 

 

毎年、環境省では被認定患者への必要な補償給付費額等を積算（徴収計画額）し、

賦課料率を決定している。一方、納付義務者は、硫黄酸化物排出量に基づき当該賦課

料率を乗じて汚染負荷量賦課金を算出し申告することとなっている。 
 

汚染負荷量賦課金の納付義務者は全国に散在しているため、全国各地に存在し、かつ業

種に関わりなく管轄地域の全ての事業者を把握している商工会議所の協力を得て、公害健

康被害補償制度と申告・納付に係る所要の説明を行っている。機構では、この申告・納付

説明会や個別の問い合わせ等を通じて、申告相談や申告・納付に係る質疑応答に答えるな

どにより、公害健康被害補償制度に対する不満の声が一部聞かれる中、本制度への理解を

深め、適正な申告が得られるよう努めている。 
 
また、機構では、申告・納付説明会に先立ち、各商工会議所の担当者に対して、毎年１

回研修会を開催し申告指導に対する事務処理方法等を伝授したり、申告・納付のための資

料の作成やホームページでの情報提供などを行っている。 
 

機構は、これらの努力を通じて、経済情勢の厳しい中、納付義務者を始めとする関係機

関・関係団体の理解と協力を得て、徴収計画額に見合った汚染負荷量賦課金の申告が適

正・公平に行われていることを示す指標として、徴収計画額に対する申告額（徴収決定

額）の割合を示す徴収率を平成 15 年度の水準を維持することを、中期計画及び年度計

画に定めたものである。 
 
 

２．収納率について 
収納率は、申告金額（徴収決定額）に対する収納済金額の割合である。 
納付義務者は、納付することを前提として申告していることから、毎年高い収納率

となっているが、上記１．のとおり、機構の様々な努力も、適正・公平な申告・納付

が行われている要因の一つであると考えている。 
 
なお、汚染負荷量賦課金の徴収は、国税の徴収の例により徴収する（公害健康被害

の補償等に関する法律第 57 条）という制度的担保を背景として、滞納者がある場合

は粘り強く納付督促を実施している。 
平成 20 年度末の汚染負荷量賦課金額の収納未済額は 288 万円であり、申告金額

41,561 百万円に対する収納率は 99.99％となっている。 
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                                   資 料 編 
 

                                   資料－１４－① 
 

資料－１４－②

汚染負荷量賦課金申告件数及び申告額の年度別推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
汚染負荷量賦課金の業種別申告額の年度別推移 

 
汚染負荷量賦課金の業種別申告額の年度別推移

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

年　度

申
告
金
額
（

百
万
円
）

その他

ﾊﾟﾙﾌﾟ紙加工品業

石油石炭製品業

化学工業

鉄鋼業

電気業

41,513

32.2%

17.7%

13.8%

10.0%

5.9%

20.4%

24.6%

7.2%

8.7%

13.8%

15.9%

29.8%

86,484

汚染負荷量賦課金申告件数及び申告額の年度別推移
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1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000
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件
数
（

件
）

旧指定地域申告額 その他地域申告額

申告件数（全国計） その他地域申告件数

旧指定地域申告件数

9,010件

34.1%

65.9%

86,484

そ の 他 地 域 申 告 額

旧 指 定 地 域 申 告 額

そ の 他 地 域 申 告 件 数

申 告 件 数 （ 全 国 計 ）

30.8%

69.2%

41,513

1,507件

 8,391件

 6,884件

12,785

28,728
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資料－１４－③ 

 

 

汚染負荷量賦課金の申告に係る報告とお願い 

 
独立行政法人環境再生保全機構 

 
納付義務者の皆様には、「公害健康被害の補償等に関する法律」の趣旨をご理解の

うえ、汚染負荷量賦課金の申告・納付にご協力いただきありがとうございます。 
さて、平成２１年度の汚染負荷量賦課金の申告書作成に当たり、次の点にご留意い

ただきたくお願い申し上げます。 
 
民間競争入札の結果についてのご報告 

独立行政法人環境再生保全機構（以下「機構」という。）は、平成２０年度に、競

争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５１号）及び

公共サービス改革基本方針（平成１９年１２月２４日閣議決定）に基づき、「公害健

康被害補償業務の徴収業務」に関する委託業務について民間競争入札を実施しまし

た。その結果、平成２１年度から平成２５年度までの間、日本商工会議所が当該委

託業務を実施することになりました。 
納付義務者の皆様には、昨年度と同様に管轄の各地商工会議所へ、申告等に関す

る相談や申告関係書類の提出を行っていただくことになっております。    
今回の民間競争入札制度を活用することにより、効率的な運営と全国的に均一な

サービスの提供が図られるものと期待しています。今後とも、機構は、徴収業務の

効率化を図って参りたいと考えています。 
 
申告内容の再点検についてのお願い 

平成２０年度の汚染負荷量賦課金の申告においては、申告内容に誤りのあるもの

が、平成１９年に比べ若干増加し約５％ありました。その内容は下図のとおりとな

っております。このような誤りに伴って申告額に変更が生じた場合は、修正申告等

が必要となります。 
申告書提出前に、今一度、記入漏れ、数値の転記、計算方法などが正しく行われ

ているか、再確認、係数の再点検などを綿密に行っていただけますようお願いしま

す。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
誤りの多い事例

転記誤り
21%

端数処理誤り
40%

計算誤り
13%

その他
13%

脱硫効率算定誤り
13%
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資料－１４－③ 

 

 

申告関係書類の保存義務についてのお願い 
汚染負荷量賦課金に関する書類は、５年間の保存義務（公害健康被害の補償等に

関する法律施行規程第 19 条）がありますが、納付義務者に対して実施している現

地調査において５年間の保存がなされていないケースが確認されています。 
納付義務者の皆様におかれましては、汚染負荷量賦課金に関する書類の保存につ

いて内部規程の整備状況及び保存状況の再点検・再確認を実施していただきますよ

うお願い申し上げます。 
（参考） 
大気汚染防止法に規定されている記録保存義務が３年であることから、汚染負荷量賦課金

に関する書類の保存期間も同様であると誤解したことが、上記の不適切な例の原因の一つで

あると推測されます。 
 
オンラインによる申告のお願い 
汚染負荷量賦課金の申告に当たりましては、現在、三通りの申告方法（用紙申告、

ＦＤ申告、オンライン申告）をご用意しているところですが、納付義務者の皆様方

の事務負担軽減の観点からオンラインによる申告を推奨しております。 
オンラインによる申告は、当機構へ事前登録をした上でインターネットを経由し

て申告を行うもので、押印の省略、計算誤り・入力漏れを防ぐなどのメリットがあ

り、申告書作成時の事務負担が軽減されます。オンライン申告の件数も、年々増加

しております。 
オンライン申告では、セキュリティ対策として、通信路上における盗聴防止のた

めに、暗号化技術としての標準である「１２８ビットＳＳＬ暗号化通信」を採用し

ています。 
機構は、平成２１年１月２３日にオンライン申告のお願い文書をオンライン申告

をされていない工場・事業場に送付しましたところ、新たに約７００件の事前登録

の依頼があり、既にオンライン申告のための認証情報を送付したところです。 
まだ、認証情報を取得されていない工場・事業場の皆様方におかれましては、是非

とも、平成２１年度の汚染負荷量賦課金申告につきましてオンラインによる申告をご

検討くださいますよう、よろしくお願い申し上げます。 
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資料－１５－① 

 

徴収業務の一部を商工会議所に委託している理由 

 

徴収業務の一部は、公害健康被害補償法（以下「旧公健法」という。）第 89 条に、納

付義務者が加入している団体で政令で定める団体に業務委託できる旨が規定され、政令

で定める団体として商工会議所法に定める商工会議所等が規定されていた。旧公害健康

被害補償予防協会（以下「旧公健協会」という。）は、同条の規定に基づき、公害健康

補償制度が発足した昭和 49 年度から環境庁長官及び通商産業大臣の認可を受け、156

の商工会議所と業務委託契約を行っていた。 

旧公健協会は平成 16 年４月に独立行政法人環境再生保全機構（以下「機構」という。）

に改組されたが、独立行政法人環境再生保全機構業務方法書第 54 条第３項に、旧公健

法の規定と同様の趣旨を明記しており、機構は、これに基づき商工会議所に業務委託を

行っている。 

 

なお、これらの条項が規定されたのは、汚染負荷量賦課金の徴収に当たっては、機構

自ら徴収するよりも、納付義務者が加入する団体においてこれを行う方が円滑かつ効率

的な実施が可能であると考えられたためである。 

商工会議所が納付義務者に対し申告納付期限（５月 15 日）までに申告するよう指

導や説得を実施していることが、これまで高い徴収率を達成している一因となって

いる。 

 

・委託項目 

主な委託項目は、 

ア） 申告書等の送付及び受理点検  

イ） 制度の普及宣伝 

ウ） 申告書等の提出要請 

エ） 申告・納付説明会等の開催 など 

 

・商工会議所へ委託することの理由 

① 汚染負荷量賦課金の納付義務者は全国に散在していることから、全国各地に存

在し、かつ業種に関わりなく管轄地域の全ての事業者を掌握しており、効率的

である。 

② 昭和 49 年度から業務委託しており、実績とノウハウが蓄積されている。 

③ 毎年度開催される申告・納付説明会や窓口相談の実施など、納付義務者に対す

る迅速な対応が可能である。 
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資料－１５－② 

 

汚染負荷量賦課金の徴収業務に係る民間競争入札手続の実施について 

 
独立行政法人環境再生保全機構が商工会議所に委託している公害健康被害補償業務の

徴収業務については、公共サービス改革基本方針（平成 19 年 12 月 24 日閣議決定）に基

づき、平成 21 年度から、民間競争入札制度を活用した契約により行うことになった。こ

の閣議決定を受け、機構では、平成 20 年度に次のように民間競争入札を進めた。 

 

１．競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年法律第 51 号）に基  

づき、民間競争入札実施要項案（以下「実施要項案」という。）を作成し、内閣府に設

置された官民入札等監理委員会の入札監理小委員会において、実施要項案を説明すると

ともに、8月 20 日～9月 8 日まで、実施要項案に係るパブリックコメントの意見募集を

実施した。 

 

２．10 月 27 日、パブリックコメントを踏まえて修正した実施要項案を内閣府・官民競争  

入札等監理委員会に附議し、了承された。 

 

３．了承された民間競争入札実施要項に基づき、11 月 4 日から入札公告を行うとともに、

全国的に業務展開している民間事業者 10 社に対しダイレクトメールで民間競争入札の

実施に係る情報提供を行い、11 月 18 日に入札説明会を実施した。その結果、3 社の入

札参加者があった。 

 

４．落札者の決定に当たっては、民間競争入札実施要項に基づき総合評価方式とし、1 月

23 日、外部有識者等を含めた評価委員会において、入札参加者による企画提案書のプレ

ゼンテーション及び審査を行い、2 月 2 日に開札を実施した。その結果、落札者は日本

商工会議所に決定した。 

 

５．今回の民間競争入札により、契約額（１年当り）が平成 20 年度委託費実績に対し７％

の減額となった。また、業務内容についても、政策評価・独立行政法人評価委員会から

の勧告を踏まえ、申告書等の点検や未申告督励業務の一部を新たに委託業務に追加した。 

 

６．従前の 156 商工会議所との個別委託契約から、日本商工会議所が各地商工会議所を

一括して管理・指示することになり、機構業務の効率化に寄与することになった。 
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資料－１６－① 

 

旧第一種被認定者数の年度別推移 
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補償給付費納付金の年度別推移 
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資料－１６－② 
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資料－１７ 

公害保健福祉事業費納付金の年度別推移 
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資料－18－① 

 

 
公害健康被害予防基金債券運用状況 

 
 
１．平成２０年度購入債券 
 

（単位：百万円、％） 
銘     柄 購入額 利回り 

①第 46 回日本政策投資銀行債券 200 1.70 
②第 35 回日本高速道路保有・債務返済機構債券 499 1.69 
③第 51 回日本政策投資銀行債券 1,000 1.84 
④第２１回都市再生債券 120 1.72 
⑤北海道電力㈱第 298 回社債 299 1.85 
⑥大阪市平成 20 年度第 7 回公募公債 450 1.73 

合   計 2,567  
  ※ ①から④の購入時の MDY の格付けは Aaa、⑤は Aa2、⑥は Aa1。 
 
 
２．債券別運用状況（平成２１年３月３１日現在） 

（単位：百万円、％） 
銘   柄 期末残高 構成割合 運用収入 平均利回り 

国 債 5,187 11.6 265 4.19 
地方債 10,331 23.1 195 1.73 
財投機関債 6,917 15.4 115 1.71 
政府保証債 6,482 14.5 126 1.79 
社 債 6,696 14.9 130 1.86 
コーラブル円建外債 9,200 20.5 308 3.35 

合 計 44,812 100.0 1,138 2.40 
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資料－１８－② 

 
平成 20 年 4 月 15 日 
予  防  事  業  部 

 
 

平成２０年度公害健康被害予防基金の運用方針について 
 

 
 
 平成２０年度公害健康被害予防基金については、以下の方針に基づいて実施するものとする。 
 
１. ２０年度の公害健康被害予防基金の運用については、中期的な金利見通し、満期償還額の平準

化、運用利回り及び保有債券の種別バランス等を勘案して、独立行政法人環境再生保全機構法第

１４条第２項及び独立行政法人通則法第４７条第１号に基づき次の債券により運用する。 
  ただし、コーラブル円建外債については、平成２０年度においても購入しないこととする。 
 

① 国   債 
② 地 方 債 
③ 政府保証債 
④ その他環境大臣の指定する有価証券 

イ 特別の法律により設立された法人の発行する債券 
ロ 金 融 債 
ハ 上場された会社の物上担保又は一般担保を付して公募された社債 
二 外国政府、外国の地方公共団体、国際機関及び外国の特別の法令により設立された

外国法人の発行する債券であって、本邦通貨をもって表示されるもの 
 

 

２. 購入対象債券は、複数の格付機関による長期債格付又は発行体格付が一定の要件を満たしてい

るものとする。 

  なお、保有債券の格付けについては、定期的に資金管理委員会に報告する。 
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資料－１９ 

平成２０年度 ソフト３事業等実施状況 

 

事業内容 実施状況 
金額 

（千円） 

参加人数（人） 10,269 

家庭訪問指導

（人） 
321 

ﾋﾟｰｸﾌﾛｰﾒｰﾀｰ

（個） 
54 

健康相談事業 

ﾈﾌﾞﾗｲｻﾞ （ー台） 105 

45,891 

指導対象ﾘｽｸ

児数（人） 
135,442 

健康診査事業 
血液検査受検

者数（人） 
468 

131,558 

参加人数（人） 37,544 

機能訓練事業 
ﾋﾟｰｸﾌﾛｰﾒｰﾀｰ

（個） 
291 

268,939 

附帯事業 49,444 

ソ

フ

ト

３

事

業 
小 計 参加人数（人） 183,255 495,832 

医療機器等整備（助成）事業 施設数 7 55,611 

環

境

保

健

事

業 

小   計 551,443 

計画作成事業 事業数 2 1,479 

最新規制適合車等代替促進

（助成）事業 
台数 71 23,654 

大気浄化植樹（助成）事業 植樹面積（㎡） 1,300 5,852 

環

境

改

善

事

業 小   計 30,985 

事務連絡等経費 1,670 

合   計 584,098 

※  ソフト３事業には、自立支援型公害健康被害予防事業補助金２億円を活用 
※※ 附帯事業は、自立支援型公害健康被害予防事業に附帯する事業として、ネブラ

イザー貸与事業や家庭訪問指導事業等の実施マニュアルの作成など機構自らが実

施した事業 
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資料－２０－① 

 
 
 

ニーズを踏まえた事業改善の事例 
 
 
１．公害健康被害予防事業助成金交付要綱等の改正 
 

題 名 改正内容 備 考 

 
① 自立支援型公害健康被害予

防事業について、地方公共団

体より意見、要望等を聴取し、

事業内容、基準額及び対象経

費を規定 

（主な事業内容） 
・家庭訪問指導事業 
 
・リスク児に対する指導事業 
 
・15 歳以上の者に対する水泳訓

練教室及び音楽訓練教室 
 
・ピークフローメーターの支給

又は貸与事業及びネブライザ

ーの貸与事業 
 
 等 
 
（平成 20 年４月 15 日施行、同

年４月１日より適用） 
 
 

 
公害健康被害予防事

業助成金交付要綱 
 
 

 
② 環境改善事業の施設等整備

事業の最新規制適合車等代替

促進（助成）事業について、

地方公共団体からの要望等を

踏まえ、ポスト新長期規制に

適合するバス、トラックを新

たに追加 
 
 

 
（平成 21 年４月１日施行） 
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資料－２０－① 

 

 

 
２．平成 20 年度知識普及事業のアンケート結果等に基づく事業への反映事例 
 

事業名 要望等 質の向上に向けた取組み状況 

講演会、講習会 

・ 医療の進歩に伴い、

最新の情報を伝えて

ほしい。 
 

・ 最新のガイドライン（「小児気管支喘息治

療・管理ガイドライン 2008」、「アレルギ

ー疾患診断・治療ガイドライン 2007」等）

を踏まえた講義を実施 
・ 開催要望のあった全ての地方公共団体に

おいて講習会を実施 
 

パンフレット

等 

・ 最新の知見を踏まえ

パンフレットの内容

を改訂してほしい。

 

・ ぜん息再発予防のため「専門医からのメッ

セージ」、「子どものぜん息ケア実践ガイダ

ンス」、及び「健康診査事業の実施マニュ

アル」について、「小児気管支喘息治療・

管理ガイドライン 2008」、「アレルギー疾

患診断・治療ガイドライン 2007」等を踏

まえた内容に改訂 
 

・ 参加事業所数、参加

車両台数を拡大して

ほしい。 
 

・ 関係する事業者団体や地方公共団体の協

力を得て、参加事業所数、参加車両台数を

拡大 
 

・ エコドライブ実施中

であることを明らか

にするするために、

ステッカーを作成・

配布してほしい。 
 

・ ステッカー200,000 枚を作成・配布 
 

エコドライブ

コンテスト 

・ エコドライブによる

大気汚染物質の排出

低減効果を定量的に

示してほしい。 
 

・ 平成 20 年度からの調査研究の課題の一つ

として公募を実施し、研究を開始 
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資料－２０－① 

 

 

 

３．公害健康被害予防事業地方検討会、公害健康被害予防事業実務者連絡会議での意見等 

 

 意見等 

公害健康被害予防

事業地方検討会 
・ 自立支援型公害健康被害予防事業として、ネブライザー貸与事業

を実施したい。 
・ 機能訓練事業（水泳・ぜん息キャンプ）参加者へピークフローメ

ーターの活用を勧めていることから、参加者にピークフローメー

ターの貸与を計画している。 
 

公害健康被害予防

事業実務者連絡会

議 

・ ぜん息患者（小児）のセルフケアをある程度支援していくため、

ネブライザー貸与事業を計画している。実施に当たっては、主治

医の意見書を参考に児の症状も考慮。 
・ 機構で作成されるマニュアルについて、関係機関との連携や、患

者本人の健康に関するフォローの仕方などについても触れても

らいたい。 
 

 

 

４．平成 20 年度研修事業のアンケート結果に基づくカリキュラムへの反映事項 

 

要望等 カリキュラムへの反映事項 

・ 自治体で行っている事業の紹介や意

見交換などを行ってほしい。 
・ 小児の保健指導研修において事例討議を

行うなど、自治体担当者間における意見交

換の場を提供 
 

・ 事業に従事する際に必要な最新の知

識や科学的根拠が知りたい。 
・ 「小児気管支喘息治療・管理カイドライン

2008」、「アレルギー疾患診断・治療ガイド

ライン 2007」に関する最新情報を提供 

 

・ 機能訓練事業について、ぜん息キャン

プ事業のほか水泳訓練教室など、他都

市の情報を知りたい。 

・ 機能訓練事業のうち、水泳事業に従事して

いる者を対象に、事業実施に係る問題点や

課題等について水泳事業フォローアップ

研修を実施 
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資料－２０－② 

 

 

 
 
ソフト３事業の事業実施効果の測定・把握の試行調査に向けた手法の検討状況 
 
 

項 目 内   容 

地方公共団体が事業対

象者に対し行っている

アンケート調査の把握

調査 

・ ソフト３事業を現在実施している地方公共団体

が、ソフト３事業の参加者や保護者等の事業対象者

に対し行っているアンケート調査の実態について

調査した。 
 

ぜん息予防等の効果に

関する内外の文献調査

及び地方公共団体にお

ける政策評価事例の調

査 
 

・ 水泳教室、ぜん息キャンプ等の効果について、過

去 20 年間の内外の論文について調査するととも

に、地方公共団体の事務事業における政策評価事例

について調査した。 

事業実施効果の測定・把

握を行うための評価手

法の検討 

・ ソフト３事業の事業実施効果の測定・把握のため

の事業対象者に対する試行的な調査の手法につい

て、地方公共団体が行っているアンケート調査の実

態の調査等を踏まえ、医学の専門家や地方公共団体

の委員より成る検討会において検討を行い、①事業

対象者による事業評価、②事業実施前後における患

者本人や家族の意識や取組の変化、③症状の変化を

内容とする共通調査票の案を作成するとともに、事

後調査と追跡調査とに分けて調査票の配布、回収を

行う案をまとめた。 
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資料－２１ 

 

 

平成２０年度環境保健分野に係る調査研究概要 

調 査 研 究 課 題 名            調 査 研 究 の 概 要               

大気汚染による健康影響に関する総合

的研究 

 

以下の①～③の６課題について実施 

 

① 気管支ぜん息発症予防のための

日常生活の管理・指導に関する研究

 

 

 

 

 

 

（1）気管支ぜん息の発症リスク低減

に関わる因子の検索と管理・指

導への応用に関する調査研究 

 

 

 

（2）乳幼児のぜん息ハイリスク群を

対象とした保健指導の実践及び

評価手法に関する調査研究 

 

 

 

 

 

 

 

② 気管支ぜん息患者の長期管理支

援、保健指導に関する調査研究 

 

 

 

 

 

 

 

(1)気管支ぜん息患者の年齢階層毎

の長期経過・予後に関する研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 気管支ぜん息の発症・増悪に関する因子、予知す

るマーカーを疫学、コホート研究、臨床検査、動

物実験等の手法により抽出するとともに、その検

査手法・調査手法を開発し、地域住民のリスク評

価、スクリーニング、日常生活の管理・指導に応

用することにより、これらの有用性を明らかにす

る。 

 

  遺伝背景の異なる２つの純系マウスを用い、低

濃度かつ長期的継続的暴露を行う。ディーゼル排

気単独暴露による２つの系統間での反応性、気道

炎症、肺局所でのサイトカイン群、抗酸化酵素群

の発現などの差を定量的に評価する。 

 

  乳幼児期にぜん息発症ハイリスク群を選択し、

それに対し保健指導（介入）を実施する事業につ

いて、その意義と評価方法などを検討する。今年

度は 3 歳児におけるぜん息発症の有無により、発

症要因及び保健指導の効果を解析する。現在自治

体が実施している事業から得られるデータを分析

することで、事業が目的どおり実施されているか、

あるいは、その内容が適切であるか分析すること

で事業評価を行う。 

 

気管支ぜん息の病型、年齢階層、重症度等に応

じた保健指導、患者教育、セルフコントロール、パ

ートナーシップの構築、医療・保健・教育・福祉等

関係者の協力・連携、地域や職場への適正な知識の

浸透などを効果的に実施するための手法の提案と

実践及びその評価並びにこれらの根拠となる科学

的知見の集積を推進し、患者と家族の QOL の維持、

向上に資する。 

 

  長期予後調査のため調査センターを設置し予後

調査を開始して４年目であり、経年的な調査によ

り現在のガイドラインの評価、治療介入の有効性

を評価する。 
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資料－２１ 

 

調 査 研 究 課 題 名            調 査 研 究 の 概 要               

(2)小児及び思春期の気管支ぜん息

患者の重症度等に応じた健康管

理支援、保健指導の実践及び評

価手法に関する調査研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)成人気管支ぜん息患者の重症度

等に応じた健康管理支援、保健

指導の実践及び評価手法に関す

る調査研究 

 

 

 

③ COPD 患者の増悪回避、QOL 向上の

ための管理・指導に関する調査研究

 

 

 

 

 

 

 

(1)COPD 患者の病期分類等に応じ

た健康管理支援、保健指導の実

践及び評価手法に関する調査研

究 

 

  学校、保健所、医療機関のネットワークによる

患者教育の仕組みを活用し患者のアドヒアランス

（患者の積極的治療への参加）を高め治療効果を

向上させる。医療機関において患者のコントロー

ル状態を的確に把握する仕組みを普及し軽症化、

寛解率の向上に寄与する。 

 

  また、患者の意識調査を中心としたフィールド

スタディーによりアドヒアランスに影響を与える

要因を抽出する作業を行う。更に、コントロール

不良の個別例に行った治療的介入について分析を

行い、患者の行動パターンとそれに対する行動療

法について症例集積を行う。 

 

  気管支ぜん息の主な病態である気流制限と慢性

の気道炎症を標的にした長期管理支援と保健指導

を確立する目的で、適切な長期管理の継続を障害

する要因を把握し効果的に解決する患者指導法を

構築する。 

 

 

  COPD 患者の病期分類、日常生活動作や全身機能

の制約の度合い、ライフステージ等に応じた保健

指導のあり方や、医療・保健・福祉等地域におけ

る各主体の協力・連携を基盤とする支援の具体策

を検討、実践する、これらを評価してその有用性

を明らかにすることにより、慢性の息苦しさを抱

える COPD 患者の増悪時の速やかな対処、安定時の

健康管理及び QOL 向上に資する。 

 

  地域差を考慮し、４つのモデル地区を設定し、

COPD 患者の長期ケアにおける問題点について調査

を実施する。また、中核都市における COPD 医療連

携ネットワークモデルを構築し、そのプロセスに

おける問題点について検討するとともに、都市部

における医療連携について検討する。 
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資料－２２ 

 

平成２０年度大気環境の改善分野に係る調査研究概要 

 

調 査 研 究 課 題 名             調 査 研 究 の 概 要               

局地的大気汚染対策に関する調査 

研究  

以下の３研究について実施 

 

① 局地汚染地域におけるシミュレ

ーションモデルを用いた各種自動

車排出ガス抑制対策の環境改善効

果評価手法確立に関する研究 

 

 

 

 

 

② 自然風を駆動力とする高活性炭

素繊維（ACF）を用いた高機能ＮＯ

ｘ浄化システムの開発研究  

 

 

 

 

③ エコドライブによる大気汚染物

質の排出低減効果の定量的把握に

関する調査 

 

 

 

 

 

幹線道路沿道において実施される各種自動車排

出ガス抑制対策について、二酸化窒素及び浮遊粒

子状物質の環境改善効果を定量的に評価し、地域

の実情に応じた対策の選択ができるよう、シミュ

レーションにより環境改善効果を評価する技術的

手法を確立するための検討を行う。 

 

 

 

ＮＯｘ浄化能力が高くかつ低コストの高活性炭

素繊維（ＡＣＦ）ユニットの開発と実証を行い、

幹線道路沿道等での適用可能性について検討を行

う。 
 

 

 

環境に配慮した自動車の使用（エコドライブ）

による、窒素酸化物及び浮遊粒子状物質の排出低

減効果について、自動車単体の排出ガス性状の実

測を中心に、定量的に検討を行う。 
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資料－２２ 

 

平成１９年度大気環境の改善分野に係る調査研究概要 

 

調 査 研 究 課 題 名             調 査 研 究 の 概 要               

局地的大気汚染対策に関する調査 

研究  

以下の①～②の３研究について実施

 

① 局地汚染地域における窒素酸化

物及び浮遊粒子状物質の複合的削

減のための対策技術に関する調査

研究 

(1) 局地汚染地域における窒素

酸化物及び浮遊粒子状物質の

複合的削減のための対策技術

に関する調査 

 

 

 

 

(2) 高活性炭素繊維を用いた浄

化システムの汎用性及び実用

性に関する調査 
 

 

 

 

② 窒素酸化物及び粒子状物質に係

る自動車運転診断装置の実用性に

関する調査研究 

(1) 窒素酸化物及び粒子状物質

に係る排出ガス診断装置の実

用性に関する調査 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ディーゼル排気粒子除去用の自然通風型電気集

じん装置に、大気浄化機能を有する ACF（高活性

炭素繊維）製のフェンスを併設した排ガス処理装

置を試作することにより、沿道や道路壁に省スペ

ースで設置可能な窒素酸化物と浮遊粒子状物質の

同時除去装置の開発を目的とした調査研究。 

 

 

大気浄化機能を有する ACF（高活性炭素繊維）

を自動車に搭載させることにより、窒素酸化物及

び浮遊粒子状物質を含む空気を道路上で走行中に

浄化する技術の確立を目的とした調査研究。 

 

 

 

 

 

 

実走行環境下での排出ガス診断を行うため、車

のテールパイプに取付け可能な、排気ガス中の大

気汚染物質濃度を測定できる装置を開発すること

を目的とした調査研究。 
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資料－２３ 

平成２１年度新規調査研究課題の公募について 

 

平 成 ２ １ 年 ４ 月 １ 日 

独立行政法人環境再生保全機構 

業務担当理事 斉藤 照夫 

 

 

独立行政法人環境再生保全機構大気の汚染の影響による健康被害の予防に関する調

査研究課題の公募に関する取扱要領（平成 17 年細則第１号）第４条の規定に基づく調

査研究の対象となる分野及び調査研究計画書の提出期限について以下のとおり公表し

ます。 

 

 

１. 公募の分野 

 

１.  小児・思春期を対象とした環境保健事業の事業実施効果の適切な把握及び

事業内容の改善方法に関する調査研究 

（研究課題： ５題） 

２.  気管支ぜん息患者の年齢階層毎の長期経過・予後を踏まえた健康相談・健

康診査・機能訓練事業の事業内容の改善方法に関する調査研究 

（研究課題： １題） 

３.  ぜん息発症予防・健康回復のための知識の体系化に関する調査研究 

（研究課題： ３題） 

 

 

２．調査研究計画書の提出期限 

 

平成 21 年 4 月 1 日（水）～平成 21 年 5 月 15 日（金）（当日消印有効） 

 

３． その他 

 

調査研究の目的、調査研究課題、応募資格、調査研究計画書の提出方法等につい

ては、下記の応募要領を参照してください。 
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資料－２４ 

 

公害健康被害予防に関する調査研究の評価について 

 

１．評価の概要 

環境保健分野は、平成 18 年度から３カ年の研究期間で行っている７研究について評

価を実施した。 

大気環境の改善分野は、平成 17 年度から３カ年の研究期間で行っている３研究につ

いて評価を行った。 

なお、各項目に係る評価は、基準となるＡ～Ｅの５段階評価結果を５点から１点に換

算し、それぞれの評価をした委員の人数を乗じた値の平均点を算出している。 

 

 

２．調査研究評価項目 

評 価 軸 
事前 

評価 

年度 

評価 

事後 

評価 

環境保健及び局地的大気汚染対策の推

進への貢献度 
○  ○ 

明確性、的確性 ○   
研究成果目

標 
達成度  ○ ○ 

適切さ ○   
研究計画 

妥当性  ○ ○ 

内容の独自性（他との研究との差別化

が可能であるか） 
○  ○ 

個

別

の

評

価

軸 

社会・経済に対する貢献度 ○  ○ 

総合評価 ○ ○ ○ 

 

事前評価：調査研究の実施が決定されるまでに実施 

年度評価：各年度の調査研究の終了時に実施 

事後評価：調査研究の終了後で、調査研究成果が取りまとまり次第実施 
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資料－２４ 

３．評価軸毎の結果 

 

Ⅰ 環境保健分野（平成 20 年度評価） 

１ 気管支ぜん息の発症リスク低減に関わる因子の検索と管理・指導への応用に関する

調査研究 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 平均点

環境保健対策の推進への貢献度 2 2 3   3.9 

研究評価の達成度 2 3 2   4.0 

研究計画の妥当性 2 3 2   4.0 

内容の独自性 2 5    4.3 

個別の 

評価軸 

社会・経済に対する貢献度 1 2 3 1  3.4 

総合評価 2 3 2   4.0 

 

２ 乳幼児のぜん息ハイリスク群を対象とした保健指導の実践及び評価手法に関する研

究 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 平均点

環境保健対策の推進への貢献度 1 5  1  3.9 

研究評価の達成度  1 5 1  3.0 

研究計画の妥当性  2 4 1  3.1 

内容の独自性  2 4 1  3.1 

個別の 

評価軸 

社会・経済に対する貢献度  5 2   3.7 

総合評価  4 2 1  3.4 

 

３ 気管支ぜん息患者の年齢階層毎の長期経過・予後に関する研究 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 平均点

環境保健対策の推進への貢献度 2 4 1   4.1 

研究評価の達成度 1 4 2   3.9 

研究計画の妥当性 2 3 2   4.0 

内容の独自性 3 2 2   4.1 

個別の 

評価軸 

社会・経済に対する貢献度 3 3 1   4.3 

総合評価 3 3 1   4.3 
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資料－２４ 

４ 小児及び思春期の気管支ぜん息患者の重症度等に応じた健康管理支援、保健指導の

実践及び評価手法に関する調査研究（研究①） 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 平均点

環境保健対策の推進への貢献度 2 4 1   4.1 

研究評価の達成度 1 4 2   3.9 

研究計画の妥当性 1 2 4   3.6 

内容の独自性 2  5   3.6 

個別の 

評価軸 

社会・経済に対する貢献度 3 2 2   4.1 

総合評価 2 3 2   4.0 

 

５ 小児及び思春期の気管支ぜん息患者の重症度等に応じた健康管理支援、保健指導の

実践及び評価手法に関する調査研究（研究②） 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 平均点

環境保健対策の推進への貢献度 2 4 1   4.1 

研究評価の達成度 1 1 5   3.4 

研究計画の妥当性 1 3 3   3.7 

内容の独自性 2 3 2   4.0 

個別の 

評価軸 

社会・経済に対する貢献度 2 3 2   4.0 

総合評価 2 3 2   4.0 

 

６ 成人気管支ぜん息患者の重症度等に応じた健康管理支援、保健指導の実践及び評価

手法に関する調査研究 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 平均点

環境保健対策の推進への貢献度 2 2 3   3.9 

研究評価の達成度 1 5 1   4.0 

研究計画の妥当性 2 3 2   4.0 

内容の独自性 2 3 2   4.0 

個別の 

評価軸 

社会・経済に対する貢献度 2 3 2   4.0 

総合評価 1 5 1   4.0 

 

24-3



資 料 編 

 

資料－２４ 

７ ＣＯＰＤ患者の増悪回避、ＱＯＬ向上のための管理・指導に関する調査研究 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 平均点

環境保健対策の推進への貢献度 1 4 1   4.0 

研究評価の達成度 1 3 2   3.8 

研究計画の妥当性  3 3   3.5 

内容の独自性 2 1 3   3.8 

個別の 

評価軸 

社会・経済に対する貢献度 1 4 1   4.0 

総合評価 1 4 1   4.0 
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資料－２４ 

Ⅱ 大気環境の改善分野（平成 19 年度評価） 

１ 局地汚染地域における窒素酸化物及び浮遊粒子状物質の複合的削減のための対策 

技術に関する調査 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 平均点

局地大気汚染対策の推進への貢

献度 
 2 3   3.4 

研究計画の妥当性  2 3   3.4 

研究成果目標（目的）の達成度  3 2   3.6 

内容の独自性  2 3   3.4 

個別の 

評価軸 

社会・経済に対する貢献度  3 2   3.6 

総合評価  3 2   3.6 

 
２ 高活性炭素繊維を活用した浄化システムの汎用性及び実用性に関する調査 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 平均点

局地大気汚染対策の推進への貢

献度 

 

1 

 

1 

 

3 
  

 

3.6 

研究計画の妥当性  3 2   3.6 

研究成果目標（目的）の達成度  3 2   3.6 

内容の独自性 3 1 1   4.4 

個別の 

評価軸 

社会・経済に対する貢献度  4 1   3.8 

総合評価  3 2   3.6 

 
３ 窒素酸化物及び粒子状物質に係る排出ガス診断装置の実用性に関する調査 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 平均点

局地大気汚染対策の推進への貢

献度 

 

2 

 

3 
   

 

4.4 

研究計画の妥当性 1 4    4.2 

研究成果目標（目的）の達成度  2 3   3.4 

内容の独自性 1 3 1   4.0 

個別の 

評価軸 

社会・経済に対する貢献度 1 3 1   4.0 

総合評価 1 4    4.2 
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資料－２５ 
 

 

 

平成 20 年度知識の普及事業実施状況 

 

１．パンフレット配布先活用状況 環境保健分野 369,000 部、環境改善分野 25,000 部 

 

配布先 配布部数 活用の内容 

地方公共団体 181,000 部
助成事業の健康相談事業、健康診査事業及び 

機能訓練事業や、講演会、学校で活用 

医療機関 113,000 部 患者教育や指導等で活用 

個人等 100,000 部 自己管理のために活用 

 

 

２．講演会等 

（１）開催状況 ４カ所、633 人 

 

実施時期 開催場所 参加者数 
 

平成 20 年９月６日（土） 
神奈川県 

茅ヶ崎市文化会館小ホール 
112 人 

 

平成 20 年 11 月 10 日（月） 
東京都 

都庁第一本庁舎大会議場 
239 人 

 

平成 20 年 11 月 16 日（日） 
東京都 

赤坂区民センター 
185 人 ※ 

平成 21 年１月 31 日（土） 
神戸市 

勤労会館 
97 人 

 

※特定非営利活動法人との連携による個別相談事業 

 

（２）アンケート調査の結果 

参加者 回答者 回答率 
５段階評価で上位２段

階までの評価 

633 人 302 人 48％ 94％ 283 人 
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資料－２５ 
 

 

 

３．講習会 

（１）開催状況 12 カ所、969 人 

 

実施時期 開催場所 受講者数 

平成 20 年６月 12 日（木） 
川崎市 

中原市民館 
80 人 

平成 20 年６月 30 日（月） 
川崎市 

中原休日急患診療所 
19 人 

平成 20 年７月３日（木） 
川崎市 

中原市民館 
72 人 

平成 20 年７月４日（金） 
神戸市 

市役所会議室 
114 人 

平成 20 年 8 月 21 日（木） 
東京都 

社会福祉保健医療研修ｾﾝﾀｰ 
84 人 

平成 20 年 8 月 22 日（金） 
南房総市 

富山公民館 
40 人 

平成 20 年 9 月 24 日（水） 
杉並区 

産業商工会館 
63 人 

平成 20 年 11 月 18 日（火） 
名古屋市 

熱田保健所 
27 人 

平成 20 年 12 月 2 日（火） 
神奈川県 

足柄上合同庁舎 
57 人 

平成 20 年 12 月 5 日（金） 
名古屋市 

女性会館 
196 人 

平成 21 年１月 9 日（金） 
豊中市 

教育センター 
81 人 

平成 21 年 2 月 6 日（金） 
東京都 

議会議事堂都民ホール 
136 人 

 

（２）アンケート調査の結果 

参加者 回答者 回答率 
５段階評価で上位２段

階までの評価 

969 人 667 人 69％ 94％ 629 人 
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資料－２５ 
 

 

 

４．ぜん息電話相談事業 

（１）実施状況 

実施期間 
相談 

時間 
相談員 相談件数 

平成20年4月1日～平成

21 年 3 月 31 日 月～金

（祝日・土日除く） 

9 時～17 時 専門医又は看護師 1,169 件 

 

（２）アンケート調査の結果 

利用者 回答者 回答率 
５段階評価で上位２段

階までの評価 

1,169 人 961 人 82％ 97％ 929 人 

 

 

５．ぜん息児水泳記録会 

（１）開催状況 

実施時期 開催場所 参加者数 

平成 20 年 9 月 23 日（火・

祝） 

13:00～16:00 

財団法人大阪市スポーツ・みどり

振興協会「大阪プール」 
152 人 

平成 20 年 10 月 4 日（土） 

13:00～17:00 
「東京辰巳国際水泳場」 212 人 

 

（２）アンケート調査の結果 

参加者 回答者 回答率 
５段階評価で上位２段

階までの評価 

364 人 257 人 71％ 94％ 241 人 
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資料－２５ 
 

 

 

６．低公害車フェア等 

（１）開催状況 ５カ所、296,500 人 

実施時期 開催地 開催場所 内容 来場者数 

平成 20 年 5 月

17 日～18 日 
神戸市 神戸メリケンパーク

低公害車の展示 72

台・試乗 13 台、ステ

ージイベント、環境教

育等を実施 

31,000 人

平成20年6月7

日～8 日 
横浜市 

横浜みなとみらい 21

赤レンガ倉庫特設会

場 

低公害車等の展示 89

台・試乗 14 台、ステ

ージイベント、環境教

育等を実施 

69,000 人

平成20年9月7

日 
名古屋市 久屋大通公園 

低公害車の展示13台、

環境教育等を実施 
45,000 人

平成 20 年 9 月

20 日～21 日 
埼玉県 

鐘塚公園（20 日）、浦

和駅東口市民広場

（21 日） 

低公害車等の展示 19

台・試乗 3台、環境教

育等を実施 

21,500 人

平成20年 10月

4 日～5 日 
北九州市 

リバーウォーク北九

州 

低公害車の展示 5 台、

環境教育等を実施 
130,000 人

 
（２）アンケート調査の結果 

来場者数 回答者 回答率 
５段階評価で上位２段階ま

での評価 

296,500 人 2,979 人 1％ 89％ 2,655 人 

 
 
７．大気汚染防止推進月間におけるポスター 

応募総数：8,211 点 

（応募内訳） 

小学生：1,356 点、中学生：5,287 点、高校生：1,306 点、その他 262 点 

 

 

８． エコドライブコンテスト 
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資料－２５ 
 

 

 

参加事業所数：3,860 事業所 

参加車両台数：135,034 台 

 

 

９. エコドライブ推進ステッカーの作成・配布 200,000 枚 
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資料－２６ 
平成 20 年度 研修事業実施状況等 

 

 

１．平成 20 年度研修事業実施状況 受講者数 369 人 

 

コース名 実施場所 実 施 時 期 受講者数

（小児） 東京 平成 20 年 6 月 3 日 

初任者研修 

（成人） 東京 平成 20 年 6 月 4 日 

54 人 

機能訓練研修 東京 平成 20 年 6 月 30 日～7月 2 日 80 人 

（小児） 大阪 平成 20 年 9 月 10 日～9月 12 日 58 人 
保健指導研修 

（西日本） 
（成人） 大阪 平成 20 年 9 月 25 日～9月 26 日 31 人 

（小児） 東京 平成 20 年 10 月 15 日～10 月 17 日 37 人 
保健指導研修 

（東日本） 
（成人） 東京 平成 20 年 10 月 23 日～10 月 24 日 25 人 

水泳教室フォローアップ研修 東京 平成 20 年 11 月 13 日～11 月 14 日 29 人 

環境改善研修 東京 平成 21 年 1 月 15 日～1月 16 日 55 人 

 
 
２．研修事業アンケート調査結果 

 

回答者から、５段階中上位２段階の評価が９７％と高い評価を得た。アンケートにおける 
意見や要望は、平成 21 年度に反映させ、さらに事業の質の向上を図っていく。 
 

研修名 受講者 回答者 回答率 ５段階評価で上位２段階ま

での評価 

初任者研修 54 人 48 人 88.9％ 100.0％ 48 人

機能訓練研修 80 人 75 人 93.8％ 97.3％ 73 人

保健指導研修 
（小児） 95 人 80 人 84.2％ 97.5％ 78 人

保健指導研修 
（成人） 56 人 54 人 96.4％ 96.3％ 52 人

水泳教室フォロー

アップ研修 29 人 26 人 89.7％ 100.0％ 26 人

環境改善研修 55 人 51 人 92.7％ 92.2％ 47 人

合 計 369 人 334 人 90.5％ 97.0％ 324 人
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資料－２７ 

        

平成２１年度地球環境基金助成金交付要望審査に当たっての重点配慮事項 
 

【活動分野の配慮事項】 

 

１）地球温暖化防止に資する活動支援 

平成２０年度から京都議定書第一約束期間が始まっており、議定書の６％削減

約束の確実な達成に向けた対策が求められている。また、2050 年までに世界全体

で温室効果ガスの排出量を半減させるため、我が国として６０％～８０％の削減

を図っていく必要がある。このような状況を踏まえ、「低炭素社会」の実現に向け

た取組みについて重点的に支援する。 

 

２）生物多様性の保全に資する活動支援  

  平成１９年１１月に定められた「第三次生物多様性国家戦略」で示された四つ

の基本戦略（①生物多様性を社会に浸透させる、②地球における人と自然の関係

を再構築する、③森・里・川・海のつながりを確保する、④地球規模の視野を持

って行動する）に応じた活動を重点的に支援していく。 
  また、平成２０年 6 月に生物多様性基本法が成立したことや生物多様性条約第

10 回締約国会議が平成２２年に愛知県名古屋市で開催されることを踏まえて、こ

れに関する取組み・支援を進める。 
海外においては、広域的な生態系を形成しているアジアにおける環境ＮＧＯの

活動に期待がかかることから、アジア地域における自然環境保全に資する優れた

活動について積極的な支援を行う。 

  さらに、自然循環の上で重要な部分を占める農林水産業について、その環境保

全機能を十分に発揮されるよう、環境にやさしい自然生態系に調和した環境保全

型農業等の推進に資する活動の支援に十分配慮する。 

 
３）循環型社会の形成に資する活動への支援 

  平成２０年３月に策定された「第二次循環型社会形成推進基本計画」を踏まえ、

循環型社会と低炭素社会・自然共生社会への取組の統合、各主体が連携・協働し

た３R の取組等に資する活動への支援を進める。 
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【分野横断的な活動に対する配慮事項】 

 

１）パートナーシップ（協働）に基づく環境保全活動の支援  

平成１４年１２月に中央環境審議会でまとめられた環境保全活動の活性化方策

においては、各主体によるパートナーシップの意義が強調されている。また、平

成１５年７月に成立した「環境保全の意欲の増進及び環境教育の推進に関する法

律（以下「環境保全活動・環境教育推進法」という。）においては、環境保全に関

する情報提供並びに環境保全に関する体験機会の提供や環境教育の推進における

各主体の協働取組の促進が規定されている。 

これらを踏まえ、市民、民間団体、事業者、行政の連携･協力によるパートナー

シップに基づく活動について重点的に支援する。あわせて、類似分野で活動する

団体などが連携してネットワーク化を図る活動及びパートナーシップ推進の基礎

として重要な環境 NGO を支援する活動（中間支援的な活動）についても積極的

に支援する。 
   

２）環境教育等の推進のための活動支援 

 平成１７年に始まった「国連持続可能な開発のための教育の１０年」（平成１４

年 
１２月決議）を踏まえ、環境保全を担う人づくりの推進が求められている。また、

環境保全活動・環境教育推進法が制定され、環境教育の振興や体験機会、情報の

提供活動の推進の必要性が高まっている。 

これらを受けて、国内及び開発途上地域における環境教育・学習や人材育成の

推進のための取組みを支援する。あわせて、問題解決のための政策提言策定のた

めの活動についても支援する。 

 

３）国際的な環境保全活動への支援 

国際的な環境保全活動の重要性が増す中で、我が国の環境ＮＧＯがより高い国

際貢献を果たすため、世界的な会合の開催やネットワークの形成、国際的パート

ナーシップの形成などグローバルな活動に対する支援を行うとともに、環境ＮＧ

Ｏが行う東アジア地域での環境協力についても引き続き配慮する。 
また、国連ミレニアム開発目標を考慮しつつ、開発途上地域におけるＮＧＯ活動の支

援に当たっては、アセアン地域などのアジア太平洋地域での活動を中心とし、助成対

象についても地球温暖化防止、生物多様性の保全、健全な水環境の保護、公害防止、

循環型社会の形成、環境教育の分野に重点化する。 
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活動分野の区分方法 

 活動分野 活 動 の 例 

自然保護・保全・復元 

野生生物の保護、生態調査、生息地の保全及び生態系保全の

ための持続的な管理等生物多様性の減少を防止する希少種

保護等の活動、生態系の保全・再生（ビオトープ造成、マン

グローブ林復元、外来生物対策）等 

森林保全・緑化 
砂漠地以外の山野・荒廃地の植林・緑化、炭焼き技術の普及、

改良かまどの設置、持続的な森林の開発と利用、二次的自然

林（里地・里山）の保全・造成等 

砂漠化防止 
砂漠地とその周辺での植林緑化、適切な潅漑等の干ばつ防止

活動等 

大気・水・土壌環境保

全 

酸性雨対策等大気汚染防止、オゾン層保護、水質汚濁防止、

海洋環境保護、土壌汚染対策、河川湖沼等水質浄化、有害化

学物質対策等 

地球温暖化防止 
再生可能な自然エネルギー等のソフトエネルギーの開発と

利用、生活における省エネルギーの普及、低公害自動車等の

利用、その他温室効果ガスの排出抑制等に向けた活動等 

循環型社会形成 
廃棄物の発生抑制・再使用・再生利用、環境管理・監査技術

及び環境家計簿等の普及などの持続可能な生産と消費の促

進活動、廃棄物の清掃除去と不法投棄防止等 

活 

動 

分 

野 

環境保全型農業等 
アグロフォレストリー等持続可能な農業と農村開発、自然農

業技術の開発と利用、棚田の保全等 

総合環境教育 環境意識の啓発と高揚等のための総合的な環境教育・学習等横 

断 

的 

活 

動 

分 

野 

総合環境保全活動 

市民・企業・地域社会・行政等の協働による環境配慮型まち

づくり、グリーン購入や環境ラベル等による環境配慮への取

組、都市緑化、水土の保全及び再生のための取組、総合的な

環境提言策定のための調査研究・提言の公表等 
 

その他の環境保全活動 上記以外の環境保全活動 

 

27-3



資　料　編

資料－２８

１.平成20年度国別採択件数

イ案件 ロ案件 計 イ案件 ロ案件 計

インドネシア 6 1 7 23,300 ブラジル 1 0 1 800

カンボジア 2 0 2 9,800 合計 1 0 1 800

タイ 3 1 4 18,300

フィリピン 1 1 2 5,300

ベトナム 2 1 3 13,700 イ案件 ロ案件 計

マレーシア 1 0 1 2,300 ウガンダ 1 - 1 1,500

ラオス 1 0 1 2,200 ケニア 3 - 3 11,300

東南アジア（広域） 2 0 2 9,100 合計 4 0 4 12,800

小計（東南アジア） 18 4 22 84,000

中国 3 1 4 13,800

モンゴル 3 0 3 12,000 イ案件 ロ案件 計

北東アジア（広域） 2 0 2 9,600 カザフスタン 1 0 1 4,000

日中韓 1 - 1 4,000 合計 1 0 1 4,000

インド 0 1 1 3,400

モルディブ 1 - 1 4,500

バングラデシュ 1 1 2 4,900 イ案件 ロ案件 計

アジア（広域） 3 1 4 22,900 ヨルダン 1 0 1 6,700

合計 32 8 40 159,100 合計 1 0 1 6,700

イ　国内の民間団体が行う開発途上地域の環境保全のための活動

ロ　海外の民間団体が行う開発途上地域の環境保全のための活動 イ案件 ロ案件 計

その他(広域) 1 0 1 5,000

国際会議 4 0 4 16,200

合計 5 0 5 21,200

採択件数（件） 助成額
（千円）

アジア
採択件数（件） 助成額

（千円）

海外採択一覧（イ・ロ案件）

中南米
採択件数（件） 助成額

（千円）

その他
採択件数（件） 助成額

（千円）

アフリカ
採択件数（件） 助成額

（千円）

中東
採択件数（件） 助成額

（千円）

ロシア・東欧

平成２０年度採択件数

アジア; 40件;
83.3%

ロシア・東欧; 1
件; 2.1%

中東; 1件; 2.1%

アフリカ; 4件;
8.3%

中南米; 1件;
2.1%

その他（広域）;
1件; 2.1%

平成２０年度助成金額

その他（広域）;
5,000千円; 2.7%

中東;
6,700千円;

 3.6%

アジア;
159,100千円;

84.4%

アフリカ;
12,800千円;

 6.8%

ロシア・東欧;
4,000千円; 2.1%

中南米;
800千円; 0.4%

海外助成金額：188,400千円
海外助成件数：４８件
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資料－２９ 
助成金交付手続き完了までのフロー（平成２０年度）  

※下記の「要綱」：地球環境基金助成金交付要綱  
 

①助成金交付要望書の公募  
               平成２０年１月４日～平成２０年１月２５日  
 
 
  

③受付確認ハガキの返信  
 

④ヒアリング（適宜）  
 

⑥助成金交付内定通知（要綱第５条：様式第２）  
平成２０年４月下旬（予定）  

 
⑦内定団体説明会  

平成２０年５月中旬（予定）  
 
 
 
               平成２０年６月中旬まで（予定）   
 

⑨助成金交付決定通知（要綱第７条：様式第５）  
               平成２０年７月上旬（予定）  
 
 
 
 
 
              ⑪助成金の交付（領収書確認による精算払い）  

（注）⑩、⑪は年５回程度実施  
 
 
 
 
 
              （注）助成活動終了後１ヶ月以内  
 

⑬助成金の額の確定通知（要綱第１４条：様式第１１）  
               平成２１年４月  
 

⑭助成金の額の確定後の監査等（平成２１年度以降）  
 

（注）以上の他、事業の進捗状況や事務処理等の指導・調査又は事業評価のために、職員

等が助成先団体の事務所等を訪問し、又は報告を求めることがあります。  

運

営

委

員

会 

 

独

立

行

政

法

人

環

境

再

生

保

全

機

構 

地

球

環

境

保

全

活

動

を

行

う

民

間

団

体 

要

望

審

査 

各

種

提

出

書

類

の

内

容

審

査 

助
成
活
動
の
実
施
（
原
則 : 

平
成 

 

年
４
月
～
平
成 

 

年
３
月
末
） 

20 

21 

②助成金交付要望書の提出（要綱第４条：様式第１） 

⑤付議  

⑧助成金交付申請書の提出（要綱第６条：様式第３） 

⑩助成金支払申請書の提出（要綱第１２条：様式第

９）  

⑫助成活動実績報告書（要綱第１３条：様式第  
１０）、自己評価シートの提出  
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資料－３０ 

 

地球環境基金助成事業評価の流れ図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 評価対象プロジェクトの選定：国内 10 団体程度 
                海外 2～4 団体 

（評価専門委員会）（評価専門委員会） 

・評価時期調整 

・プロジェクト概

要表の作成 

個別プロジェクト

の課題等教訓を取

りまとめ、審査方

針等に関する提言

視点の検討及び

評価対象プロジ

ェクト選定 

・プロジェクトごとに評価

表を取りまとめる 

・評価報告を取りまとめ 

（現地調査の場合） （現地調査以外の場合） 

評価チームにお

ける事前打合せ

訪問調査 

ヒアリング

調査 

・各プロジェクトの評価表作成 

・各評価チームで意見調整

（最終評価表作成） 
・プロジェクトごとの教

訓・提言を取りまとめ 

（評価者）

（事務局）
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資料－３１

イ
(特定)モンゴル環境情報セン
ター

モンゴル・Darhadyn湿地帯の保
全と牧畜が生態系に与える影響
調査

調査研究
自然保護・
保全・復元

継続 モンゴル 20.12.4-12.7

イ
(特定)アジア太平洋資料セン
ター

持続的な水産資源の利用と管理
に関する調査及び情報普及・啓
発(3)

調査研究
大気・水・
土壌環境保

全
継続

マレーシ
ア

20.12.10-12.13

イ 熱帯林行動ネットワーク
熱帯材合板原料のサプライ
チェーン確認の取組み推進

調査研究
森林保全・

緑化
継続 東京都 21.1.23

ハ （特定）新潟水辺の会
「上流長野まで、サケの遡上で
きる信濃川流域の『川面の目
線』による復活運動」

調査研究
総合環境保
全活動

継続 新潟県 20.11.29

ハ (特定)どうぶつたちの病院
マングースによるヤンバルクイ
ナの捕食を証明し対策を立案す
るプロジェクト

調査研究
自然保護・
保全・復元

継続 沖縄県 21.1.14

ハ 淀川水系の水質を調べる会
木津川保全のための水質調査と
データベース利用の促進

調査研究
大気・水・
土壌環境保

全
継続 大阪府 21.2.24

ハ (特定)くすの木自然館
重富干潟生物減少原因究明のた
めの堆積物調査と河川環境教育

調査研究
自然保護・
保全・復元

継続 鹿児島県 21.3.3

ハ
(特定)パートナーシップ・サ
ポートセンター

企業の環境・CSR活動等に関す
る調査・分析および促進へ向け
たアプローチ・ツールの検討
III

調査研究
環境活動情

報化
継続 愛知県 21.3.6

ハ (特定)開発教育協会
「持続可能な開発のための教育
(ESD)」総合カリキュラム開発
のための調査研究活動(第3期)

調査研究
総合環境教

育
継続 東京都 21.3.9

＊「熱帯林行動ネットワーク」については、海外での活動が既に終了していることから国内で評価を実施。

平成２０年度事後評価対象団体一覧

区
分

団体名 活動名
国・都道
府県

評価実施日活動形態

ロ．海外の民間団体が行う開発途上地域の環境保全のための活動

ハ．国内の民間団体が行う国内の環境保全のための活動

新規・
継続

活動分野

イ．国内の民間団体が行う開発途上地域の環境保全のための活動

31-1



資 料 編 
 

資料－３２ 

 

平成２０年度事後評価の視点 

 
（「調査研究」） 
 
１）計画の妥当性 

・テーマ設定（創造性、先駆性、普遍化への展望等） 
・ニーズの把握（地域社会の動向、国・地方自治体等の動向の把握など） 
・目標設定の具体性 
・計画、実施の時期 
・計画の論理性・一貫性（計画から成果に至るまでの経緯など） 
・申請テーマと事業計画・予算の整合性 
・その他（当初計画に照らした活動の有効性や妥当性の検証、計画の見直し等） 

 

２）実施のプロセス 
a.目標の達成度  
・目標を達成できたか（達成できた理由、要因など） 
・達成されなかった目標（未達成の内容、その理由、目標の見直し・変更等の回復努

力） 
・その他（上位目標への接近など） 

 

b.実施の効率性   
団体の組織体制 
・組織体制（専任スタッフの確保、適切な予算、執行管理、事務手続きの円滑な実施、

情報公開など） 
・現地カウンターパート（イ・ロ案件）の組織体制 

実施方法 
・実施のための体制・しくみ作り（研究メンバーの構成、専門性等） 
・調査研究方法 
・住民､現地団体､政府等との連携 
・先行研究の把握、類似研究を行っている組織との情報交換・連携 
・最新の研究情報の把握など 

費用対効果（量的効果ができない場合は質的効果でも可） 
適正技術 
・現地にあった技術・手法 
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資料－３２ 

３）プロジェクトの成果 
a.プロジェクトの効果   
直接効果・波及効果 
・成果物の分かりやすさ 
・成果の効果的普及（配布先、配布方法、配布形態など） 
・成果の実効性・発展性（地域社会などへのインパクト、 行政や企業へのプラス影

響、調査研究結果が新たな政策に反映されたかなど） 
・実施団体への効果（人材育成、業務遂行能力の向上など） 

調査研究報告 
・研究結果に基づくセミナー、ワークショップ等の開催（参加人数、出席率等） 
・参加者からのアンケート、意見の集約の実施など 

その他の効果 
・マスコミ、専門家、関連団体、企業からの反響 
・専門誌等への寄稿・投稿、講師の派遣など 

その他 

 

b.自立発展性   
資金源の多様化、自己資金の増減など 
プロジェクトで得た成果や手法の他のプロジェクトへの応用 
プロジェクトの継続・発展のための組織作り、組織としての展望、戦略性など 
・団体の組織力向上（人材の育成、社会的責任の明示、組織内・組織外のコミュニケ

ーション能力の向上、組織のパワー拡大等事業遂行能力の向上、事業自己評価の実

施など） 
・各主体間との協働（住民の各組織、企業、行政との連携など） 

調査研究結果の活用 
・地域社会への貢献（ビジネスモデル化、産業化、雇用） 
・民間企業との協力（資金面、メリットなど） 
・行政への反映 

調査研究終了後の追跡調査 
その他 
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資料－３３ 
 

 
平成 19 年度事後評価結果 

 
【国内】 
①日本における湿地のワイズユース（賢明な利用）事例紹介のＤＶＤ作成とシ

ンポジウムの開催                     【評価：Ｃ】 
  湿地のワイズユース（賢明な利用）に関する現状把握のための調査と評価、

ワイズユースの評価基準の作成、湿地保全推進に向けたネットワーク作りを

行っている。また、外部への情報発信を行うため、シンポジウム等の開催、

事例集やＤＶＤの作成・配布を行っている。これら一連の活動の必要性、重

要性は高く評価でき、また、評価基準を提供できた意義は大きい。 
  一方で、シンポジウム等の外部への普及・啓発が目的となる活動において

は、参加者数の把握や参加者からの評価が十分と言えず、また、参加者が団

体の関係者等が中心となっているため、活動の評価につながっていない面が

見られる。 
 
②環太平洋の森林保全に資する木造建築を全国に普及するための啓発事業 

【評価：Ｃ】 
  住宅の施主までを含む幅広い対象者に対して、環太平洋の森林保全の重要

性とともに、違法伐採、違法輸入が引き起こす国際社会への負のインパクト

をアピールする事業計画の妥当性は高い。Web コンテンツの制作及び広報活

動の基礎は確保されており、また、大手住宅メーカー数社を含む事業所との

継続的なコンタクトも可能になっていることは評価できる。 
  一方で、目標設定、普及・啓発対象者の選定と実施方法などの立案及び実

施計画の変更に至るまでのプロセスについて、さらに十分な検討が行われる

ことが望ましい。 
  また、組織内外のマネジメント、リソースの活用、キャンペーン推進のた

めの関係者の関わりの強化と戦略の確立も課題である。 
 
③環境災害被害（油汚染）に備えた市民参加型のビーチウォッチと海洋環境調   

査                            【評価：Ａ】 
  市民参加型の自然資源損害評価を用いたアセスメント手法の確立を試みる

活動であり、必要性と先駆性を十分に備えた有益かつ公共性の高い活動とな

っている。地域での合意形成を上手に達成し、他団体との協働を成功させて

おり、また、一般市民や小学生も参画できる環境教育活動としての効果が高

い活動である。 

33-1



資 料 編 
 

資料－３３ 
 

  今後は、油濁事故の防止及び自然資源回復という目的に向け、人材育成及

び地域海岸保全モデルの創出を視野に入れての活動の発展が望まれる。 
 
④国内の温暖化対策レビューと地域の対策促進         【評価：Ａ】 
  団体の有する専門性、ネットワーク及び活動経験を踏まえ、世界情勢や、

国政及び地域ニーズを把握した上で計画が作成されている。団体は、目標達

成のための高いマネジメント能力と多くの人材を駆使して活動を行っており、

計画されたシンポジウム、セミナー等の一連の啓発活動が着実に実施されて

いる。また、活動内容も、政策などの変化を睨んだ妥当性やインパクトの高

い活動である。さらに、提言集・書籍の刊行や人材育成なども行われている

ことから高い成果を挙げていると評価できる。 
  当該活動は、今後さらに効果的な取り組みが求められる分野であることか

ら、一層の発展が期待される。 
 
⑤「ウッドマイルズ関連指標及びツール」の国際的な普及開発活動【評価：Ｂ】 
  ウッドマイルズ（木材の輸送エネルギーに関する指標）という概念に基づ

き地域の木材利用を啓発するという活動は、創造性・先駆性に優れている。

初年度の国際会議に関する費用対効果が十分でなかったが、高い自己分析力

で活動を振り返り、次年度の活動に反映させることにより、自治体や技術者

向けの普及啓発に成果を出していることは評価できる。 
  一方、エンドユーザーである一般市民を対象にした普及啓発については、

ホームページの作成に着手したばかりであり、今後、他の媒体も含め啓発方

法を工夫することで、さらなる展開が期待される。 
 
⑥石油から植物への転換～バイオマス市民リーダー養成事業   【評価：Ｂ】 
  バイオマス資源をエネルギーとして利用するだけではなく、藁、葦、竹な

ど日本各地に潜在する地域独自の素材を利用し、生活と環境を結びつける姿

勢は評価できる。また、自然素材に関するアンケート調査によるニーズ把握、

海外事例の啓発、バイオマスの技術や情報の蓄積と情報公開など、目的を遂

行するための確実な手法を採用し実施していることも評価できる。 
  一方、現在ではバイオエタノールの世界的高騰など新たな問題も発生しつ

つあり、今後の展開も含めた課題の抽出や組織戦略の明確化を行う必要があ

る。 
  今後、将来の方向性、現在の他組織との連携を強化することで、さらなる

展開が期待される。 
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資料－３３ 
 

⑦広範な国民に対して行う生ごみリサイクル普及啓発活動    【評価：Ｂ】 
  生ごみリサイクルを進めるための啓発活動と、誰でも生ごみリサイクルに

取り組むことができる通気式容器の開発を行う活動である。生ごみ問題を、

温暖化、バイオマスなど他の問題とも関連付けて市民に啓発しようとしてい

ることは評価できる。出前講座について、特に三年目には全国５４箇所で開

催している点が高く評価でき、また、通気式容器の普及は、本件活動を通し

て生ごみのリサイクル率向上に寄与している。   
  一方、講座は要請を受けて行っており、実行可能性や効率性は認められる

ものの、団体発の戦略的構想を持ったターゲティングが十分とは言えない。 
今後、次世代の講師の育成、自治体との連携、団体内の多彩な人材の活用

を図ることで、全国的に波及することが期待される。 
 
⑧牛乳パックリサイクル促進普及啓発活動の実施        【評価：Ｂ】 
  牛乳パックのリサイクル率向上を図るため、全国各地の自治体や乳業メー

カー、回収業者、製紙メーカー等多様な主体とのネットワークが形成されて

いる。また、様々な地域で紙すき体験などを取り入れた参加型の講習会を開

催するとともに、小学校での出前授業を実施するなど、取組みが着実に広が

りを見せており、高く評価できる。 
  一方、参加者の具体的行動の変化や回収率向上に対する寄与については定

量的に把握されておらず、また、講習会開催回数や地域は限定的なものとな

っている。 
  今後、講習会の成果を最新の IT 技術等を活用し、講習会に参加できない者

へも広く普及させることにより、さらなる発展が期待される。 
 
⑨エコ・コミュニティづくりのための愛知県全域グリーンマッププロジェクト 

【評価：Ｃ】 
  愛知万博の際に実施されたグリーンマッププロジェクトを、持続可能な地

域づくりの市民活動につなげることを目的とした活動で、万博直後の事業実

施というタイミングは妥当である。毎年十数回にわたり出前説明会を実施す

るとともに、「活動テーマ別グリーンマップガイド」等の冊子を作成し、次の

活動展開のためのツールとして活用できていることは評価できる。 
  一方で、出前説明会は主に要請を受けたところで行うなど、対象者へのア

プローチが戦略的とは言えず、新規地域の掘り起こしという目標の達成には

至っていない。 
  今後は、地域の要望に応えるだけではなく、未活動地域への普及啓発のた

めに、学校への出前講座等の手法について検討することが望まれる。   
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⑩鹿児島の温泉を訪ねて環境をまなぶエコツアー事業      【評価：Ｃ】 
  地域の自然資源である｢温泉｣に焦点を当て、その意義を顕在化させること

により、住民の環境意識の向上や地域活性化を図るという活動の狙いはユニ

ークなものとして評価できる。また、参加型地域調査、ワークショップの開

催、エコツアーの実施は、概ね適正に進行管理されている。さらに、地域の

役場、商工会、観光協会などの組織との連携や展開につながる事業計画が、

事業終了後の波及効果につながっていることも評価できる。 
  一方で、エコツアー参加対象者などについての定性・定量分析がなされて

いないことや、プロジェクト実施者に蓄積されたノウハウを一般市民や地域

に還元する方法等の戦略が十分とは言えないため、明確な活動戦略の確立が

望まれる。 
 
⑪地球温暖化防止活動推進者を地域で指導、育成、支援できる専門家の養成 

【評価：Ｂ】 
  環境教育推進法が施行され、社会的に、地球温暖化防止のための担い手の

拡充・質の向上に取り組む必要性が高まっているため、本活動は時機を得た

ものと言える。また、セミナーを各地域でバランスよく開催するよう努めて

いることも評価できる。さらに、指導者に必要な知識や技能に応じてセミナ

ーを三種類に分けるなど、より高い効果が得られるよう実施しており、専門

家の育成に成果を上げている。地域の協働団体との連携においても、活動を

通して双方にとって新たな経験が得られ、今後の活動のためのノウハウが蓄

積されてきた。 
  一方、セミナー受講者が得た知識や経験が地域でどのように活かされてい

るかについてのフォローアップ・評価・検討及び成果の確認が必要である。 
  今後、成果の取りまとめと活用、国・自治体等行政機関、商工会議所、教

育機関等との連携をさらに進めることで、一層の展開が期待される。 
 
⑫水俣病関連写真整理とデータベース化、及びインターネットによる情報発信 

【評価：Ｂ】 
  水俣病公式確認５０年という節目の年の前後に、公害の原点と言われる「水

俣病」関連資料のデータベース化を行う活動である。膨大な写真や資料、新

聞記事等について、一般市民が広く活用しやすい環境を整える本事業の目的

は、必要性が高く妥当性も十分にある。ホームページへのアクセス数や子ど

も用のホームページの活用などからも、着実に一般市民や社会から反響を得

て大きな成果を上げていると評価できる。 
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一方、インターネットによる検索システムの構築は安定性が十分でなく、

システムの技術的トラブルなどの課題もある。 
  今後、利用のためのシステムの安定性や確実性を一層高めることにより、

さらなる展開が期待される。 
 
⑬緑化による安全な道づくり・まちづくり～全国展開モデルづくり【評価：Ａ】 
 「緑化」と「安全」、「防災」をつなぎ、それぞれのテーマに関心を有して

いた市民、行政、企業、専門家等によって発展性があり実施可能な新しい具

体的活動を考える「きっかけ」を提供しており、地域ニーズを踏まえた先駆

性・独創性の高い取組みであると言える。シンポジウムの開催、見本園づく

りなど、活動の目標については 100％に近い達成率で実施したのみならず、大

学研究者、地方公共団体等多数の新たな協力者を得てネットワークが形成さ

れるなど、優れた効果・波及効果が得られていると評価できる。また、活動

の実施を踏まえ次年度以降の計画が立てられるなど、より高い成果を得るた

めの取組がされている。 
 今後は後継者の育成を図っていくことが望まれる。 

 
⑭日本・アジアの途上国において温暖化防止型・持続可能な福祉社会を実現す

る政策提言・啓発活動                   【評価：Ａ】 
  持続可能な社会のための政策実現に向けたインプット及び途上国における

開発プロジェクトが引き起こす負のインパクトを最小化するための活動とし

て高く評価できる。また、地方自治体や各政党の具体的な政策作りに貢献す

るなど、当初の計画以上に波及効果ももたらしていることも評価できる。 
  今後は、当該プロジェクトの継続、発展のための仕組みづくり、人材育成

や団体としての長・短期目標の設定及び実際的な戦略の構築が望まれる。 
 
【海外】 
①インドネシア北スマトラ州ルヌン川支流域における環境保全規則・条例の制

定                            【評価：Ａ】 
  自然資源利用の慣習法が存在しない入植者の村において、森林保全のため

の利用ルールの確立を住民主体で目指すという活動の方向性は妥当である。

また、現地カウンターパートとの協働体制が確立されていることが、活動実

施の効率性を高めている。新たな地域が次々に規則作りに加わり、初年度に

は２地区で、翌年度には３地区で地区規則が制定されており、活動による直

接効果、波及効果は大きい。また、住民全体の意識変化や森林保全に関する

理解度の向上などについても大きな効果が認められる。 
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  ５地区からなる村全体を包含する条例が制定されれば、インドネシアにお

ける住民提案による条例第一号という画期的なトピックとなることも大きな

成果であると評価できる。 
  今後は、条例の制定が森林保全と住民の生活安定のためにどのような効果

を発揮していくかについてのフォローアップを行っていくことが重要である。 
  
②ラオス北部における住民の持続的な土地森林利用のための森林政策と水源林

環境に関する調査・提言活動                【評価：Ａ】 
  現地の社会政治状況や国民性の特徴を十分認識しつつ、住民主体による森

林管理や持続可能な土地利用のあり方について調査・政策提言を行うことを

目的とした活動である。行政と住民というセクターの連携により、両セクタ

ーをエンパワメントすることに成果を挙げている。また、活動の実績を自ら

評価し、必要に応じて計画の変更を行うことで目標達成に大きく貢献してい

ることも評価できる。 
ラオス国内には類似の自然、社会経済状況に置かれている中山間地地域が

多いため、他の地域への実践モデルケースとして展開できる可能性が高い。

このため、今後はプロジェクトの自立発展性を高めていく工夫を行っていく

ことが期待される。 
 

33-6



資　料　編

資料－３４

イ案件 ロ案件 ハ案件 合計

a. 自然保護・保全・復元 7　 0　 26　 33　 13.5 % 16.9 % 16.0 % 12.3 % 23.2 %

b. 森林保全・緑化 5　 1　 10　 16　 11.5 % 6.5 % 7.8 % 10.2 % 7.2 %

c. 砂漠化防止 1　 0　 0　 1　 1.9 % 0.0 % 0.5 % 2.0 % 0.0 %

d. 大気・水・土壌環境保全 6　 0　 6　 12　 11.5 % 3.9 % 5.8 % 14.3 % 3.2 %

e. 地球温暖化防止 2　 2　 24　 28　 7.7 % 15.6 % 13.6 % 4.1 % 12.0 %

f. 循環型社会形成 2　 0　 14　 16　 3.8 % 9.1 % 7.8 % 2.0 % 6.4 %

g. 環境保全型農業 6　 0　 2　 8　 11.5 % 1.3 % 3.9 % 8.2 % 0.8 %

h. 総合環境教育 6　 2　 36　 44　 15.4 % 23.4 % 21.4 % 16.3 % 30.4 %

i. 環境活動情報化 0　 0　 4　 4　 0.0 % 2.6 % 1.9 % 0.0 % 4.0 %

j. 日中韓三カ国環境協力 1　 0　 0　 1　 1.9 % 0.0 % 0.5 % 6.1 % 0.0 %

k. 総合環境保全活動 8　 3　 18　 29　 21.2 % 11.7 % 14.1 % 24.5 % 12.8 %

l． G8洞爺湖サミット等関連 14　 14　 9.1 % 6.8 %

44　 8　 154　 206　 100.0 % 100.0 % 100.0 % 100.0 % 100.0 %

平成20年度助成金採択案件の内訳

（参考）
平成19年度分野別比率

国内
分野別比率

合　　計

海外
分野別比率

海外
分野別比率

国内
分野別比率

全体
分野別比率

活動分野

海外分野別比率

自然保護・保
全・復元, 7件

森林保全・緑化,
6件

砂漠化防止, 1
件

大気・水・土壌
環境保全, 6件

地球温暖化防
止, 4件

循環型社会形
成, 2件

環境保全型農
業, 6件

総合環境教育,
8件

環境活動情報
化, 0件

日中韓三カ国環
境協力, 1件

総合環境保全
活動, 11件

G8洞爺湖サミッ
ト等関連, 0件

国内分野別比率

自然保護・保
全・復元, 26件

森林保全・緑化,
10件

砂漠化防止, 0
件

大気・水・土壌
環境保全, 6件

地球温暖化防
止, 24件

循環型社会形
成, 14件

環境保全型農
業, 2件

総合環境教育,
36件

環境活動情報
化, 4件

日中韓三カ国
環境協力, 0件

総合環境保全
活動, 18件

G8洞爺湖サミッ
ト等関連, 14件
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資料－３４
　
＜助成事業実績（確定）の推移＞　

（単位：件、百万円）

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額
イ案件 58 247 57 235 48 203 44 175 44 168 251 1,028
ロ案件 7 22 9 31 7 23 5 16 8 24 36 116
ハ案件 138 446 136 438 115 353 125 402 153 486 667 2,125

計 203 715 202 704 170 579 174 593 205 678 954 3,269

イ 国内に主たる事務所を有する民間団体による開発途上地域における環境の保全を図るための活動
ロ 海外に主たる事務所を有する民間団体による開発途上地域における環境の保全を図るための活動
ハ 国内に主たる事務所を有する民間団体による国内における環境の保全を図るための活動

区分
19年度 20年度 計16年度 17年度 18年度
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イ案件 ロ案件 ハ案件 合計

a. 自然保護・保全・復元 5　 0　 39　 44　 15.6 % 28.7 % 26.2 % 13.5 % 16.9 %

b. 森林保全・緑化 3　 1　 8　 12　 12.5 % 5.9 % 7.1 % 11.5 % 6.5 %

c. 砂漠化防止 0　 0　 0　 0　 0.0 % 0.0 % 0.0 % 1.9 % 0.0 %

d. 大気・水・土壌環境保全 4　 0　 5　 9　 12.5 % 3.7 % 5.4 % 11.5 % 3.9 %

e. 地球温暖化防止 2　 1　 21　 24　 9.4 % 15.4 % 14.3 % 7.7 % 15.6 %

f. 循環型社会形成 2　 0　 14　 16　 6.3 % 10.3 % 9.5 % 3.8 % 9.1 %

g. 環境保全型農業等 6　 1　 2　 9　 21.9 % 1.5 % 5.4 % 11.5 % 1.3 %

h. 総合環境教育 3　 2　 31　 36　 15.6 % 22.8 % 21.4 % 15.4 % 23.4 %

i. 総合環境保全活動 2　 0　 11　 13　 6.3 % 8.1 % 7.7 % 21.2 % 11.7 %

j. その他の環境保全活動 0　 0　 5　 5　 0.0 % 3.7 % 3.0 % 1.9 % 2.6 %

G8洞爺湖サミット等関連 9.1 %

27　 5　 136　 168　 100.0 % 100.0 % 100.0 % 99.9 % 100.1 %

平成21年度助成金採択案件の内訳

合　　計

海外
分野別比率

海外
分野別比率

国内
分野別比率

全体
分野別比率

活動分野

（参考）
平成20年度分野別比率

国内
分野別比率

国内分野別比率

自然保護・保全・
復元, 39件

森林保全・緑化,
8件

砂漠化防止, 0件

大気・水・土壌環
境保全, 5件

地球温暖化防止,
21件

循環型社会形成,
14件

環境保全型農業
等, 2件

総合環境教育,
31件

総合環境保全活
動, 11件

その他の環境保
全活動, 5件

海外分野別比率

自然保護・保全・
復元, 5件

森林保全・緑化,
4件

砂漠化防止, 0件

大気・水・土壌環
境保全, 4件

地球温暖化防止,
3件

循環型社会形成,
2件

環境保全型農業
等, 7件

総合環境教育, 5
件

総合環境保全活
動, 2件

その他の環境保
全活動, 0件
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資料－３６

平成20年度研修事業参加者アンケートによる意見・要望等一覧

１　情報提供に関する意見・要望
項目 件数

COP10に関する情報 2
活動手法、活動維持の方法に関する情報 2
活動の参加を促す方法 4
活動事例の紹介 13
企業等との連携、協働の推進に関する情報 2
個別の環境問題に関する情報
（ごみ、資源、農業と野生生物とのかかわり、水資源、化学物質、都市緑化、温暖化問題）

15

環境保全活動を進めるための人材や職に関する情報 2
地域とのスムーズな連携方法等 2
海外での効果的な活動方法や地域の実情など 2
情報システムに関する情報 4
環境教育・環境学習 2
その他 3

計 53

２　研修の講座や講義で取り入れてほしい項目
項目 件数

活動団体のスキルアップに関する講座等 4
情報発信・収集能力の向上に関する講座等 4
企業・行政等との連携に関する講座等 4
ボランティア等人材確保に関する講座等 1
個別の環境問題に関する講座
（ごみ問題、温暖化対策、環境教育、気候変動防止、森林問題、省エネ・省資源、事前環
境、不法投棄問題、里山体験など）

20

団体の交流 2
その他 2

計 37

３　活動を行ううえで課題となっている事項
項目 件数

リーダーの育成 1
学校との連携 1
企画作り 1
語学問題 1
行政とのかかわり 2
市民等へのアプローチ 13
資金問題 4
情報発信方法 5
人材問題 5
その他 1

計 34

36-1



資　料　編

資料－３7

開催場所 開催日
参加者
数

（有意義
回答率）
（％）

札幌市 2月7日（土） 104 90%

東京都渋谷区 1月31日（土）、2月1日（日） 390 97%

名古屋市 1/23（金） 122 94%

大阪市 10/11(土) 144 95%

岡山市 1/10（土） 73 100%

熊本市 12/6（土） 64 97%

札幌市 12月20日（土）、21日（日） 27 100%

仙台市 10月18日（土）、19日（日） 16 100%

東京都渋谷区 1月23日（金）、24日（土） 23 100%

長野市 11月15日（土）、16日（日） 23 100%

大津市 1月24日（土）、25日（日） 27 100%

岡山県備前市 1月31日（土）、2月1日（日） 31 100%

佐賀市 1月23日（金）、1月24日（土） 25 100%

環境NGO活動入門講座 高松市 1月17日（土） 37 100%

環境アセスメント講座 岡山市
2月14日（土）、15日（日）、21日
（土）、22日（日）

52 100%

国際協力講座 栃木県日光市 11月22日（土）、23日（日） 32 100%

地球温暖化防止 京都市 2月21日（土）、22日（日） 30 100%

生物多様性保全 東京都新宿区 2月27日（金）、3月1日（日） 28 95%

海外派遣研修活動体験コース タイ、カンボジア 7/25～26、8/21～9/15、11/28 7 100%

インドネシア １0/30、12/2～12/17、2/6 5 100%

1260 97%

海外派遣研修実践手法スタディコース

環境保全戦略講座

平成20年度　研修事業アンケート結果　

環境ＮＧＯの集い

研修名

環境NGO活動発展のための組織運営講座
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資料－３８

開催場所 実施時期
参加者数

(人）
研修趣旨・内容 期間

札幌市 2/7 104

東京都渋谷区 1/31, 2/1 390

名古屋市 1/23 122

大阪市 10/11 144

岡山市 1/10 73

熊本市 12/6 64

札幌市 12/20, 21 27

仙台市 10/18, 19 16

東京都渋谷区 1/23, 24 23

長野市 11/15, 16 23

大津市 1/24, 25 27

岡山県備前市 1/31, 2/1 31

佐賀市 1/23, 24 25

高松市 1/17 37
民間の環境保全活動の役割と活
動方法について広く一般の理解を
得る。

１日

岡山市 2/14, 15, 21 22 52
環境アセスメント制度・意義を広く
市民層に普及。

４日

栃木県日光市 11/22, 23 32

環境分野の国際協力活動に関心
を持っている初心者等を対象とし
て、専門家による国際協力に関す
る事例紹介等を通じ、基礎的な知
識を伝達。

２日

地球温暖化防止 京都市 2/21, 22 30

生物多様性保全 東京都新宿区 2/27, 3/1 28

タイ、カンボジア 8/21～9/15 7 ４週間

インドネシア 12/2～12/17 5 ２週間

民間環境活動団体のスタッフ等を
海外の開発途上地域の活動現場
等に派遣し、開発途上国の環境問
題の現状などについて理解を深
め、今後の環境保全活動に役立
つ知識や技術の習得。

環境保全戦略講座

環境NGOと市民の集い

環境NGO活動発展のための組織運営講座

環境NGO活動入門講座

環境アセスメント講座

国際協力講座

平成20年度研修事業開催内容一覧

海外派遣研修活動体験コース

海外派遣実践手法スタディコース

研修名

1日
（関東：２日）

２日

２日

①民間の環境保全活動を広く市
民等（一般市民、市民団体、企
業、学校、地方公共団体等）に紹
介。
②地球環境基金の全助成団体の
参加を求め資金提供者である市
民等に対し助成活動の報告を行
う。

環境NGOとしての組織運営力、活
動実施力の強化、異なる主体との
パートナーシップ形成のための企
画・調整力の向上。

環境分野における環境保全活動
を戦略的に行っていくため、各分
野の活動の現状と課題を整理し、
今後の活動の促進を図る。
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資料－３９ 

地 球 環 境 基 金 部 
地球環境基金の運用方針について 

 
 地球環境基金の運用については、独立行政法人環境再生保全機構の資金の管理及び運用

に関する規程第１１条の規定に基づき、下記の方針を作成し実施することとする。 
 

記 
 
１．運用方針 

地球環境基金の運用については、運用収入の確保を考慮し、財政融資資金への預託 
及び国債等の長期保有を中心として安全確実にかつ有利な運用を行う。 

 
２．運用対象 

国の出資金、民間等出えん金及び財政融資資金預託金等の満期償還金を運用対象 
とする。 

 
３．運用方法 

独立行政法人環境再生保全機構法第１５条第２項に規定されるもののうち、次の有 
価証券等により運用する。 
① 国債 
② 地方債 
③ 政府保証債 
④ 金融債 
⑤ 銀行その他環境大臣の指定する金融機関への預金 
⑥ 財政融資資金への預託 
 

４．取引（運用）機関の選定 
  有価証券及び預金については、機構において実績があり、地球環境基金の運用にかか

る情報提供等の営業実績のある金融機関に引合いするものとする。 
 
５．その他 

本方針は、地球環境基金の取扱あるいは金融情勢等に特段の変化がない場合は継続し 
て適用する。各年度の運用については実施の都度、資金管理委員会に報告するものとす

る。 
以上 
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資料－４０－①

ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物処理基金業務について

１．目　的

（１）　中小企業者等が保管する大型のポリ塩化ビフェニル廃棄物（トランス・コンデンサ等）の処理に要する

　　費用の軽減　（軽減事業）

（２）　ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理に際しての環境状況の監視・測定、安全性の確保に係る研究・研修

　　の振興促進　（振興事業）

２．造成の方法

（１）国及び都道府県は、補助金その他の方法により、機構に対して資金を拠出する。

（２）産業界等（製造者等）に対しては、環境大臣が資金の出えん等の協力要請を行う。

３．ＰＣＢ処理基金のスキーム

４．拠出状況等(平成21年3月31日現在)

国

都道府県

うち前年度後納分

民間出えん金

国

都道府県

うち前年度後納分

民間出えん金

480,000

0

44,000

1,963,000

平成１９年度

2,000,000

16,000,000

16,000,000

81,000

800 0

480,800

1,659,000

0

2,081,000

2,000,000

平成20年度

0

219,000

0

125,000

1,906,000

累計額

2,000,000

2,044,0002,131,000

2,000,000 2,000,000

88,000

0

平成１５年度平成１３年度 平成１４年度

386,000

2,000,000

716,000

ＰＣＢ廃棄物処理基金

2,263,000

2,000,000 2,000,000

1,254,000 2,358,000

中小企業等の保管する
ＰＣＢ廃棄物の処理費用

環境大臣が指定する処理事業者（日本環境安全事業㈱）

平成１７年度 平成１８年度平成１６年度

産業界等

（単位：千円）

環境状況監視・測定、安全性の
確保に係る研究・研修の費用

独立行政法人環境再生保全機構

国・都道府県

補助金 出えん金
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日本環境安全事業株式会社  

ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理事業の実施状況について 

 ※（平成 21 年 3 月現在） 

 

 
 
 
事業所別処理対象都道府県 
 
■北海道事業 

北海道・青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島・茨城・栃木・群馬・新潟・富山・石川・福井・山梨 
・長野 

■東京事業 
埼玉・千葉・東京・神奈川 

■豊田事業 
岐阜・静岡・愛知・三重 

■大阪事業 
滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良・和歌山 

■北九州事業 
鳥取・島根・岡山・広島・山口・徳島・香川・愛媛・高知・福岡・佐賀・長崎・熊本・大分・宮崎 
・鹿児島・沖縄 

 

 
 

資料－４０－①

H20.5 操業開始  
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平成 1８年 3 月 22 日 
地 球 環 境 基 金 部 

 
ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基金の運用方針について（ 

 

ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基金（以下「基金」という。）の運用については、独立

行政法人環境再生保全機構の資金の管理及び運用に関する規程（平成１７年４月１日規程

第３号）（以下、「規程」という。）第１１条に基づき、下記の方針を作成し実施するこ

ととする。 
 

記 
 
１．運用方針 
  国及び都道府県等の助成金及び民間出えん金により基金を造成し、ポリ塩化ビフェニ

ル廃棄物処理の進捗に対応して法に定められた処理期間内に取り崩して支出するポリ塩

化ビフェニル廃棄物処理基金の性格から、安全性の確保を最優先に効率的な運用を考慮

し国債で運用する。 
 
２．運用対象 
  国及び都道府県の助成金、民間出えん金、購入国債の利金及び満期償還金を運用の対

象とする。 
 
３．運用方法 

指定事業者（現状：日本環境安全事業㈱）の事業計画において取り崩しの可能性がな

い金額の範囲内で満期間５年以下の国債で運用する。取引口座開設に際しては顧客資産

分別保管契約の締結を条件とする。 
基金の受入れ及び短期に支出予定のある額については決済用普通預金で管理する。 

 
４．取引（運用）機関の選定 

国債については、機構において実績があり、かつ過去１年間にポリ塩化ビフェニル廃

棄物処理基金の運用に係る情報提供等の営業実績が良好な証券会社に引合いするものと

する。 
 
５．その他 
  本方針はポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基金の取扱あるいは金融情勢等に特段の変更

がない場合は継続して適用する。各年度の運用については実施の都度、資金管理委員会

に報告するものとする。 
 
 
 
 
 

 

資料－４０－②
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維持管理積立金業務について 
 
１.目的 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律（平成 9 年法律第 85 号）に基づき、環境省令で定

める最終処分場の設置者が、埋立処分終了後に必要となる維持管理費用を埋立期間中に環境再生保全機構に積み

立て、埋立終了後は徐々に必要な額を取り戻して適正な維持管理を行おうとするものである。なお、廃棄物の処

理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 42 号）により、これまで維持管理積立金の対

象外であった最終処分場についても平成 18 年 4 月 1 日より対象となった。 
 

２.制度の概要 
（１）積立て義務 
特定最終処分場の設置者は、埋立終了後の維持管理を適正に行うため、埋立開始から埋立終了までの毎年度、

各処分場ごとに、都道府県知事が一定の基準に従い算定した額の金銭を維持管理積立金として環境再生保全機構

に積み立てるものとする。 
 

（２）積立金の管理 
維持管理積立金は、環境再生保全機構が管理するものとする。 
 
（３）積立金の取り戻し 
特定最終処分場の設置者は、埋立終了後、最終処分場に係る維持管理を行う場合は当該処分場に係る維持管理

積立金を取り戻すことができるものとする。 
 

３.維持管理積立金のスキーム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４.積立・取戻状況（平成 21 年 3 月 31 日現在） 
（単位：千円） 

 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 

積立 1 件 9,489 20 件 206,231 28 件 232,782 43 件 557,756 

取戻（△）     1 件 △700 1 件 △1,066 

残高  9,489  215,720  447,802  1,004,492 
 

 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 

積立 58 件 1,194,075 68 件 1,251,359 74 件 1,457,116 81 件 1,850,226 

取戻（△） 1 件 △721   2 件 △3,420 2 件 △41,072 

残高  2,197,846  3,449,205  4,902,901  6,712,055 
 

 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 累計額 

積立 1,017 件 14,154,352 1,131 件 14,322,505 873 件 9,599,712 44,835,603 

取戻（△） 5 件 △152,275 26 件 △717,530 35 件 △779,001 △1,695,785 

残高  20,714,132  34,319,107  43,139,818 43,139,818 

 

資料－４０－③

都道府県知事 環境再生保全機構 

最終処分場の設置者 

埋立期間中、毎年度、

維持管理積立金を積立 積み立てるべき維持管

理積立金の額の算定・

通知 

埋立終了後、維持管理

費用を取り戻し 
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平成２０年２月５日 
地 球 環 境 基 金 部 

維持管理積立金の運用方針について（ 
 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則(昭和 46 年厚生省令第 35 号)第 4 条の 8の

規定に基づき、独立行政法人環境再生保全機構が廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭

和 45 年法律第 137 号。以下「法」という。)第 8条の 5第 3項に規定により管理する維持

管理積立金（以下「積立金」という。）の運用については、独立行政法人環境再生保全機

構の資金の管理及び運用に関する規程(以下「規程」という。)第１１条に基づき、下記の

方針のとおり実施することとする。 

 
記 

 
１．運用方針 
  法第 8 条の 5 第 1 項に規定する特定一般廃棄物最終処分場の設置者(法第 15 条の 2 の

3 において読み替えて準用する法第 8 条の 5 第 1 項に規定する特定産業廃棄物最終処分

場の設置者を含む。以下「最終処分場の設置者」という。)が積み立てた積立金である

ことを踏まえ、安全性の確保を最優先に運用する。 
 
２．運用対象 
  運用対象は、積立金のうち、取戻し申請に対応する額を除いた金額とする。 
 
３．運用方法 

安全性の確保を最優先に、次の方法により運用する。 
(1) 国債、地方債、政府保証債(その元本の償還及び利息の支払について政府が保証す

る債券をいう。)その他環境大臣の指定する有価証券の取得 
 (2) 銀行その他環境大臣の指定する金融機関への預金 

(3) 信託業務を営む金融機関（金融機関の信託業務の兼営等に関する法律(昭和十八年

法律第四十三号)第一条第一項の許可を受けた金融機関をいう。）への金銭信託で元

本補てんの契約があるもの 
  

４．取引（運用）機関の選定 
  規程第７条の要件を満たす金融機関に引合いするものとする。 
 
５．その他 
  本方針は、維持管理積立金の取扱あるいは金融情勢等に特段の変更がない場合、継続

して適用する。各年度の運用については、実施の都度、資金管理委員会に報告するもの

とする。 
 
 

 

資料－４０－④
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資料－４１ 
石綿健康被害救済制度平成 20 年度広報実施計画（概要） 

 

１．広報活動の目的 

従来の石綿健康被害救済制度自体の広報に加え、今年中に施行される制度改正について広く 

周知し、対象者に申請・請求を促す。 

【説明のポイント】 

    ・対象者、給付内容について 

    ・申請手続き方法について 

    ・特に、法改正による変更点について 

【実施に当たって】 

・広報対象を明確化し、対象者やその関係者の目に付きやすい広告を作成する 

・環境省及び厚生労働省と連携し、効率的な広報を実施する 

・地域の特徴を考慮し、効果的な広報を実施する 

・医師に対して、患者への周知と診断技術の向上を図る広報を実施する 

・各種アンケートの結果を踏まえて、広報媒体・広報対象を選定する 

 

２．広報対象と媒体 

正確かつ迅速な情報伝達のために広報対象ごとに媒体を選択。 

広報対象 広報目的 媒体等 媒体等選定理由 

患者への周知を促す 医師・医療関係者向け専門誌 
医師・医療関係者への到

達率が高い 医師 

・ 

医療 

関係者 

①患者への周知を促

す 

②石綿関連疾患の診

断技術の向上を図る 

学会等でのセミナー開催及び 

パンフレット配布 

直接患者と接する医師に

対して、効果的に周知でき

る 

患者 
患者及び家族に周知

を行う 
一般向け医療系専門誌 

患者及び家族に到達率が

高い 

地域住民 
地域住民に直接周知

を行う 
リビング誌・新聞折込み・交通広告  

地域住民、工場周辺住民

に到達率が高い 

特定業種 
石綿にかかわる労働

者に周知を行う 
石綿にかかわる業種の専門誌 

石綿ばく露歴のある労働

者への到達率が高い 

一般 制度を広く周知する 
新聞（全国紙・地方紙）・一般誌・WEB・ポ

スター 

全国に効果的に広報でき

る 

保健所等 
自治体や関係団体等

への周知 

保健所・病院等の公共施設におけるポス

ターの掲出、自治体広報誌への掲載 

地域住民の目に留まりや

すい 
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資料－４２ 

新聞・雑誌等での広報一覧 

 

区分 媒体名 掲載日等 

新聞（全国紙） 読売、朝日、毎日 H20/12/1 

奈良日日新聞 H20/4/28 

北海道新聞、東奥日報、岩手日報、河北新報、秋田

魁新報、山形新聞、福島民報、茨城新聞、下野新聞、

上毛新聞、埼玉新聞、千葉日報、東京新聞、神奈川

新聞、新潟日報、山梨日日新聞、静岡新聞、北日本

新聞、北國新聞、福井新聞、信濃毎日新聞、岐阜新

聞、中日新聞、伊勢新聞、中日新聞、京都新聞、神

戸新聞、産経新聞大阪本社、奈良新聞、日本海新聞、

山陰中央新報、山陽新聞、中国新聞、徳島新聞、四

国新聞、愛媛新聞、高知新聞、西日本新聞、佐賀新

聞、長崎新聞、熊本日日新聞、大分合同新聞、宮崎

日日新聞、南日本新聞、沖縄タイムス、琉球新報 

H20/12/1 

 

新聞（地方紙） 

福島民報 H21/03/1 

 

スポーツ紙 

中日スポーツ(東京中日スポーツを含む）、東京スポ

ーツ(大阪スポーツ、中京スポーツ、九州スポーツ）、

日刊スポーツ 

H20/12/1 

週刊朝日、女性自身 3 月 24 日号 

レタスクラブ 3 月 25 日号 

 

一般雑誌 

ＪＲ時刻表 3 月号 

ＢＯＤＹＳＨＯＰ(自動車車両整備月刊誌) 5 月号(H20) 

インダスト(全国産業廃棄物連合会の月刊誌) 2 月号(H21) 

建設工事＆建設リサイクル 3 月号(H21) 

 

特定業種向け 

雑誌等 

地方建設新聞 30 紙 H21/3/27 

医療関係者向け 

雑誌等 

画像診断、癌の臨床、病理と臨床、臨床画像、日本

医事新報 

3 月号(H21) 

一般患者向け 

医療雑誌 

ヘルス＆ＴＯＤＡＹ、訪問看護と介護、がんサポー

ト、きょうの健康 

3 月号(H21) 

生島ヒロシのおはよう一直線（ＴＢＳ系列）、ニュ

ースパレード（文化放送系列） 

H20/12（1 ヶ月

間） 
ラジオ 

（番組内20秒広告）
武田鉄矢の朝の 3 枚おろし（文化放送系列） H21/3/23～27 

ｗｅｂ広告 検索サイト（リスティング広告） H21/3(1 ヶ月間)
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資料－４３ 
 

特定地域住民への広報一覧 

 

広報資料等の名称 対象地域等 

自治体の広報誌への折込チラシ、 

町内会掲示板への掲載 

尼崎市、西宮市、堺市、阪南市、泉南市、河内長野

市、王寺町、斑鳩町、羽島市、大田区、鳥栖市、川

崎市（100 万部発行） 

大都市圏鉄道の駅貼り広告 

JR 東日本、JR 西日本、JR 東海、阪神、南海、近鉄、

名鉄、京急、東武、京王、京成  

各鉄道会社の患者の多い地域を通る路線の 435 駅 

各駅１枚 H21/3/25～4/7  

リビング紙への広告掲載 

サンケイリビング新聞（首都圏・大坂・神戸・名古

屋・福岡・札幌・岡山・広島・高松、計 38 エリア）

H21/3/28 

郵便局の現金納入袋への広告掲載 
東北地方北部 3 県、尼崎市、川崎市、大田区 

全 1,072 郵便局 86 万枚発行 

 

43-1



資 料 編 

 

資料－４４ 
 

自治体等開催会議一覧 

 

会議名 開催地 日時 機構演題 

埼玉県石綿対策講習会 埼玉県 H20/9/1 石綿による健康被害救済制度の概要 

第 6 回岡山県対策協議会 岡山県 H21/2/10 
石綿による健康被害の救済に関する法

律の改正および認定の状況について 

全国産業廃棄物連合会事務局

長会議 
東京都 H21/2/10 

環境再生保全機構の石綿による健康

被害の救済事業 

平成 20 年度アスベスト健康診

断・治療従事医師等研修事業 
千葉県 H21/2/25 

石綿健康被害救済制度の改正点につ

いて 

（独）労働者健康福祉機構主催

アスベスト研修 
東京都 

計 7 回 

（6 月、8 月、9

月 2 回、11 月

2 回、12 月） 

石綿健康被害救済制度の概要 

韓日アスベストシンポジウム 
韓国 

ソウル 
H20/7/15 

日本における石綿による健康被害救済

制度の概要 
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資料－４５ 
 

広報周知を行った医療機関等一覧 

 

（１）医師向け手引きを配布した病院の内訳 

所管等 配布箇所 

独立行政法人国立病院機構 146 

独立行政法人労働者健康福祉機構 34 

国公立大学付属病院 54 

日本赤十字社 95 

日本私立医科大学協会 81 

恩賜財団済生会 81 

計 491 

 

 

（２）医師向け手引き、ポスター、チラシを配布した医療関係団体一覧 

区分 団体名 

病院・診療所関係 

日本医師会、全日本病院協会、日本病院会、日本医療法人

協会 、全国自治体病院協議会、独立行政法人国立病院機構、

独立行政法人労働者健康福祉機構、日本慢性期医療協会、

日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚生農

業協同組合連合会、社会福祉法人北海道社会事業協会、社

団法人日本私立医科大学協会、国立大学病院、公立私立大

学病院、日本精神科病院協会 

学会関係 社団法人日本呼吸器学会 

薬局関係 日本薬剤師会 

介護関係 

全国軽費老人ホーム協議会（さざんかの郷）、全国老人福祉

施設協議会、全国在宅介護支援センター協議会、（特定非営

利活動法人）全国認知症グループホーム協会、社団法人全

国老人保健施設協会、社団法人全国有料老人ホーム協会 

歯科関係 日本歯科医師会 

看護関係 社団法人日本看護協会 
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資料－４６ 
 

学会等で開催したセミナー一覧 

 

学会名 開催地 開催日 人数 演題 

日本病理学会総会 金沢市 H20/5/15 200
中皮腫診断のピットホール 

～とくに良悪性の鑑別～ 

第 71 回日本呼吸器学会近畿地方会 

第 101 回日本結核病学会近畿地方会 
神戸市 H20/7/5 100 石綿関連疾患と救済制度 

第 47 回日本肺癌学会中国・四国地方会 高知市 H20/7/19 100
-中皮腫-  

その鑑別診断の重要性 

第 61 回日本胸部外科学会定期学術集会 福岡市 H20/10/14 200 悪性胸膜中皮腫の診断と治療 

日本肺癌学会総会 北九州市 H20/11/13 250
中皮腫診断のピットホール 

～とくに良悪性の識別診断～ 

第 94 回日本呼吸器学会東海地方会 岐阜市 H20/11/23 150 アスベスト関連疾患について 

第 16 回日本呼吸器内視鏡学会気管支鏡専

門医大会 
高松市 H21/2/21 400

胸膜中皮腫診断における 

胸腔鏡の意義について 
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資料－４７ 
 

機構ホームページ中「アスベスト（石綿）健康被害」のページ 

アクセス数の推移 

石綿トップページアクセス数（年度別比較）
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資料－４８ 

保健所担当者向け説明会開催一覧及びアンケート調査結果 

 

１．説明会開催一覧 

ブロック 日時 参加人員 

北海道地区 平成 20 年 11 月 17 日 47 人 

東北地区 平成 20 年 11 月 10 日 26 人 

関東地区 平成 20 年 11 月 13 日 113 人 

中部地区 平成 20 年 11 月 18 日 49 人 

近畿地区 平成 20 年 11 月 6 日 60 人 

中国・四国地区 平成 20 年 11 月 14 日 31 人 

九州地区 平成 20 年 11 月 11 日 44 人 

計 370 人 

 

２．説明会出席者のアンケート調査結果 

●石綿健康被害救済業務の担当年数 

1年目 110 人

2 年目 62 人

3 年目以上 47 人

無回答 4 人

計（回答者数）   223 人

 

●年間の相談等の回数 

1回 32 人

2～3回 44 人

4～6回 37 人

7～10 回 2 人

10 回以上 15 人

その他 5 人

計（回答者数） 135 人

 

●説明内容の理解 

  「改正法の内容」、「申請等の手続」、「受付業務の進め方」について、「十分理解した」、「ほぼ

理解した」としている回答者が、それぞれ９０％、８４％、８６％であり、説明会開催の効果

は高かった。 

  他方、いずれかの項目について「理解できなかった」としている回答者も、１割程度あった。 

  これらのことから、今後とも、保健所等への説明会を企画することや説明内容の充実を図る

ことが必要であると考えられる。 
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資料－４９ 
 

平成 20 年度電話相談総件数 

本部 3,368 件  支部 4,056 件 

平成２０年度電話相談件数
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件

支部
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  4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

合計 501 432 363 341 361 334 270 461 1,925 947 645 844 7,424 

支部 304 275 260 223 208 214 161 299 895 465 328 424 4,056 

本部 197 157 103 118 153 120 109 162 1,030 482 317 420 3,368 

 

 

 

電話相談内容の内訳 

 

 

 

 

 

  制度について 
手続きに 

ついて 

健康不安に 

ついて 
その他 計 

合計 2,388 3,434 146 1,456 7,424
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資料－５０ 
ホームページ公表・記者発表概要 

 

（１） ホームページ公表 

（平成 20 年 4 月 1 日～平成 21 年 3 月 31 日） 

 

内         容 回 数

受付・認定等状況累計 12

申請・請求受付状況（都道府県別）  12

認定申請に係る認定状況（都道府県別） 17

特別遺族弔慰金等の請求に係る認定状況（都道府県別） 17

認定申請及び特別遺族弔慰金等の請求に係る認定状況（累計：都道府県別） 17

平成１９年度統計資料 1

計 76

 

 

（２） 記者発表 

 

内         容 回 数

医療費の支給に係る認定状況 18

施行前死亡者に係る特別遺族弔慰金等の支給に係る認定状況 19

未申請死亡者に係る特別遺族弔慰金等の支給に係る認定状況  2

中皮腫による死亡者の遺族の救済を図るための周知事業について  1

平成１９年度統計資料  1

計 41
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認定申請、特別遺族弔慰金等請求に係る受付、医学的判
定及び認定等フロー

指定疾病で療養中の方、この法律の施行前に指定疾病で死亡した方の遺族

この法律の施行以後に申請をしないで指定疾病で死亡した方の遺族

独立行政法人環境再生保全機構

地方環境
事務所

保健所等

①

認
定
申
請

・
給
付
請
求

環境大臣

中央環境審議会石綿健康被害判定部会

石綿健康被害判定小委員会（平成20年度開催回数：17回）

石綿健康被害判定小委員会審査分科会（平成20年度開催回数：25回）

②

医学的判定
を要する事
項に係る判
定の申出

⑤

判
定
結
果
の
通
知

⑥

認
定
等
決
定
通
知

⑤

追
加
資
料
提
出
依
頼

⑥

追
加
資
料
提
出
依
頼

③意見を
聴く

医療機関

④意見

⑦

追
加
資
料
の
提
出

⑦

追
加
資
料
の
提
出

⑥

追
加
資
料
提
出
依
頼

（
申
請
者
等
の
承
諾
が
あ
っ
た
も
の
）

⑧
再
判
定
の
申
出

⑨意見を
聴く

⑩意見

⑪

再
判
定
結
果
の
通
知

⑫

認
定
等
決
定
通
知

資 料 編

資料－５１
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資料－５２

（平成21年3月31日時点における機構本部受付分、単位：人）

中皮腫 肺がん 不明 中皮腫 肺がん 不明 中皮腫 肺がん 不明
北海道 25 6 2 33 20 3 0 23 3 2 0 5 61
青森県 2 0 0 2 7 1 0 8 0 0 0 0 10
岩手県 4 0 0 4 11 0 0 11 0 0 0 0 15
宮城県 16 10 1 27 24 3 0 27 0 0 0 0 54
秋田県 2 1 0 3 13 0 0 13 0 0 0 0 16
山形県 5 2 1 8 7 0 0 7 2 1 0 3 18
福島県 8 1 1 10 14 1 0 15 2 3 0 5 30
茨城県 14 4 1 19 18 3 1 22 5 1 0 6 47
栃木県 9 6 1 16 19 3 0 22 4 0 0 4 42
群馬県 7 2 0 9 18 2 1 21 2 2 0 4 34
埼玉県 38 21 1 60 42 6 2 50 4 2 0 6 116
千葉県 20 15 1 36 30 4 0 34 2 0 0 2 72
東京都 63 15 1 79 68 5 2 75 7 3 0 10 164
神奈川県 52 28 6 86 65 7 3 75 4 1 0 5 166
新潟県 8 6 1 15 17 3 0 20 2 0 0 2 37
富山県 12 2 0 14 16 1 1 18 0 1 0 1 33
石川県 4 2 1 7 12 1 1 14 0 0 0 0 21
福井県 3 1 1 5 7 0 0 7 0 0 0 0 12
山梨県 4 2 0 6 8 0 0 8 0 0 0 0 14
長野県 9 2 1 12 13 0 0 13 1 0 0 1 26
岐阜県 2 1 1 4 31 1 1 33 2 0 0 2 39
静岡県 14 5 2 21 29 1 0 30 5 2 0 7 58
愛知県 39 13 0 52 28 3 1 32 4 3 0 7 91
三重県 4 2 0 6 5 1 0 6 0 0 0 0 12
滋賀県 9 1 0 10 16 0 0 16 1 0 0 1 27
京都府 10 3 0 13 14 1 0 15 2 0 0 2 30
大阪府 72 32 3 107 32 15 1 48 9 5 0 14 169
兵庫県 78 21 2 101 29 7 1 37 6 2 0 8 146
奈良県 9 5 0 14 3 1 0 4 1 0 0 1 19
和歌山県 1 4 0 5 14 0 0 14 1 0 0 1 20
鳥取県 3 0 0 3 8 0 0 8 0 0 0 0 11
島根県 6 0 1 7 6 1 0 7 0 0 0 0 14
岡山県 12 5 0 17 31 1 0 32 2 0 0 2 51
広島県 23 15 4 42 25 3 0 28 2 2 0 4 74
山口県 9 5 0 14 3 2 0 5 1 0 0 1 20
徳島県 3 1 0 4 9 0 0 9 0 1 0 1 14
香川県 6 3 0 9 4 1 0 5 2 0 0 2 16
愛媛県 2 2 0 4 11 0 0 11 1 0 0 1 16
高知県 6 2 0 8 6 0 0 6 0 1 0 1 15
福岡県 26 10 0 36 30 3 0 33 3 0 0 3 72
佐賀県 6 2 0 8 5 0 0 5 1 0 0 1 14
長崎県 9 3 0 12 16 3 0 19 0 0 1 1 32
熊本県 12 4 0 16 14 0 0 14 2 0 0 2 32
大分県 5 2 0 7 7 0 0 7 0 1 0 1 15
宮崎県 7 1 0 8 15 0 0 15 1 1 0 2 25
鹿児島県 9 1 0 10 15 0 1 16 1 0 0 1 27
沖縄県 1 0 1 2 23 0 1 24 0 0 0 0 26

海外在住者 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1
合計 688 270 34 992 858 87 17 962 85 34 1 120 2,074

特別遺族弔慰金等請求
小計 総計（施行前死亡者） （未申請死亡者）

認定申請
小計

特別遺族弔慰金等請求

認定申請書及び特別遺族弔慰金等請求書の都道府県別受付状況
(平成20年度受付分）

(申請者及び請求者の住所をもとに、県別に集計したもの)

小計都道府県名
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資料－５３

（平成21年3月31日時点における機構本部受付分、単位：人）

中皮腫 肺がん 不明 中皮腫 肺がん 不明 中皮腫 肺がん 不明
北海道 85 33 5 123 98 19 0 117 3 2 0 5 245
青森県 11 5 0 16 20 5 0 25 0 0 0 0 41
岩手県 10 2 0 12 21 2 0 23 0 0 0 0 35
宮城県 58 31 3 92 47 10 1 58 0 0 0 0 150
秋田県 11 2 0 13 33 2 0 35 0 0 0 0 48
山形県 14 7 1 22 17 7 0 24 2 1 0 3 49
福島県 23 2 1 26 32 3 0 35 2 3 0 5 66
茨城県 51 16 3 70 52 5 2 59 5 1 0 6 135
栃木県 19 12 5 36 37 6 0 43 4 0 0 4 83
群馬県 34 9 0 43 53 5 2 60 2 2 0 4 107
埼玉県 160 61 7 228 158 36 5 199 4 2 0 6 433
千葉県 87 57 4 148 100 23 0 123 2 0 0 2 273
東京都 248 75 9 332 257 36 7 300 7 3 0 10 642
神奈川県 186 90 12 288 196 39 7 242 4 1 0 5 535
新潟県 39 22 2 63 54 10 0 64 2 0 0 2 129
富山県 29 7 0 36 43 9 1 53 0 1 0 1 90
石川県 11 6 1 18 27 2 1 30 0 0 0 0 48
福井県 12 10 2 24 15 1 0 16 0 0 0 0 40
山梨県 10 5 2 17 17 1 0 18 0 0 0 0 35
長野県 26 11 1 38 27 4 0 31 1 0 0 1 70
岐阜県 30 9 1 40 47 7 2 56 2 0 0 2 98
静岡県 61 22 2 85 75 11 0 86 5 2 0 7 178
愛知県 127 33 4 164 106 19 2 127 4 3 0 7 298
三重県 24 15 4 43 24 6 0 30 0 0 0 0 73
滋賀県 31 12 1 44 33 3 0 36 1 0 0 1 81
京都府 40 14 0 54 57 7 1 65 2 0 0 2 121
大阪府 284 134 21 439 289 65 2 356 9 5 0 14 809
兵庫県 315 101 22 438 294 78 7 379 6 2 0 8 825
奈良県 48 24 0 72 48 8 3 59 1 0 0 1 132
和歌山県 14 12 0 26 31 3 0 34 1 0 0 1 61
鳥取県 12 0 0 12 17 2 0 19 0 0 0 0 31
島根県 12 7 1 20 9 2 0 11 0 0 0 0 31
岡山県 53 27 3 83 72 4 1 77 2 0 0 2 162
広島県 71 45 6 122 85 21 1 107 2 2 0 4 233
山口県 37 17 0 54 32 12 0 44 1 0 0 1 99
徳島県 12 3 0 15 14 0 0 14 0 1 0 1 30
香川県 21 10 0 31 26 3 0 29 2 0 0 2 62
愛媛県 18 10 1 29 27 2 0 29 1 0 0 1 59
高知県 11 5 0 16 22 3 0 25 0 1 0 1 42
福岡県 108 47 8 163 97 20 4 121 3 0 0 3 287
佐賀県 17 5 0 22 25 0 2 27 1 0 0 1 50
長崎県 34 15 2 51 34 7 2 43 0 0 1 1 95
熊本県 30 12 0 42 28 5 0 33 2 0 0 2 77
大分県 19 5 1 25 20 5 0 25 0 1 0 1 51
宮崎県 19 5 1 25 28 3 1 32 1 1 0 2 59
鹿児島県 36 2 0 38 33 7 1 41 1 0 0 1 80
沖縄県 6 3 1 10 29 4 1 34 0 0 0 0 44

海外在住者 0 1 0 1 1 0 0 1 0 0 0 0 2
合計 2,614 1,058 137 3,809 2,907 532 56 3,495 85 34 1 120 7,424

特別遺族弔慰金等請求
小計 総計（施行前死亡者） （未申請死亡者）

認定申請
小計

特別遺族弔慰金等請求

認定申請書及び特別遺族弔慰金等請求書の都道府県別受付状況
(法施行日から平成21年3月31日までの累計）

(申請者及び請求者の住所をもとに、県別に集計したもの)

小計都道府県名

53-1



資　料　編

資料－５４

平成21年3月31日時点（単位：人）

中皮腫 肺がん 中皮腫 肺がん 中皮腫 肺がん
北海道 19 8 27 17 0 17 1 0 1 45
青森県 0 1 1 2 0 2 0 0 0 3
岩手県 3 0 3 2 0 2 0 0 0 5
宮城県 16 6 22 8 0 8 0 0 0 30
秋田県 2 0 2 7 0 7 0 0 0 9
山形県 3 1 4 5 0 5 0 0 0 9
福島県 8 1 9 6 0 6 0 0 0 15
茨城県 13 3 16 16 0 16 0 0 0 32
栃木県 6 2 8 12 1 13 0 0 0 21
群馬県 6 1 7 12 0 12 0 0 0 19
埼玉県 37 11 48 18 6 24 0 0 0 72
千葉県 16 6 22 15 0 15 0 0 0 37
東京都 47 9 56 47 1 48 1 0 1 105
神奈川県 40 11 51 35 1 36 0 0 0 87
新潟県 4 5 9 12 1 13 0 0 0 22
富山県 6 1 7 12 1 13 0 1 1 21
石川県 0 0 0 3 0 3 0 0 0 3
福井県 2 1 3 1 0 1 0 0 0 4
山梨県 2 1 3 3 0 3 0 0 0 6
長野県 8 1 9 4 0 4 0 0 0 13
岐阜県 2 0 2 12 0 12 0 0 0 14
静岡県 14 3 17 14 1 15 2 0 2 34
愛知県 42 6 48 14 0 14 1 1 2 64
三重県 5 1 6 4 0 4 0 0 0 10
滋賀県 10 2 12 8 0 8 0 0 0 20
京都府 12 0 12 3 0 3 0 0 0 15
大阪府 58 16 74 25 7 32 0 0 0 106
兵庫県 64 15 79 22 3 25 0 0 0 104
奈良県 8 1 9 3 1 4 0 0 0 13
和歌山県 1 2 3 11 0 11 0 0 0 14
鳥取県 2 0 2 1 1 2 0 0 0 4
島根県 5 0 5 3 1 4 0 0 0 9
岡山県 8 0 8 15 0 15 0 0 0 23
広島県 17 7 24 10 2 12 0 0 0 36
山口県 13 3 16 2 1 3 0 0 0 19
徳島県 0 0 0 6 0 6 0 0 0 6
香川県 1 2 3 2 0 2 0 0 0 5
愛媛県 4 0 4 6 0 6 0 0 0 10
高知県 5 0 5 6 0 6 0 0 0 11
福岡県 21 7 28 11 0 11 0 0 0 39
佐賀県 6 0 6 1 0 1 0 0 0 7
長崎県 3 3 6 10 0 10 0 0 0 16
熊本県 7 4 11 3 0 3 0 0 0 14
大分県 3 1 4 5 0 5 0 0 0 9
宮崎県 6 0 6 8 0 8 0 0 0 14
鹿児島県 10 0 10 5 0 5 0 0 0 15
沖縄県 1 0 1 11 0 11 0 0 0 12

海外在住者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
合計 566 142 708 458 28 486 5 2 7 1,201

(平成20年度認定分）

医療費の支給に係る認定及び特別遺族弔慰金等の支給に係る都道府県別認定状況

(申請者及び請求者の住所をもとに、県別に集計したもの)

小計
特別遺族弔慰金等請求

小計 総計（未申請死亡者）都道府県名
認定申請

小計
特別遺族弔慰金等請求

（施行前死亡者）

54-1



資　料　編

資料－５５

平成21年3月31日時点（単位：人）

中皮腫 肺がん 中皮腫 肺がん 中皮腫 肺がん
北海道 56 20 76 82 3 85 1 0 1 162
青森県 8 3 11 13 0 13 0 0 0 24
岩手県 4 0 4 11 1 12 0 0 0 16
宮城県 36 16 52 28 1 29 0 0 0 81
秋田県 4 0 4 26 0 26 0 0 0 30
山形県 10 3 13 13 2 15 0 0 0 28
福島県 18 1 19 23 2 25 0 0 0 44
茨城県 37 6 43 47 0 47 0 0 0 90
栃木県 11 5 16 27 2 29 0 0 0 45
群馬県 20 4 24 44 1 45 0 0 0 69
埼玉県 113 26 139 118 15 133 0 0 0 272
千葉県 55 19 74 81 5 86 0 0 0 160
東京都 174 33 207 220 4 224 1 0 1 432
神奈川県 114 27 141 152 12 164 0 0 0 305
新潟県 22 9 31 45 2 47 0 0 0 78
富山県 22 1 23 35 5 40 0 1 1 64
石川県 7 1 8 16 0 16 0 0 0 24
福井県 6 4 10 7 0 7 0 0 0 17
山梨県 5 2 7 11 1 12 0 0 0 19
長野県 17 4 21 15 0 15 0 0 0 36
岐阜県 19 4 23 27 0 27 0 0 0 50
静岡県 44 11 55 57 2 59 2 0 2 116
愛知県 95 9 104 82 2 84 1 1 2 190
三重県 19 2 21 20 0 20 0 0 0 41
滋賀県 26 6 32 24 1 25 0 0 0 57
京都府 28 2 30 42 1 43 0 0 0 73
大阪府 176 56 232 253 24 277 0 0 0 509
兵庫県 209 45 254 264 10 274 0 0 0 528
奈良県 29 9 38 44 2 46 0 0 0 84
和歌山県 8 6 14 24 0 24 0 0 0 38
鳥取県 7 0 7 7 3 10 0 0 0 17
島根県 6 2 8 5 1 6 0 0 0 14
岡山県 32 10 42 47 1 48 0 0 0 90
広島県 41 18 59 59 5 64 0 0 0 123
山口県 29 12 41 28 3 31 0 0 0 72
徳島県 6 1 7 11 0 11 0 0 0 18
香川県 11 7 18 20 0 20 0 0 0 38
愛媛県 13 1 14 22 2 24 0 0 0 38
高知県 9 0 9 22 0 22 0 0 0 31
福岡県 72 22 94 71 4 75 0 0 0 169
佐賀県 13 1 14 20 0 20 0 0 0 34
長崎県 16 9 25 27 1 28 0 0 0 53
熊本県 16 9 25 13 0 13 0 0 0 38
大分県 14 1 15 16 1 17 0 0 0 32
宮崎県 12 3 15 19 1 20 0 0 0 35
鹿児島県 25 0 25 20 0 20 0 0 0 45
沖縄県 4 1 5 16 1 17 0 0 0 22

海外在住者 0 0 0 1 0 1 0 0 0 1
合計 1,718 431 2,149 2,275 121 2,396 5 2 7 4,552

医療費の支給に係る認定及び特別遺族弔慰金等の支給に係る都道府県別認定状況
(法施行日～平成21年度認定分累計）

(申請者及び請求者の住所をもとに、県別に集計したもの)

小計
特別遺族弔慰金等請求

小計 総計（未申請死亡者）都道府県名
認定申請

小計
特別遺族弔慰金等請求

（施行前死亡者）
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資料－５６ 

認定患者に対するアンケート結果概要 

 

 認定通知に併せて被認定患者に回答を依頼しているアンケートに対し、平成 20 年度に回

答のあったものを集計した。453 人から回答があった。 

なお、平成 19 年度までの累計は、平成 18 年 3 月 27 日の制度発足時から平成 19 年度末

までに回答があった、801 人分の回答を集計している。 

 以下、主な問いと回答。 

 

認定申請を行うための相談や連絡を誰に行ったか。（複数回答可） 

 平成 20 年度 平成 19 年度までの累計

機構に連絡した 202 423

保健所または地方環境事務所に連絡した 221 351

主治医の先生に相談した 172 283

その他 34 65

無回答 14 19

計 643 1141

 

 

石綿健康被害救済法に基づく救済給付をどこで知ったか。（複数回答可） 

 平成 20 年度 平成 19 年度までの累計 

ポスターやチラシを見て 23 65

新聞広告を見て 71 267

雑誌広告を見て 3 9

ラジオまたはテレビを見て 36 219

病院の先生に教えてもらって 300 390

保健所または環境事務所で教えてもらって 66 116

労働基準監督署で教えてもらって 35 86

機構のホームページを見て 42 88

その他 62 101

計 638 1341
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資料－５７ 

石綿健康被害医療手帳交付者に対するアンケート結果概要 

 

毎年 5 月、被認定者の現況調べの際に実施。平成 20 年度は、対象者 334 人のうち、297

人から回答があった。（回収率 88.9％） 

 なお、平成 19 年度は、対象者 206 人、回答者 185 人である。（回収率 89.8%） 

 以下、主な問いと回答。 

 

申請から認定・支給までの長さはどう感じましたか。 

平成 20 年度 平成 19 年度 
 

回答者数 比率 回答者数 比率 

①とても早い 14 5.4% 8 4.5%

②早い 64 24.5% 26 14.6%

③どちらともいえない 102 39.1% 66 37.0%

④遅い 57 21.8% 56 31.5%

⑤とても遅い 24 9.2% 22 12.4%

計 261 100.0% 178 100.0%

 

 

石綿健康被害医療手帳について病院の人は知っていましたか。  

平成 20 年度 平成 19 年度 
  

回答者数 比率 回答者数 比率 

①よく知っていた 141 51.1% 74 43.0%

②知っていた 50 18.1% 29 16.9%

③どちらともいえない 30 10.9% 14 8.1%

④あまり知らなかった 39 14.1% 36 20.9%

⑤全く知らなかった 16 5.8% 19 11.0%

計 276 100.0% 172 100.0%

 

57-1



資 料 編 

 

資料－５８ 

特別遺族弔慰金等認定者に対するアンケート結果概要 

 

平成 19 年度に認定された特別遺族弔意金等認定者(遺族）を対象にアンケートを行った。 

認定者 322 人にアンケート用紙を送付し、うち 253 人から回答があった。(回収率 78.6％) 

 なお、平成 19 年度までの累計については、平成 18 年 3 月 27 日の制度発足時から平成 18

年度末までの認定者 1550 人が対象であり、うち 1181 人から回答があった。（回収率 76.2%） 

以下、主な問いと回答。 

 

請求手続きは順調に行えましたか。 

平成 20 年度 平成 19 年度までの累計 
 

回答者数 比率 回答者数 比率 

①とても順調に行えた 55 25.2% 268 23.5% 

②ある程度順調に行えた 105 48.2% 618 54.3% 

③どちらともいえない 15 6.9% 77 6.8% 

④あまり順調でなかった 34 15.6% 155 13.6% 

⑤全く順調でなかった 9 4.1% 21 1.8% 

計 218 100.0% 1139 100.0% 

 

請求手続きに関して環境再生保全機構に相談・問い合わせをしましたか。 

平成 20 年度 平成 19 年度までの累計 
 

回答者数 比率 回答者数 比率 

①はい 180 72.9% 834 72.2% 

②いいえ 67 27.1% 320 27.8% 

計 247 100.0% 1154 100.0% 

 

相談・問い合わせをして内容はわかりましたか。 

平成 20 年度 平成 19 年度までの累計 
  

回答者数 比率 回答者数 比率 

①とてもよくわかった 83 46.6% 366 45.1% 

②だいたいわかった 82 46.1% 393 48.5% 

③どちらともいえない 8 4.5% 30 3.7% 

④ややわからなかった 1 0.6% 13 1.6% 

⑤全くわからなかった 4 2.2% 9 1.1% 

計 178 100.0% 811 100.0% 
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資料－５８ 

 

 

請求から認定・支給までの長さはどう感じましたか。 

平成 20 年度 平成 19 年度までの累計 
 

回答者数 比率 回答者数 比率 

①とても早い 20 8.2% 51 4.4% 

②早い 117 47.8% 314 27.3% 

③どちらともいえない 79 32.2% 478 41.5% 

④遅い 20 8.2% 246 21.4% 

⑤とても遅い 9 3.7% 62 5.4% 

計 245 100.0% 1151 100.0% 
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資料－５９ 

 
総利益等の発生要因について 

 
 
１．当期総利益 
 

各勘定別の当期総利益については、下記のとおりである。 
 

（単位：百万円） 
 当期総利益 主な発生要因 
公健勘定 328 運営費交付金精算収益化（165）、投資有価証券売却益（79）
石綿勘定 － － 
基金勘定 675 運営費交付金精算収益化（675） 
承継勘定 4,102 利息収支差（1,279）、運営費交付金精算収益化（2,160）

 
 
 
２．利益剰余金 
 

各勘定別の利益剰余金については、19 年度末利益剰余金に上記の当期総利益を加え、下

記のとおりである。 
 

（単位：百万円） 
 19 年度末 当期積立額 20 年度末 
公健勘定 707 328 1,035
石綿勘定 － － －

基金勘定 0 675 675
承継勘定 5,034 4,102 9,136

 
 
 
３．運営費交付金債務 
 

中期目標期間の最終年度であり、運営費交付金の精算収益化を実施したため、20 年度末

の運営費交付金債務は存在しない。 
なお、20 年度に精算収益化をした金額は、下記のとおり。 
 

（単位：百万円） 
 精算収益化額 主な要因 
公健勘定 165 業務の効率的実施による経費の節減 
基金勘定 675 運営費交付金に充当する自己収入（運用利息）の増及び

経費の節減 
承継勘定 2,160 運営費交付金に充当する自己収入（遅延損害金）の増及

び経費の節減 
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資料－６０ 
 

 
破産更生債権等及び貸倒懸念債権の債権残高推移 

（単位：百万円） 

区  分 平成16年度 平成 17年度 平成 18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 
平成 16～ 

20 年度

期 首 残 高 95,241 82,823 67,112 58,321 50,452 43,570 ―

回収（▲） 13,335 15,403 6,891 6,589 5,501 ― 47,719

償却（▲） 4,733 3,222 1,494 701 1,269 ― 11,419

移入（＋） 8,978 2,914 1,519 306 89 ― 13,806

 

移出（▲） 3,326 0 1,925 885 201 ― 6,337

（注１） 一般債権から破産更生債権等及び貸倒懸念債権への移入は、破綻、延滞発生、

債務超過等の要因による。 

一方で、破産更生債権等及び貸倒懸念債権から一般債権への移出は、延滞解消、

債務超過解消等の要因による。 

（注２） 業務実績報告書の正常債権以外の債権からの回収額が、上記回収額より少ない

のは、回収努力額である業務実績報告書の金額には、履行状況は正常だが、債

務超過であるため、貸倒懸念債権となった債権からの回収額（債権分割事案を

除く）を含めていないためである。 
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資料－６２ 

 

平成２０年度職員研修実績 

全研修実績 講座 744 名 

 
 
１. 外部研修 

研修名 研修日程 受講者数 

環境行政実務研修 4/1～3/31 2 名 

任用実務研修 5/16 1 名 

国際環境協力基本研修 5/19～23 2 名 

服務・懲戒実務研修 6/5 1 名 

勤務時間・休暇関係実務研修 6/6 １名 

環境行政実務研修 
（廃棄物環境リサイクル研修） 

6/10～13 1 名 

化学物質対策研修 
 

7/28～8/1 1 名 

給与実務研修（人事院勧告） 
 

8/20 1 名 

情報公開・個人情報保護制度 
の運営に関する研修会 

8/27 1 名 

人事・労務担当者講習会 9/9 1 名 

評価・監査中央セミナー 9/11～12 2 名 

人権に関する国家公務員等研修会（前期） 9/12 6 名 

職員相談員実務研修（セクハラ防止等） 9/26 1 名 

大気・交通環境研修 9/30～10/3 1 名 

給与実務研修（俸給関係） 10/1 1 名 

政府関係法人会計事務職員研修 10/7～11/21 2 名 

予算編成支援システム研修 10/8、10/14 6 名 

環境教育研修 10/28～10/30 1 名 

消費税中央セミナー 11/17 5 名 

環境影響評価研修 11/18～11/21 1 名 

給与実務研修（諸手当関係） 11/27 1 名 

関東地区行政管理評価セミナー 12/5 2 名 

分限・懲戒処分実務研修 12/8 1 名 

地球温暖化対策研修（公共施設整備特設コース） 12/8～12/12 
1 名 
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地球温暖化対策研修（一般コース） 2/3～2/6 1 名 

母性保護・育児休業研修会 2/13 予定 1 名 

人権に関する国家公務員等研修会（後期） 2/18 予定 6 名 

防火管理講習 11/6-7 ほか 2 名 

給与実務の実例等の研修 3/2 1 名 

計（28 講座）  54 名 

 
 
 
２．内部研修 

研修名 研修日程 受講者数 

文書管理ソフト研修（ﾄﾞｷｭﾜｰｸｽ） 6/11、12 32 名 

ホームページ担当者研修会 10/20、28 16 名 

健康管理研修（産業医による講演会） 10/26、30 118 名 

独立行政法人におけるマネジメントの向上について 10/27 40 名 

環境保全研修（地球温暖化問題） 10/29 60 名 

ｾｸｼｭｱﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止に関する研修 
及び内部統制研修会 

11/13、12/4、7 130 名 

個人情報保護研修会 12/24 42 名 

文書管理ソフト研修（ｱｰｸｳｨｽﾞｼｪｱｰ） 1/13～1/23 134 名 

情報ｾｷｭﾘﾃｨﾎﾟﾘｼｰ研修（情報ｾｷｭﾘﾃｨｰ管理者向け） 1/30 23 名 

情報ｾｷｭﾘﾃｨﾎﾟﾘｼｰ研修（全役職員向け） 3/6,3/10 95 名 

計（９講座）  690 名 
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